
 
現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
目次 
P.ⅶ ⑤ 路上再生路盤工 ⑤ 路上路盤再生工  

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
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P14 ② 機械土工（土砂） 

1. 施工概要及び施工形態 
 １－１ 施工概要（施工フロー） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 
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 １－２ 施 工 形 態 
 

図１－１ 図１－2 図１－3

施工形態は，掘削箇所の地形により「オープンカット｣,「片切り」に区分し，工法を選定する。 
 「オープンカット」は，図１－１に示すような切取面が，水平もしくは緩傾斜をなすように施工が出来る場合で切取

幅５ｍ以上，かつ延長20ｍ以上を標準とする。（掘削法については，表1.1を参照） 

 「片切り」は，図１－２及び図１－３に示すような切取幅５ｍ未満の領域○Ｂとする。 

 なお，図１－２に示すような箇所にあっても，地形及び工事量などの現場条件等を十分考慮のうえ，前述のオープン

カット工法が可能と判断される場合（図１－２領域○Ａ）はオープンカットを適用する。（掘削法について，表1.2を参

照） 
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表1.1オープンカット（○Ａ領域） 

 掘   削   法 摘   要 

○Ａ －土砂

        ブルドーザ掘削 
 
  機械土工 
 
        バックホウ掘削 

『②機械土工（土砂）』 

○Ａ － 岩

        リッパ掘削 
 
  機械掘削  火薬併用リッパ掘削 
 
        大型ブレーカ掘削 

『③機械土工（岩石））』 

 

表1.2片切り（○Ｂ領域） 

掘  削  法 摘   要 

○Ｂ －土砂 人力併用機械掘削 『②機械土工（土砂）』 

人力併用機械掘削 
○Ｂ － 岩 

火薬併用機械掘削 
『③機械土工（岩石)』 

機械施工が不可能な場合は，人力切崩しとする。 『⑥人力土工』 

 

2. 掘削法及び機種の選定（土砂） 
 ２－１ 掘 削 法 
  (１) オープンカット 
     ○ブルドーザ掘削……ブルドーザにより掘削押土を行う作業をいう。 
     ○バックホウ掘削……バックホウによる掘削及び積込作業をいう。 
  (２) 片 切 り 
     ○人力併用機械掘削……バックホウによる掘削と一部人力による切崩しの組合せによる作業をいう。 
 ２－２ 機種の選定 
  標準として積算に用いる機械は，次表のとおりとするが，工事量，工期，現場条件を勘案して最も適した機種を選

定する。 
 
(１) ブルドーザの機種選定 

表2.1 ブルドーザの機種選定 

作業の種類 作業の内容 ブルドーザの規格 

30,000ｍ3未満 排出ガス対策型（第１次基準値）湿地 20ｔ級 
掘削押土（運搬） 

30,000ｍ3以上 排出ガス対策型（第１次基準値）普通 32ｔ級 

 (注) 1. 現場条件により上表により難い場合は，別途考慮する。 

2. 上表で示す土量は，１工事当りのブルドーザ掘削押土による取扱い土量である。 

3. 湿地軟弱土での作業の場合は，取扱い土量に関わらず湿地20ｔ級を適用する。 
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 (２) 掘削積込機械の機種選定 

表2.2 掘削積込機械の機種選定 

作業の種類 作業の内容 機械名 規  格 

50,000ｍ3未満 バックホウ 排出ガス対策型（第１次基準値）クローラ型
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 掘 削 積 込

ルーズ状態の積込み
50,000ｍ3以上 〃 排出ガス対策型（第１次基準値）クローラ型

山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3） 

標   準 バックホウ 排出ガス対策型（第１次基準値）クローラ型
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

平均施工幅 
１ｍ以上２ｍ未満の場合 

〃 排出ガス対策型（第１次基準値）クローラ型
山積0.45ｍ3（平積0.35ｍ3） 

床 掘 り
（作 業 土 工）

平均施工幅 
１ｍ未満の場合 

『⑤小規模土工』 

 (注) 1. 現場条件により上表により難い場合は，別途考慮する。 

2. 上表で示す土量は，１工事当りのバックホウによる取扱い土量である。 

 

(３) ダンプトラック運搬作業 
   標   準 10ｔ積 
   特殊な場合は，別途考慮する。 

   (注) 特殊な場合とは，小規模工事，現場狭小のための標準機種の使用が不適当な場合をい

う。 

3. 運搬距離による土工方式の区分 
   土運搬の工法は，次表を標準とする。 

表3.1 土運搬の工法選定 

運 搬 距 離 標 準 工 法 

60ｍ以下 
60ｍを超える 

ブルドーザが標準 
バックホウ＋ダンプトラックが標準 

(注) 上表により難い場合は，別途考慮する。 

 

 

(２) 掘削積込機械の機種選定 

表2.2 掘削積込機械の機種選定 

作業の種類 作業の内容 機械名 規  格 

50,000ｍ3未満 バックホウ
排出ガス対策型（第２次基準値）クローラ型
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 掘 削 積 込

ルーズ状態の積込み
50,000ｍ3以上 〃 

排出ガス対策型（第１次基準値）クローラ型
山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3） 

標   準 バックホウ
排出ガス対策型（第２次基準値）クローラ型
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

平均施工幅 
１ｍ以上２ｍ未満の場合 〃 

排出ガス対策型（第１次基準値）クローラ型
山積0.45ｍ3（平積0.35ｍ3） 

床 掘 り
（作 業 土  工）

平均施工幅 
１ｍ未満の場合 『⑤小規模土工』 

 (注) 1. 現場条件により上表により難い場合は，別途考慮する。 

2. 上表で示す土量は，１工事当りのバックホウによる取扱い土量である。 
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4. 機械の施工歩掛 
  (１) 土量の表示 
     すべて地山土量で表示する。 
     ただし，施工土量（地山土量）をほぐした土量及び締固め後の土量の状態に換算する場合は，次表の土量換

算係数ｆを乗じて算出する。 

表4.1 土量換算係数ｆの値 

求める作業量 
基準の作業量 

地山の土量 ほぐした土量 締固めた土量

地 山 の 土 量 １ Ｌ Ｃ 

(注) Ｌ及びＣは「第２章土工①土量変化率」による。 

 

(２) 土質区分 
     日当り施工量における土質は，次表のとおり区分する。 

表4.2 土 質 区 分 

土     質     名 分 類 土 質 名 

砂 砂 

砂質土，普通土，砂質ローム 砂 質 土 

レキ質土，砂利混り土，レキ レ キ 質 土 

粘土，粘性土，シルト質ローム，砂質粘性土，粘土質ローム 
火山灰質粘性土，有機質土 

粘 性 土 

岩塊・玉石混り土，破砕岩 岩塊・玉石 
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 ４－１ ブルドーザの作業能力 
  (１) 日当り施工量 
   ブルドーザによる各作業の日当り施工量は，次表を標準とする。 

表4.3 日当り施工量 （１日当

名 称 規   格 土  質  名 単 位 地山の掘削押土 ルーズな状態の押土

り）

砂・砂質土・レキ質土 
・粘性土 

ｍ3 320 540 ブルドーザ
運 転

排出ガス対策型 
（第１次基準値） 

湿地20ｔ級 
岩塊・玉石 〃 200 350 

砂・砂質土・レキ質土 
・粘性土 

〃 710 － ブルドーザ
運 転

排出ガス対策型 
（第１次基準値） 

普通32ｔ級 
岩塊・玉石 〃 440 － 

(注) 1. 上記の施工量は，運搬距離60ｍまでの押土作業を含んだ値である。 

2. 上記の施工量は，転圧を伴わない敷均しを含んだ作業にも適用出来る。ただし，転圧を伴う場合は，

２章土工④土の敷均し締固め工」により別途計上する。 

3. 30,000ｍ3以上の｢ルーズな状態の押土｣作業は，湿地20ｔ級を適用する。 

4. 軟岩をリッピングしたものはリッピング後の状態を考慮し，その状態に応じた土質の値とする。 

5. 破砕岩の施工量は，｢ルーズな状態の押土｣を適用する。 

6. 集積作業は,「ルーズな状態の押土」を適用する。 

「第

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        現行どおり 
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 ４－２ バックホウの作業能力 

  (１) 日当り施工量 
     バックホウによる各作業の日当り施工量は，次表を標準とする。 

表4.4 日 当 り 施 工 量 （１日

数 

当り）

 量 
作業の種類 名  称 規  格 土 質 名 単位

障害なし 障害あり

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 ｍ3 300 190 排出ガス対策型 
(第１次基準値)・クローラ型
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 岩塊玉石 〃 230 140 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 500 320 
地山の掘削積込 バックホウ運転

排出ガス対策型 
(第１次基準値)・クローラ型
山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3） 岩塊玉石 〃 410 260 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 310 排出ガス対策型 
(第１次基準値)・クローラ型
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 岩塊玉石・岩（破砕） 〃 260 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 520 排出ガス対策型 
(第１次基準値)・クローラ型
山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3） 岩塊玉石・岩（破砕） 〃 440 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 160 

ルーズな状態の
積 込 み

バックホウ運転

排出ガス対策型 
(第１次基準値)・クローラ型
山積0.45ｍ3（平積0.35ｍ3） 岩塊玉石・岩（破砕） 〃 130 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 220 180 排出ガス対策型 
(第１次基準値)・クローラ型
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 岩塊玉石 〃 160 130 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 150 100 

床 掘 り
（作業土工）

バックホウ運転
排出ガス対策型 
(第１次基準値)・クローラ型
山積0.45ｍ3（平積0.35ｍ3） 岩塊玉石 〃 110 70 

(注) 現場条件の内容 

1. 地山の掘削積込 

障害なし：構造物及び建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されず，連続掘削作業が出来る

障害あり：掘削作業において障害物等により施工条件に制限があり（例えば作業障害が多い場合)，連続掘

来ない場合。 

2. 床掘り（作業土工） 

障害なし：①構造物及び建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されないオープン掘削の場合

②構造物及び建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されない矢板のみの土留・仮

削の場合。 

障害あり：①床掘作業において障害物等により施工条件に制限がある場合（例えば作業障害が多い場合)。

②土留・仮締切工の中に，切梁・腹起し又は基礎杭等の障害物がある場合。 

3. 掘削箇所が地下水位等で排水をせず水中掘削作業（溝掘，基礎掘削，床掘り）を行う場合は障害ありを適用す

4. 軟岩をリッピングしたものは，リッピング後の状態を考慮し，その状態に応じた土質とする。 

5. 基面整正(床付面の整正作業)が必要な場合は，基面整正100ｍ2当り普通作業員２人を別途計上する。 

6. 機械土工（岩石）における床掘平均掘削幅２ｍ未満の場合の破砕片除去及び積込みは，ルーズな状態のバッ

場合。 

削作業が出

。 

締切工掘

 

る。 

クホウ山積

0.45ｍ3（平積0.35ｍ3）を適用する。 

 

 
 
 
 
 

４－２ バックホウの作業能力 
  (１) 日当り施工量 
     バックホウによる各作業の日当り施工量は，次表を標準とする。 

表4.4 日 当 り 施 工 量 （１日当り）

数  量 
作業の種類 名  称 規  格 土 質 名 単位

障害なし 障害あり 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 ｍ3 300 190 排出ガス対策型 
(第２次基準値)・クローラ型

積0.6ｍ3） 岩塊玉石 〃 230 140 山積0.8ｍ3（平

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 500 320 
地山の掘削積込 バックホウ運転

排出ガス対策型 
(第１次基準値)・クローラ型
山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3） 岩塊玉石 〃 410 260 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 310 排出ガス対策型 
(第２次基準値)・クローラ型

積0.6ｍ3） 岩塊玉石・岩（破砕） 〃 260 山積0.8ｍ3（平

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 520 排出ガス対策型 
(第１次基準値)・クローラ型
山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3） 岩塊玉石・岩（破砕） 〃 440 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 160 

ルーズな状態の 
積 込 み バックホウ運転

排出ガス対策型 
(第１次基準値)・クローラ型
山積0.45ｍ3（平積0.35ｍ3） 岩塊玉石・岩（破砕） 〃 130 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 220 180 排出ガス対策型 
(第２次基準値)・クローラ型

積0.6ｍ3） 岩塊玉石 〃 160 130 山積0.8ｍ3（平

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 150 100 

床 掘 り 
（ 作業土 工） バックホウ運転

排出ガス対策型 
(第１次基準値)・クローラ型
山積0.45ｍ3（平積0.35ｍ3） 岩塊玉石 〃 110 70 

(注) 現場条件の内容 

1. 地山の掘削積込 

障害なし：構造物及び建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されず，連続掘削作業が出来る場合。 

障害あり：掘削作業において障害物等により施工条件に制限があり（例えば作業障害が多い場合)，連続掘削作業が出

来ない場合。 

2. 床掘り（作業土工） 

障害なし：①構造物及び建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されないオープン掘削の場合。 

②構造物及び建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されない矢板のみの土留・仮締切工掘

削の場合。 

障害あり：①床掘作業において障害物等により施工条件に制限がある場合（例えば作業障害が多い場合)。 

②土留・仮締切工の中に，切梁・腹起し又は基礎杭等の障害物がある場合。 

3. 掘削箇所が地下水位等で排水をせず水中掘削作業（溝掘，基礎掘削，床掘り）を行う場合は障害ありを適用する。 

4. 軟岩をリッピングしたものは，リッピング後の状態を考慮し，その状態に応じた土質とする。 

5. 基面整正(床付面の整正作業)が必要な場合は，基面整正100ｍ2当り普通作業員２人を別途計上する。 

6. 機械土工（岩石）における床掘平均掘削幅２ｍ未満の場合の破砕片除去及び積込みは，ルーズな状態のバックホウ山積

0.45ｍ3（平積0.35ｍ3）を適用する。 
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 (２) 床掘り（作業土工）補助労務 

    構造物等（共同溝を除く）の施工に当り土留方式により床掘作業を行う場合，土留材等に付着する土（土べら）

及び腹起し・切梁・火打梁等により機械掘削できない箇所，小規模な湧水処理等の作業のため，普通作業員を

計上する。 

表4.5 床 掘 補 助 労 務 （100ｍ3当り）

作業の種類 土留方式 名  称 単位 数  量 

自 立 式 普通作業員 人 0.3 

切梁腹起し方式 〃 〃 0.9 
床 掘 り 

（作業土工） 

グランドアンカ方式 〃 〃 0.7 

 

 ４－３ 片切掘削（人力併用機械掘削） 
 (１) 機種の選定 
    機械・規格は，次表を標準とする。 

表4.6 機種の選定 

機 械 名 規   格 単  位 数  量 

バ ッ ク ホ ウ
排出ガス対策型(第１次基準値) 
クローラ型山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

台 １ 

 

(２) 日当り施工量 
    片切掘削（人力併用機械掘削）の日当り施工量は，次表を標準とする。 

表4.7 日当り施工量 （１日当り）

名  称 規   格 土 質 名 単位 数量

バックホウ運転 排出ガス対策型(第１次基準値) 
クローラ型山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 砂・砂質土・粘性土・レキ質土 ｍ3 220 

 

 (３) 人力掘削歩掛 
    片切掘削（人力併用機械掘削）の人力掘削歩掛は，次表を標準とする。 

表4.8 片切掘削（人力併用機械掘削）の人力掘削歩掛 （100ｍ3当り）

名   称 土 質 名 単  位 数  量 

普 通 作 業 員 砂・砂質土・粘性土・レキ質土 人 3.9 

(注) 本歩掛は掘削までとし，法面整形は含まない。 

なお，法面整形は法面工（法面整形工）の機械による切土整形にて計上する。 

 

 
 

 
 
 
        
 

現行どおり 
 
 
 
 
 
 ４－３ 片切掘削（人力併用機械掘削） 
 (１) 機種の選定 
    機械・規格は，次表を標準とする。 

表4.6 機種の選定 

機 械 名 規   格 単  位 数  量 

バ ッ ク ホ ウ 
排出ガス対策型(第２次基準値) 

0.8ｍ3（平積0.6クローラ型山積 ｍ3） 台 １ 

  

(２) 日当り施工量 
    片切掘削（人力併用機械掘削）の日当り施工量は，次表を標準とする。 

表4.7 日当り施工量 （１日当り）

名  称 規   格 土 質 名 単位 数量

バックホウ運転 
排出ガス対策型(第２次基準値) 

0.8ｍ3（平積0.6クローラ型山積 ｍ3） 
砂・砂質土・粘性土・レキ質土 ｍ3 220 

  
 
 
 
 
      現行どおり 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
機械土工(土砂) 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
  ４－４ ダンプトラックの運搬作業 

 (１) ダンプトラック（10ｔ積）による，土砂100ｍ3当り運搬日数は，表4.9，表4.10及び表4.11による。 

表4.9 100ｍ3当り運搬日数 

積込機種・規格 バックホウ   排出ガス対策型（第１次基準値)クローラ型山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

（土 砂）

運搬機種・規格 ダンプトラック 10ｔ積 

Ｄ Ｉ Ｄ 区 間 ： 無 し 

運搬距離（km）
0.3
以下

0.5
以下

1.0 
以下 

1.5 
以下 

2.0 
以下 

3.0 
以下 

4.0
以下

5.5
以下

6.5
以下

7.5
以下

9.5
以下

11.5
以下

15.5
以下

22.5
以下

49.5
以下

60.0
以下

運搬日数（日） 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.2 1.4 1.7 2.0 2.3 2.6 3.0 3.6 4.5 6.1 9.1

Ｄ Ｉ Ｄ 区 間 ： 有 り 

運搬距離（km） 0.3
以下

0.5
以下

1.0 
以下 

1.5 
以下 

2.0 
以下 

3.0 
以下 

3.5
以下

5.0
以下

6.0
以下

7.0
以下

8.5
以下

11.0
以下

14.0
以下

19.5
以下

31.5
以下

60.0
以下

運搬日数（日） 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.2 1.4 1.7 2.0 2.3 2.6 3.0 3.6 4.5 6.1 9.1

 

表4.10 100ｍ3当り運搬日数 （土 砂）

積込機種・規格 バックホウ   排出ガス対策型（第１次基準値)クローラ型山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3） 

運搬機種・規格 ダンプトラック 10ｔ積 

Ｄ Ｉ Ｄ 区 間 ： 無 し 

運搬距離（km） 0.3
以下

0.5
以下

1.0
以下

1.5 
以下 

2.0 
以下 

2.5 
以下 

3.0 
以下 

3.5
以下

4.5
以下

6.0
以下

7.0
以下

8.5
以下

10.0
以下

12.5
以下

16.5
以下

23.5
以下

51.5
以下

60.0
以下

運搬日数（日） 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.4 1.7 2.0 2.3 2.6 3.0 3.6 4.5 6.1 9.1

Ｄ Ｉ Ｄ 区 間 ： 有 り 

運搬距離（km）
0.3
以下

0.5
以下

1.0
以下

1.5 
以下 

2.0 
以下 

2.5 
以下 

3.0 
以下 

3.5
以下

4.5
以下

5.5
以下

6.5
以下

8.0
以下

9.5
以下

11.5
以下

15.0
以下

20.5
以下

33.0
以下

60.0
以下

運搬日数（日） 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.4 1.7 2.0 2.3 2.6 3.0 3.6 4.5 6.1 9.1

 

表4.11 100ｍ3当り運搬日数 （土 砂）

積込機種・規格 バックホウ 排出ガス対策型（第１次基準値）クローラ型山積0.45ｍ3（平積0.35ｍ3） 

運搬機種・規格 ダンプトラック 10ｔ積 

Ｄ Ｉ Ｄ 区 間 ： 無 し 

運搬距離（km） 0.5 
以下

1.0 
以下

2.0 
以下 

2.5 
以下 

3.5 
以下 

4.5 
以下

6.0 
以下

7.5 
以下

10.0
以下

13.5
以下

19.5
以下

39.0
以下

60.0
以下

運搬日数（日） 1.0 1.1 1.3 1.5 1.7 2.0 2.3 2.6 3.0 3.6 4.5 6.1 9.1 

Ｄ Ｉ Ｄ 区 間 ： 有 り 

運搬距離（km） 0.5 
以下

1.0 
以下

1.5 
以下 

2.0 
以下 

3.0 
以下 

4.0 
以下

5.5 
以下

7.0 
以下

9.0 
以下

12.0
以下

17.5
以下

28.5
以下

60.0
以下

運搬日数（日） 1.0 1.1 1.3 1.5 1.7 2.0 2.3 2.6 3.0 3.6 4.5 6.1 9.1 

(注) 1. 上表は，地山100ｍ3の土量を運搬する日数である。 

2. 運搬距離は片道であり，往路と復路が異なる時は，平均値とする。 

3. 自動車専用道路を利用する場合には，別途考慮する。 

4. ＤＩＤ（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告資料添付の人口集中地区境界図によるものとする。 

5. 運搬距離が，60kmを超える場合は，別途計上する。 

 

 
 
 

 ４－４ ダンプトラックの運搬作業 
 (１) ダンプトラック（10ｔ積）による，土砂100ｍ3当り運搬日数は，表4.9，表4.10及び表4.11による。 

表4.9 100ｍ3当り運搬日数 （土 砂）

積込機種・規格 バックホウ   排出ガス対策型（第２次基準値)クローラ型山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

運搬機種・規格 ダンプトラック 10ｔ積 

Ｄ Ｉ Ｄ 区 間 ： 無 し 

運搬距離（km） 
0.3 
以下 

0.5
以下

1.0
以下

1.5
以下

2.0
以下

3.0
以下

4.0
以下

5.5
以下

6.5
以下

7.5
以下

9.5
以下

11.5
以下

15.5
以下

22.5
以下

49.5
以下

60.0 
以下 

運搬日数（日） 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.2 1.4 1.7 2.0 2.3 2.6 3.0 3.6 4.5 6.1 9.1 

Ｄ Ｉ Ｄ 区 間 ： 有 り 

運搬距離（km） 
0.3 
以下 

0.5
以下

1.0
以下

1.5
以下

2.0
以下

3.0
以下

3.5
以下

5.0
以下

6.0
以下

7.0
以下

8.5
以下

11.0
以下

14.0
以下

19.5
以下

31.5
以下

60.0 
以下 

運搬日数（日） 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.2 1.4 1.7 2.0 2.3 2.6 3.0 3.6 4.5 6.1 9.1 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       現行どおり 
 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
機械土工(土砂) 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
  (２) 100ｍ3当り運搬日数（軟岩・硬岩） 

    軟岩及び硬岩の100ｍ3当り運搬日数は，次式による。 
      100ｍ3当り運搬日数＝土砂100ｍ3当り運搬日数×（１＋Ｋ） 
                 Ｋ：補正係数 
    補正係数（Ｋ）の値は，次表とする。 

表4.12 補 正 係 数（Ｋ） 

土   質 軟   岩 硬   岩 

補 正 係 数 ＋0.22 ＋0.37 

 

5. 単  価  表 
 (１) ブルドーザ掘削押土100ｍ3当り単価表 

名  称 規    格 単位 数量 摘  要 

ブルドーザ運転 排出ガス対策型（第１次基準値) 
湿地20ｔ級又は普通32ｔ級 

日 100／Ｄ 表4.3 

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

(２) バックホウ掘削積込100ｍ3当り単価表 
名  称 規    格 単位 数量 摘  要 

バックホウ運転 排出ガス対策型(第1次基準値)クローラ型山積0.45ｍ3(平積0.35 
ｍ3)又は山積0.8ｍ3(平積0.6ｍ3)又は山積1.4ｍ3(平積1.0ｍ3） 

日 100／Ｄ 表4.4 

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

(３) バックホウ積込100ｍ3当り単価表 
名  称 規    格 単位 数量 摘  要 

バックホウ運転
排出ガス対策型(第1次基準値)クローラ型山積0.45ｍ3(平積0.35 
ｍ3)又は山積0.8ｍ3(平積0.6ｍ3)又は山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3） 

日 100／Ｄ 表4.4 

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 (４) バックホウ床掘100ｍ3当り単価表 

名  称 規    格 単位 数量 摘  要 

バックホウ運転 排出ガス対策型(第1次基準値）クローラ型山積0.45ｍ
3(平積0.35ｍ3)又は山積0.8ｍ3(平積0.6ｍ3） 

日 100／Ｄ 表4.4 

普 通 作 業 員  人  表 4.5 必要により計上する。

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 
 

 
 
 
 
       現行どおり 
 
 
 
 
 

5. 単  価  表 
 (１) ブルドーザ掘削押土100ｍ3当り単価表 

名  称 規    格 単位 数量 摘  要 

ブルドーザ運転 排出ガス対策型（第１次基準値) 
湿地20ｔ級又は普通32ｔ級

日 100／Ｄ 表4.3 

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

  
(２) バックホウ掘削積込100ｍ3当り単価表 

名  称 規    格 単位 数量 摘  要 

バックホウ運転
排出ガス対策型(第1次基準値)クローラ型山積0.45ｍ3(平積0.35 
ｍ3)、山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3）又は排出ガス対策型(第２次基準値)
クローラ型山積0.8ｍ3(平積0.6ｍ3) 

日 100／Ｄ 表4.4 

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 
(３) バックホウ積込100ｍ3当り単価表 

名  称 規    格 単位 数量 摘  要 

バックホウ運転
排出ガス対策型(第1次基準値)クローラ型山積0.45ｍ3(平積0.35 
ｍ3)、山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3）又は排出ガス対策型(第２次基準値) 
クローラ型山積0.8ｍ3(平積0.6ｍ3) 

 

日 100／Ｄ 表4.4 

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 ４ バックホウ床掘 ｍ3当り単価表

 
( ) 100  

名  称 単位 数量 摘  要 規    格 

バックホウ運転
排出ガス対策型(第1次基準値)クローラ型山積0.45ｍ3(平積0.35 
ｍ3)、又は排

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出ガス対策型(第２次基準値)クローラ型山積0.8ｍ3(平
積0

日 100／Ｄ 表4.4 
.6ｍ3) 

)
普 通 作 業 員  人  表 4.5 必要により計上する。

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
機械土工(土砂) 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
 (５) 掘削補助労力（基面整正）100ｍ2当り単価表 

名  称 規    格 単位 数量 摘  要 

普 通 作 業 員  人  表4.4 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

(６) 片切掘削（人力併用機械掘削）100ｍ3当り単価表 

名  称 規    格 単位 数量 摘  要 

バックホウ運転 排出ガス対策型(第1次基準値）クローラ型山積0.8ｍ3（平
積0.6ｍ3） 

日 100／Ｄ 表4.7 

普 通 作 業 員   人  表4.8 

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

(７) 機械運転単価表 

機  械  名 規   格 適用単価表 指定事項 

ブ ル ド ー ザ 
排出ガス対策型(第１次基準値)

湿地20ｔ級 
機－18 

運転労務数量→ 1.00
燃 料消費量→158 
機械損料数量→ 1.83

ブ ル ド ー ザ 排出ガス対策型(第１次基準値)
普通32ｔ級 

機－18 
運転労務数量→ 1.00
燃 料消費量→238 
機械損料数量→ 1.83

バ ッ ク ホ ウ 
（掘  削  積  込） 

排出ガス対策型(第１次基準値)
クローラ型 山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3）

機－18 
運転労務数量→ 1.00
燃 料消費量→108 
機械損料数量→ 1.46

バ ッ ク ホ ウ 
（掘  削  積  込） 

排出ガス対策型(第１次基準値)
クローラ型 山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3）

機－18 
運転労務数量→ 1.00
燃 料消費量→168 
機械損料数量→ 1.33

バ ッ ク ホ ウ 
（積 込 み） 

排出ガス対策型(第１次基準値)
クローラ型 山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3)

機－18 
運転労務数量→ 1.00 
燃 料消費量→58 
機械損料数量→ 1.38 

バ ッ ク ホ ウ 
（床 掘 り） 

排出ガス対策型(第１次基準値)
クローラ型 山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3)

機－18 
運転労務数量→ 1.00 
燃 料消費量→57 
機械損料数量→ 1.38 

バ ッ ク ホ ウ 
（床 掘 り） 

排出ガス対策型(第１次基準値)
クローラ型 山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3）

機－18 
運転労務数量→ 1.00
燃 料消費量→110 
機械損料数量→ 1.48

バ ッ ク ホ ウ 
（片  切  掘  削） 

排出ガス対策型(第１次基準値)
クローラ型 山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3）

機－18 
運転労務数量→ 1.00
燃 料消費量→101 
機械損料数量→ 1.33

ダ ン プ ト ラ ッ ク 10ｔ積 機－22 
運転労務数量→ 1.00 
燃 料消費量→76 
機械損料数量→ 1.24 

 

 

 
 
       現行どおり 
 
 
 
 
(６) 片切掘削（人力併用機械掘削）100ｍ3当り単価表 

名  称 規    格 単位 数量 摘  要 

バックホウ運転 排出ガス対策型(第２次基準値）クローラ型山積0.8ｍ3

（平積0.6ｍ3）
日 100／Ｄ 表4.7 

普 通 作 業 員   人  表4.8 

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

  
(７) 機械運転単価表 

機  械  名 規   格 適用単価表 指定事項 

ブ ル ド ー ザ
排出ガス対策型(第１次基準値)

湿地20ｔ級 機－18 
運転労務数量→ 1.00
燃 料 消 費量→158 
機械損料数量→ 1.83

ブ ル ド ー ザ
排出ガス対策型(第１次基準値)

普通32ｔ級 機－18 
運転労務数量→ 1.00
燃 料 消 費量→238 
機械損料数量→ 1.83

バ ッ ク ホ ウ
（掘  削  積  込）

排出ガス対策型(第２次基準値)

 

 
 
 
 
 
 
 
 

クローラ型 山積0
機－18 

運転労務数量→ 1.00
燃 料 消 費量→108 
機械損料数量→ 1.46

.8ｍ3（平積0.6ｍ3）

バ ッ ク ホ ウ
（掘  削  積  込）

排出ガス対策型(第１次基準値)
クローラ型 山積1.4ｍ3（平積1.0ｍ3） 機－18 

運転労務数量→ 1.00
燃 料 消 費量→168 
機械損料数量→ 1.33

バ ッ ク ホ ウ
（積 込 み）

排出ガス対策型(第１次基準値)
クローラ型 山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3) 機－18 

運転労務数量→ 1.00 
燃 料 消 費量→58 
機械損料数量→ 1.38 

バ ッ ク ホ ウ
（床 掘 り）

排出ガス対策型(第１次基準値)
クローラ型 山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3) 機－18 

運転労務数量→ 1.00 
燃 料 消 費量→57 
機械損料数量→ 1.38 

バ ッ ク ホ ウ
（床 掘 り）

排出ガス対策型(第２次基準値)
クローラ型 山積0

機－18 
運転労務数量→ 1.00
燃 料 消 費量→110 
機械損料数量→ 1.48

.8ｍ3（平積0.6ｍ3）

バ ッ ク ホ ウ
（片  切  掘  削）

排出ガス対策型(第２次基準値)
クローラ型 山積0 機－18 

運転労務数量→ 1.00
燃 料 消 費量→101 
機械損料数量→ 1.33

.8ｍ3（平積0.6ｍ3）

ダ ン プ ト ラ ッ ク 10ｔ積 機－22 
運転労務数量→ 1.00 
燃 料 消 費量→76 
機械損料数量→ 1.24 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
機械土工(土砂) 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
 6. 埋  戻  工 

 ６－１ 適 用 範 囲 
   本資料は，機械による埋戻し（敷均し含む）及び締固めの一連作業に適用する。なお,「第２章土工⑤小規模土

工」の適用範囲に合致する工事は，適用しない。 
 ６－２ 施工計画 
  ６－２－１ 埋戻し 
    埋戻機械は，バックホウ（排出ガス対策型・クローラ型山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3）又は山積0.45ｍ3（平積0.35

ｍ3））を標準とする。なお，埋戻機械の稼動時間には，敷均しを含む。 
  ６－２－２ 敷均し補助 
    埋戻機械により，埋戻材料のはねつけ，敷均しを行うが，構造物周辺の敷均し補助として普通作業員を計上す

る。 
  ６－２－３ 締固め 
    締固め機械は，次表を標準とする。 

表6.1 締固め機械の機種選定 

埋 戻 種 別 基準埋戻幅 
（Ｗ） 

締固め機械 規    格 台数 

Ａ Ｗ2≧４ｍ ブ ル ド ー ザ 排出ガス対策型(第１次基準値)
普通15ｔ級 

１ 

Ｂ Ｗ1≧４ｍ 振 動 ロ ー ラ
タ ン パ

0.8～1.1ｔ 
60～80kg 

１ 
１ 

Ｃ １ｍ≦Ｗ1＜４ｍ 振 動 ロ ー ラ
タ ン パ

0.8～1.1ｔ 
60～80kg 

１ 
１ 

Ｄ Ｗ1＜１ｍ タ ン パ 60～80kg １ 

(注) 1. 埋戻幅Ｗ1とは最大埋戻幅，埋戻幅Ｗ2とは最小埋戻幅を表し，下図のとおりとする。

なお，擁壁等で前背面の最大埋戻幅が異なる場合は，広い方の領域を基準とし，狭い

方も同一歩掛を適用するものとする。 

    2. 埋戻幅Ｗ2が４ｍ以上の場合は，埋戻種別Ａを適用するものとする。 

3. 締固め機械等の搬入が困難な場合，又は締固めを伴わない作業等で，上表によること

が著しく不適当と判断される場合は別途考慮する。 

 

 

 

 

 

6. 埋  戻  工 
 ６－１ 適 用 範 囲 
   本資料は，機械による埋戻し（敷均し含む）及び締固めの一連作業に適用する。なお,「第２章土工⑤小規模土工」

の適用範囲に合致する工事は，適用しない。 
 ６－２ 施工計画 
  ６－２－１ 埋戻し 
    埋戻機械は，バックホウ（排出ガス対策型（第２次基準値）・クローラ型山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3）又は排出

ガス対策型（第１次基準値）山積 0.45ｍ3（平積 0.35ｍ3））を標準とする。なお，埋戻機械の稼動時間には，敷

均しを含む。 
  ６－２－２ 敷均し補助 
    埋戻機械により，埋戻材料のはねつけ，敷均しを行うが，構造物周辺の敷均し補助として普通作業員を計上す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       現行どおり 
 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
機械土工(土砂) 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
 
 

６－３ 施 工 歩 掛 
  ６－３－１ 埋戻工Ａ 
    埋戻工Ａ歩掛は，次表を標準とする。 

表6.2 埋 戻 工 Ａ 歩 掛             （100ｍ3当り）

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 排出ガス対策型(第1次基準値) 
クローラ型 山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3) ｈ 2.0  

ブ ル ド ー ザ 運 転 排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通15ｔ級 

〃 2.0  

(注) 上表歩掛には，はねつけ～締固めまでの作業が含まれている。 

 

６－３－２ 埋戻工Ｂ 
    埋戻工Ｂ歩掛は，次表を標準とする。 

表6.3 埋 戻 工 Ｂ 歩 掛             （100ｍ3当り）

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

普 通 作 業 員  人 1.6 敷均し補助 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 排出ガス対策型(第1次基準値) 
クローラ型 山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3)

ｈ 2.8  

振 動 ロ ー ラ 運 転 ハンドガイド式0.8～1.1ｔ 日 0.92   

タ ン パ 締 固 め 60～80kg ｍ3 4   

(注) 1. 上表歩掛には，はねつけ～締固めまでの作業が含まれている。 

2. タンパ締固めは６－３－５のタンパ締固めによる。 

3. 振動ローラ，タンパは，賃料とする。 

 

  ６－３－３ 埋戻工Ｃ 
    埋戻工Ｃ歩掛は，次表を標準とする。 

表6.4 埋 戻 工 Ｃ 歩 掛             （100ｍ3当り）

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

普 通 作 業 員  人 4.0 敷均し補助 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 排出ガス対策型(第1次基準値) 
クローラ型 山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3)

ｈ 4.0  

振 動 ロ ー ラ 運 転 ハンドガイド式0.8～1.1ｔ 日 1.35   

タ ン パ 締 固 め 60～80kg ｍ3 10   

(注) 1. 上表歩掛には，はねつけ～締固めまでの作業が含まれている。 
2. タンパ締固めは６－３－５のタンパ締固めによる。 
3. 振動ローラ，タンパは，賃料とする。 

 

 
 

６－３ 施 工 歩 掛 
  ６－３－１ 埋戻工Ａ 
    埋戻工Ａ歩掛は，次表を標準とする。 

表6.2 埋 戻 工 Ａ 歩 掛             （100ｍ3当り）

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第2次基準値) 
クローラ型 山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3)

ｈ 2.0  

ブ ル ド ー ザ 運 転
排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通15ｔ級 

〃 2.0  

(注) 上表歩掛には，はねつけ～締固めまでの作業が含まれている。 

 

 ６－３－２ 埋戻工Ｂ

    埋戻工Ｂ歩掛は，次表を標準とする。 

表6.3 埋 戻 工 Ｂ 歩 掛             （100ｍ3当り）

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

普 通 作 業 員  人 1.6 敷均し補助 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第2次基準値) 

積0.8ｍ3（平積0クローラ型 山 .6ｍ3) ｈ 2.8  

振 動 ロ ー ラ 運 転 ハンドガイド式0.8～1.1ｔ 日 0.92   

タ ン パ 締 固 め 60～80kg ｍ3 4   

(注) 1. 上表歩掛には，はねつけ～締固めまでの作業が含まれている。 

2. タンパ締固めは６－３－５のタンパ締固めによる。 

3. 振動ローラ，タンパは，賃料とする。 

  
   ６－３－３ 埋戻工Ｃ 
    埋戻工Ｃ歩掛は，次表を標準とする。 

表6.4 埋 戻 工 Ｃ 歩 掛             （100ｍ3当り）

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

普 通 作 業 員  人 4.0 敷均し補助 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第2次基準値) 

積0.8ｍ3（平積0クローラ型 山 .6ｍ3) ｈ 4.0  

振 動 ロ ー ラ 運 転 ハンドガイド式0.8～1.1ｔ 日 1.35   

タ ン パ 締 固 め 60～80kg ｍ3 10   

(注) 1. 上表歩掛には，はねつけ～締固めまでの作業が含まれている。 
2. タンパ締固めは６－３－５のタンパ締固めによる。 
3. 振動ローラ，タンパは，賃料とする。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
        
 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
機械土工(土砂) 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
   ６－３－４ 埋戻工Ｄ 

    埋戻工Ｄ歩掛は，次表を標準とする。 
表6.5 埋 戻 工 Ｄ 歩 掛             （100ｍ3当り）

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

普 通 作 業 員  人 4.0 敷均し補助 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第1次基準値) 
クローラ型 山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3) 

ｈ 6.0  

タ ン パ 締 固 め 60～80kg ｍ3 100   

(注) 1. 上表歩掛には，はねつけ～締固めまでの作業が含まれている。 
2. タンパ締固めは６－３－５のタンパ締固めによる。 
3. はねつけ機械の搬入が困難な場合は,「人力盛土＋タンパ締固め」とする。 
4. タンパは，賃料とする。 

 

  ６－３－５ タンパ締固め 
    タンパによる締固め施工歩掛は，次表を標準とする。 

表6.6 締固め機械施工歩掛              （100ｍ3当り）

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

普 通 作 業 員  人 3.0 締固め補助 

タ ン パ 運 転 60～80kg 日 3.0  

 

６－４ 単 価 表 
  (１) 埋戻工Ａ100ｍ3当り単価表 

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 排出ガス対策型(第1次基準値) 
クローラ型 山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3)

ｈ  表6.2 

ブ ル ド ー ザ 運 転 排出ガス対策型(第1次基準値)
普通15ｔ級 

〃   〃 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

(２) 埋戻工Ｂ100ｍ3当り単価表 

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

普 通 作 業 員  人  表6.3 敷均し補助 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第1次基準値) 
クローラ型 山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3)

ｈ   〃 

振 動 ロ ー ラ 運 転 ハンドガイド式0.8～1.1ｔ 日   〃 

タ ン パ 締 固 め 60～80kg ｍ3   〃 補助労務含む 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
       現行どおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６－４ 単 価 表 
  (１) 埋戻工Ａ100ｍ3当り単価表 

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第2次基準値) 

積0.8ｍ3（平積0クローラ型 山 .6ｍ3)
ｈ  表6.2 

ブ ル ド ー ザ 運 転
排出ガス対策型(第1次基準値)
普通15ｔ級 〃   〃 

諸 雑 費  式 １  

計     

 
(２) 埋戻工Ｂ100ｍ3当り単価表 

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

普 通 作 業 員  人  表6.3 敷均し補助 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第2次基準値) 

積0.8ｍ3（平積0

 

クローラ型 山 .6ｍ3) ｈ   〃 

振 動 ロ ー ラ 運 転 ハンドガイド式0.8～1.1ｔ 日   〃 

タ ン パ 締 固 め 60～80kg ｍ3   〃 補助労務含む 

諸 雑 費  式 １  

計     

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
機械土工(土砂) 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
  (３) 埋戻工Ｃ100ｍ3当り単価表 

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

普 通 作 業 員  人  表6.4 敷均し補助 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第1次基準値) 
クローラ型 山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3)

ｈ   〃 

振 動 ロ ー ラ 運 転 ハンドガイド式0.8～1.1ｔ 日   〃 

タ ン パ 締 固 め 60～80kg ｍ3   〃 補助労務含む 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

  (４) 埋戻工Ｄ100ｍ3当り単価表 

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

普 通 作 業 員  人  表6.5 敷均し補助 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第1次基準値) 
クローラ型 山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3) 

ｈ   〃 

タ ン パ 締 固 め 60～80kg ｍ3   〃 補助労務含む 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

  (５) 機械運転単価表 

機  械  名 規   格 適用単価表 指定事項 

バ ッ ク ホ ウ 排出ガス対策型(第1次基準値) 
クローラ型 山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3)

機－１  

バ ッ ク ホ ウ 排出ガス対策型(第1次基準値) 
クローラ型 山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3) 

機－１  

ブ ル ド ー ザ 排出ガス対策型(第1次基準値)
普通15ｔ級 

機－１  

振 動 ロ ー ラ ハンドガイド式0.8～1.1ｔ 機－31 
運転労務数量→1.0 
燃 料消費量→5.2 
賃 料 数 量→1.44 

タ ン パ 60～80kg 機－31 

運転労務数量→1.0 
燃 料消費量→4.5 
賃 料 数 量→1.38 
主燃料→ガソリン 

 

 

 (３) 埋戻工Ｃ100ｍ3当り単価表 

名   称 規   格 単位 数量 摘    要 

普 通 作 業 員  人  表6.4 敷均し補助 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第2次基準値) 

積0.8ｍ3（平積0クローラ型 山 .6ｍ3) ｈ   〃 

振 動 ロ ー ラ 運 転 ハンドガイド式0.8～1.1ｔ 日   〃 

タ ン パ 締 固 め 60～80kg ｍ3   〃 補助労務含む 

諸 雑 費  式 １  

計     

  
       
 
 
 

現行どおり 
 
 
 
 
 

(５) 機械運転単価表 
 

機  械  名 規   格 適用単価表 指定事項 

バ ッ ク ホ ウ
排出ガス対策型(第2次基準値) 

積0.8ｍ3（平積

 

 

クローラ型 山 0.6ｍ3)
機－１  

バ ッ ク ホ ウ
排出ガス対策型(第1次基準値) 
クローラ型 山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3) 機－１  

ブ ル ド ー ザ
排出ガス対策型(第1次基準値)
普通15ｔ級 

機－１  

振 動 ロ ー ラ ハンドガイド式0.8～1.1ｔ 機－31 
運転労務数量→1.0 
燃 料 消 費量→5.2 
賃 料 数 量→1.44 

タ ン パ 60～80kg 機－31 

運転労務数量→1.0 
燃 料 消 費量→4.5 
賃 料 数 量→1.38 
主燃料→ガソリン 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
土の敷均し締固め工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

 ④ 土の敷均し締固め工 Ｐ.35  

 (2・④・1) 

 
1. 適用範囲及び施工概要 

 
 １－１ 適用範囲 

 
  本資料の適用範囲は，路体・路床・築堤の敷均し及び締固め作業に適用する。 

 
 １－２ 施工概要（フロー） 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

 

2. 機 種 の 選 定 

  各作業に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 

表2.1 機種の選定 

作 業 工種 作 業 の 内 容 機 械 名 規  格 

敷

均

し

締

固

め 

敷 
 

均 
 

し 

路体
 
築堤

10,000ｍ3未満の場合 

ブルドーザ 

排出ガス対策型 

(第１次基準値)普通15ｔ級 

10,000ｍ3以上の場合 
排出ガス対策型 

(第１次基準値)普通21ｔ級 

トラフィカビリティが不足して普通 
ブルドーザが使用できない場合など 

排出ガス対策型 

(第１次基準値)湿地16ｔ級 

路床

10,000ｍ3未満の場合 

ブルドーザ 

排出ガス対策型 

(第１次基準値)普通15ｔ級 

10,000ｍ3以上の場合 
排出ガス対策型 

(第１次基準値)普通21ｔ級 

締
固
め

路体
路床
築堤

標準 タイヤローラ
排出ガス対策型 

(第１次基準値)８～20ｔ 

敷

均

し

締

固

め

路体
 
築堤

10,000ｍ3未満の場合 

ブルドーザ 

排出ガス対策型 

(第１次基準値)普通15ｔ級 

10,000ｍ3以上の場合 
排出ガス対策型 

(第１次基準値)普通21ｔ級 

トラフィカビリティが不足して普通 
ブルドーザが使用できない場合など 

排出ガス対策型 

(第１次基準値)湿地16ｔ級 

路床

10,000ｍ3未満の場合 

ブルドーザ 

排出ガス対策型 

(第１次基準値)普通15ｔ級 

10,000ｍ3以上の場合 
排出ガス対策型 

(第１次基準値)普通21ｔ級 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

現行どおり 

 

機
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敷 均 し 締 固 め 作 業

締 固 め 作 業 機

械

搬

出 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
土の敷均し締固め工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

 Ｐ.35 (注) 1. なお，機種の選定に当っては，工事規模，作業条件，土質，土の含水比，他の工種との関連する機械の

組合せ等により上表により難い場合は，別途考慮する。 

(注) 1. なお，機種の選定に当っては，工事規模，作業条件，土質，土の含水比，他の工種との関連する機械の

組合せ等により上表により難い場合は，別途考慮する。 
(2・④・1) 

 
 2. 上表で示す土量は，工事全体の設計盛土量である。 2. 上表で示す土量は，工事全体の設計盛土量である。 

 3. 盛土材料がタイヤローラの締固めに適さない土質（砂など）の場合に，敷均し締固めを適用する。 3. 盛土材料がタイヤローラの締固めに適さない土質（砂など）の場合に，敷均し締固めを適用する。 

  4. タイヤローラは賃料とする。 

   

  
3. 各作業の施工歩掛 

Ｐ.36  

(2・④・2) 

 

 ３－１ 日当り施工量 
 

  各作業の日当り施工量は，次表を標準とする。 

表3.1 各作業の日当り施工量 （１日当り）

作  業 工 種 機  種 規   格 単 位
作 業 条 件 

標 準 障害あり

敷

均

し

締

固

め

敷

 
 

均

 
 

し

路 体
築 堤

ブルドーザ 

排出ガス対策型 
(第１次基準値)普通15ｔ級 

ｍ3 

690 350 

排出ガス対策型 
(第１次基準値)普通21ｔ級 

980 570 

排出ガス対策型 
(第１次基準値)湿地16ｔ級 

560 350 

路 床

排出ガス対策型 
(第１次基準値)普通15ｔ級 

540 280 

排出ガス対策型 
(第１次基準値)普通21ｔ級 

770 450 

締
固
め

路体・築堤

タイヤローラ 
排出ガス対策型 
(第１次基準値)８～20ｔ 

ｍ3 

1,330 560 

路 床 580 160 

敷

均

し

締

固

め 

路 体
築 堤

ブルドーザ 

排出ガス対策型 
(第１次基準値)普通15ｔ級 

ｍ3 

410 190 

排出ガス対策型 
(第１次基準値)普通21ｔ級 

600 250 

排出ガス対策型 
(第１次基準値)湿地16ｔ級 

340 160 

路 床

排出ガス対策型 
(第１次基準値)普通15ｔ級 

240 130 

排出ガス対策型 
(第１次基準値)普通21ｔ級 

360 150 

(注) 作業条件は次の諸条件を考慮し，選択するものとする。 

標  準：作業現場が広く，かつ作業障害が少ない場合 

  （例えば新設のバイパス工事，あるいは新設の築堤工事等） 

障害あり：作業現場が狭い，又は作業障害が多い場合 

  （例えば現道上の工事，一車線程度の現道拡幅工事，あるいは拡築（腹付・嵩上）工事等） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

現行どおり 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
土の敷均し締固め工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

   

Ｐ.36 

(2・④・2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

３－２ 補助労務 

  機械による敷均し及び敷均し締固め作業の補助として，普通作業員を計上する。補助労務は次表を標準とする。

表3.2 機械補助労務 （100ｍ3当り）

作    業 工  種 名  称 単位 数  量 

敷 均 し ・ 敷 均 し 締 固 め
路 体 ・ 築 堤 普 通 作 業 員 人 0.2 

路 床 普 通 作 業 員 人 0.3 

 

4. 狭隘な箇所の施工歩掛 

 ４－１ 適用範囲 

  路体・路床・築堤等の工事において施工幅員が４ｍ未満の狭隘箇所の作業で標準機種では施工が困難な場合に適

用する機械・規格は次表のとおりとする。 

表4.1 機種の選定 

作 業 施工幅員（Ｗ） 機械名 規  格 

敷均し 

2.5ｍ≦Ｗ＜4.0ｍ ブルドーザ 
排出ガス対策型（第１次基準値） 
普通３ｔ級 

Ｗ＜2.5ｍ 人力土工 
第２章土工⑥人力土工 
人力盛土（埋戻し）による 

締固め 

1.0ｍ≦Ｗ＜4.0ｍ 振動ローラ 
排出ガス対策型（第１次基準値） 
搭乗式・コンバインド型 
３～４ｔ 

Ｗ＜1.0ｍ 振動ローラ 
ハンドガイド式 
0.8～1.1ｔ 

(注) 1. 上表により難い場合は，別途考慮する。 

2. 振動ローラは，賃料とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

現行どおり 
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Ｐ．17 
図4-1-3 
Ｐ．18 
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Ｐ．24 
図4-2-1 
図4-2-2 
 
 
 
 
 
 
 
参考資料 
Ｐ．32 
図5-1-1～ 

図5-1-4 
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とりまとめ工種（最終整備） 
土の敷均し締固め工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

参考資料  ４－２ 日当り作業量  

Ｐ.37 

(2・④・3) 

 

  各作業の日当り作業量は，次表を標準とする。 

表4.2 敷均し作業の日当り作業量 (１日当り)

作 業 工 種 機械名 規   格 単位 数量 

敷均し 
路体 
路床 
築堤等 

ブルドーザ 
排出ガス対策型（第１次基準値) 
普通 ３ｔ級 

ｍ3 130 

(注) 1. 敷均し作業の仕上厚さは0.2～0.3ｍとする。 

 

表4.3 締固め作業の日当り作業量 (１日当り)

作 業 工 種 機械名 規   格 単位 数量 

締固め 

路床 振動ローラ 

排出ガス対策型(第１次基準値) 
搭乗式 
コンバインド型３～４ｔ 

ｍ3 100 

ハンドガイド式 
0.8～1.1ｔ 

〃 55 

路体・ 
築堤等 

振動ローラ 

排出ガス対策型(第１次基準値) 
搭乗式 
コンバインド型３～４ｔ 

〃 120 

ハンドガイド式 
0.8～1.1ｔ 

〃 70 

 

 ４－３ 補 助 労 務 

  敷均し作業の補助労務は，次表を標準とする。 

表4.4 機械補助労務 （100ｍ3当り）

名      称 単 位 数     量 

普 通 作 業 員 人 0.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行どおり 

Ｐ．42 
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Ｐ．36 
図6-1-2 
図6-1-4 
 
 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
土の敷均し締固め工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

   
5. 単 価 表 

 Ｐ.37  
 (１) ブルドーザ敷均し100ｍ3当り単価表 

(2・④・3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐ.38 

(2・④・4) 

 

名   称 規   格 単 位 数 量 摘  要 

ブ ル ド ー ザ 運 転
排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通15ｔ級,21ｔ級,湿地16ｔ級 

日 100／Ｄ 表3.1 

普 通 作 業 員
 
 

人  表3.2 

諸 雑 費
 
 

式 １  

計 
 
 

   

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 (２) タイヤローラ締固め100ｍ3当り単価表 

名   称 規   格 単 位 数 量 摘  要 

タ イ ヤ ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型(第1次基準値) 
８～20ｔ 

日 100／Ｄ 表3.1 

諸 雑 費
  
 

式 １   

計 
 
 

   

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

(３) ブルドーザ敷均し締固め100ｍ3当り単価表 

名   称 規   格 単 位 数 量 摘  要 

ブ ル ド ー ザ 運 転
排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通15ｔ級,21ｔ級,湿地16ｔ級 

日 100／Ｄ 表3.1 

普 通 作 業 員  人  表3.2 

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行どおり 
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とりまとめ工種（最終整備） 
土の敷均し締固め工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

   

Ｐ.38 

(2・④・4) 

 

 (４) ３ｔ級ブルドーザ敷均し100ｍ3当り単価表 
 

名   称 規   格 単 位 数 量 摘  要 
 

 

ブ ル ド ー ザ 運 転
排出ガス対策型(第1次基準値)
普通３ｔ級 

日 100／Ｄ 表4.2  

 

普 通 作 業 員  人  表4.4  

 
諸 雑 費  式 １   

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 (５) 振動ローラ締固め100ｍ3当り単価表 

名   称 規   格 単 位 数 量 摘  要 

振 動 ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型(第1次基準値) 
搭乗式・コンバインド型 ３～４ｔ，又は，ハンド
ガイド式 0.8～1.1ｔ 

日 100／Ｄ 表4.3 

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 

 

 

 

 

現行どおり 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
土の敷均し締固め工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
 

Ｐ.39 

(2・④・5) 

 

(６) 機械運転単価表 

機 械 名 規  格 適用単価表 指 定 事 項 

ブルドーザ 
（敷均し） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通15ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→113 
機械損料数量→1.55 

ブルドーザ 
（敷均し） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通21ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→165 
機械損料数量→1.55 

ブルドーザ 
（敷均し） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
湿地16ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→122 
機械損料数量→1.64 

タイヤローラ 
（締固め） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
８～20ｔ 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→38 
機械損料数量→1.36 

ブルドーザ 
（敷均し締固め） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通15ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→112 
機械損料数量→1.55 

ブルドーザ 
（敷均し締固め） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通21ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→181 
機械損料数量→1.55 

ブルドーザ 
（敷均し締固め） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
湿地16ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→99 
機械損料数量→1.64 

ブルドーザ 
（敷均し） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通３ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→29 
機械損料数量→1.56 

振動ローラ 
（締固め） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
搭乗式・コンバインド型 

３～４ｔ 
機－28 

運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→14 
賃 料 数 量→1.60 

振動ローラ 
（締固め） 

ハンドガイド式 0.8～1.1ｔ 機－31 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→4.4 
賃 料 数 量→1.44 

 

 

(６) 機械運転単価表 

機 械 名 規  格 適用単価表 指 定 事 項 

ブルドーザ 
（敷均し） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通15ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→113 
機械損料数量→1.55 

ブルドーザ 
（敷均し） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通21ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→165 
機械損料数量→1.55 

ブルドーザ 
（敷均し） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
湿地16ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→122 
機械損料数量→1.64 

タイヤローラ 
（締固め） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
８～20ｔ 

機－28 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→38 
賃 料 数 量→1.36 

ブルドーザ 
（敷均し締固め） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通15ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→112 
機械損料数量→1.55 

ブルドーザ 
（敷均し締固め） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通21ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→181 
機械損料数量→1.55 

ブルドーザ 
（敷均し締固め） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
湿地16ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→99 
機械損料数量→1.64 

ブルドーザ 
（敷均し） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
普通３ｔ級 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→29 
機械損料数量→1.56 

振動ローラ 
（締固め） 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
搭乗式・コンバインド型 ３～４ｔ

機－28 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→14 
賃 料 数 量→1.60 

振動ローラ 
（締固め） 

ハンドガイド式 0.8～1.1ｔ 機－31 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→4.4 
賃 料 数 量→1.44 

 

  
 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
小規模土工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   ⑤小規模土工 

Ｐ４０  
１．適用範囲及び施工概要 

 １－１ 適用範囲 
  本資料は，バックホウを用いて行う下記のいずれかに該当する小規模な土工に適用する。ただし，共同溝 
 工，電線共同溝工，情報ボックス工（ダンプトラック運搬を除く）及び光ケーブル配管工（ダンプトラック運 
 搬を除く）には適用しない。 

・１箇所当りの施工土量が１００㎥程度までの掘削，積込み及びそれらに伴う運搬作業 
・１箇所当りの施工土量が１００㎥程度まで，又は平均施工幅１ｍ未満の床掘り及びそれに伴う埋戻し，舗装

版破砕積込（舗装厚５㎝以内），運搬作業 
  また，適用土質は，土砂（砂質土及び砂，粘性土，レキ質土）とする。 
  なお，「１箇所当り」とは目的物（構造物・掘削等）１箇所当りのことであり，目的物が連続している場合 
は，連続している区間を１箇所とする。 
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図１－１ 床掘作業の適用範囲 

１－２ 施工概要（フロ－） 
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           (注)本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 現行どおり 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
小規模土工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ２．機種の選定  

Ｐ４１   各作業に使用する機械・規格は，次表を標準とする。   
   
 表２．１ 機種の選定  

 作業の種類 作業の内容 機 械 名 規    格 摘    要  

  
掘 削 積 込

積 込 み

標 準 バ ッ ク ホ ウ 排出ガス対策型（第１次基準値）  
  クローラ型山積0.28㎥（平積0.2㎥）

 

  

 上 記 以 外 小型バックホウ 排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型山積0.13㎥（平積0.1㎥）

  

  

  － 小型バックホウ 排出ガス対策型（第１次基準値）  舗装版破砕積込

   クローラ型山積0.13㎥（平積0. 1㎥）   

       現行どおり 
－ バ ッ ク ホ ウ 排出ガス対策型（第１次基準値）  床 掘 り

クローラ型後方超小旋回型 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

  

  

  
－ バ ッ ク ホ ウ 排出ガス対策型（第１次基準値）  埋 戻 し

 
 

クローラ型後方超小旋回型 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

はねつけ 
 

  

  

 
 

 
タ ン パ 60～80ｋｇ 締固め 

 
運 搬 － ダンプトラック ４ｔ積 バックホウ山積 0.28 ㎥ 

 （平積 0.2 ㎥）の場合 
 

 
ダンプトラック ２ｔ積 〃  山積 0.13 ㎥ 

（平積 0.1 ㎥）の場合 
 

 

（注）なお，上記以外とは，構造物及び建造物等の障害物により施工条件が制限されるような狭隘な箇所及び （注）１．作業の内容における上記以外とは，構造物及び建造物等の障害物により施工条件が制限されるような狭隘な

箇所及び１箇所当りの施工士量が50㎥以下の箇所とする。   １箇所当りの施工士量が50㎥以下の箇所とする。 
       ２．タンパは賃料とする。 
  
  
 ３．掘削積込作業及び積込作業 

  ３－１ 日当り施工量 
    バックホウによる掘削積込及び積込作業の日当り施工量は，次表を標準とする。 
  
                   表３．１日当り施工量              （１日当り） 
 名   称 規      格 単 位 作業の内容 地 山 の ルーズな状

掘削積込 態の積込み  
 標  準 バックホウ運転 ㎥ 38 44 排出ガス対策型（第１次基準値）

クローラ型山積 0.28 ㎥（平積 0.2 ㎥）  
      現行どおり バックホウ運転 〃 16 23 上記以外 排出ガス対策型（第１次基準値）

クローラ型山積 0.13 ㎥（平積 0.1 ㎥）  
 

４．舗装版破砕積込作業 

 ４－１ 日当り施工量 
   舗装版破砕積込作業の日当り施工量は，次表を標準とする。 
 

         表４．１ 日当り施工量          （１日当り） 
名        称 規      格 単位 数  量 

排出ガス対策型（第１次基準値） ㎡ 26 バックホウ運転

クローラ型山積0.13㎥（平積0.1㎥）

 

                                                     

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
小規模土工 

                                                       
現行基準 

現  行 改  正 摘 要 のページ 
標準歩掛   ５．床掘作業 

 ５－１ 日当り施工量 Ｐ４１   
   バックホウによる床掘作業の日当り施工量は，次表を標準とする。    

    
表５．１ 日当り施工量           （１日当り）    

   名       称 規       格 単位 数  量 
   排出ガス対策型（第１次基準値） ㎥ 35 バックホウ運転

 
 
標準歩掛 
Ｐ４２ 

クローラ型後方超小旋回型 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

  
  
   
  ５－２ 補助労務 
    床掘作業の補助労務は，作業の内容にかかわらず次表を標準とする。 
   
             表５．２ 床掘補助労務            （10㎥当り） 
  名    称 単 位 数  量 摘    要 
  人 基面整正及び浮き石除去含む 0.3 普 通 作 業 員
   
  ６．埋戻作業 
   ６－１ 適用範囲 
     機械による埋戻し（敷均し含む）及び締固めの一連作業に適用する。 
   ６－２ 日当り施工量 
     バックホウによる埋戻作業の日当り施工量は，次表を標準とする。 
   
             表６．１ 日当り施工量            （１日当り） 

現行どおり 
名           称 規         格 単 位 数   量 

 
バ ッ ク ホ ウ 運 転 排出ガス対策型（第１次基準値） ㎥ 41 

クローラ型後方超小旋回型 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

 
 
 

タ ン パ 運 転 60～80ｋｇ 〃 37  
（注） 上表には，はねつけ～締固めまでの作業が含まれる。    
 ６－３ 補助労務  
   埋戻作業の補助労務は，作業の内容にかかわらず次表を標準とする。    

           表６．２ 埋戻作業補助労務          （10㎥当り）  
名   称 単位 数量 摘      要 

人 敷均し及びタンパ締固め補助 0.7 普 通 作 業 員

（注） 上表には，はねつけ～締固めまでの作業が含まれる。 
 
 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
小規模土工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   ７．運搬作業 

 ７－１ 施工歩掛 Ｐ４２  
   運搬作業の施工歩掛は，次表を標準とする。   
   

           表７．１ ダンプトラック運搬日数（土砂）           （10㎥当り）   
  積込機種・規格 バックホウ 排出ガス対策型（第１次基準値）・クローラ型山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４３ 

バックホウ 排出ガス対策型（第１次基準値）・クローラ型・後方超小旋回型山積0.28㎥（平積0.2㎥）  
 運搬機種・規格 ダンプトラック ４ｔ積 

 DID区間：無し 

 運搬距離（ｋｍ） 0.2 1.0 1.5 2.5 3.5 4.0 5.0 6.0 7.5 10.0 13.0 19.0 35.0 60.0 

以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下  
 運搬日数（日） 0.2 0.25 0.3 0.35 0.4 0.45 0.5 0.55 0.6 0.8 0.9 1.1 1.5 2.3 

 DID区間：有り 

 
運搬距離（ｋｍ） 0.2 1.0 1.5 2.0 3.0 3.5 4.5 5.5 7.0 9.0 12.0 17.0 27.0 60.0 

以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下  
 

運搬日数（日） 0.2 0.25 0.3 0.35 0.4 0.45 0.5 0.55 0.6 0.8 0.9 1.1 1.5 2.3 

   
            表７．２ ダンプトラック運搬日数（土砂）            （10㎥当り） 

 
積込機種・規格 バックホウ 排出ガス対策型（第１次基準値）・クローラ型山積0.13㎥（平積0.1㎥） 

 
運搬機種・規格 ダンプトラック ２ｔ積 

 
DID区間：無し  

運搬距離（ｋｍ） 0.3 

以下 

1.0 

以下 

1.5 

以下 

2.5 

以下 

3.0 

以下 

3.5 

以下 

4.5 

以下 

5.5 

以下 

7.0 

以下 

9.0 

以下 

12.0 

以下 

17.0 

以下 

28.5 

以下 

60.0 

以下 
 
 

運搬日数（日） 0.45 0.5 0.6 0.7 0.８ 0.9 1.0 1.1 1.3 1.5 1.8 2.3 3.0 4.5 
       現行どおり 

DID区間：有り 

運搬距離（ｋｍ） 0.3 1.0 1.5 2.5 3.0 3.5 4.5 5.0 6.5 8.0 11.0 15.0 24.0 60.0 

以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 以下 

運搬日数（日） 0.45 0.5 0.6 0 0 1 8 2.7 0.8 0.9 1. .1 1.3 1.5 1. .3 3.0 4.5 

（注）１．上表は地山10㎥の土量を運搬する日数である。 
   ２．運搬距離は片道であり，往路と復路が異なるときは，平均値とする。 
   ３．自動車専用道路を利用する場合には，別途計上する。 
   ４．DID（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告資料添付の人口集中地区境界図によるものとする。

   ５．運搬距離が60ｋｍを超える場合は，別途計上する。 
 
７－２ 補正係数（K） 
  舗装版破砕積込作業歩掛に対する適用土質（アスファルト魂）による補正は，次式により行うものとし，補 
 正係数（K）の値は次表とする。 
  10㎥当り運搬日数＝土砂の10㎥当り運搬日数×（１＋K） 
 

表７．３ 補正係数（K） 

補 正 係 数 ＋0.30 
 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
小規模土工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ４３   ８．単価表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４４ 

（１）バックホウ掘削積込10㎥当り単価表 
 

名   称 規     格 単 位 数 量 摘 要 
バックホウ運転 排出ガス対策型（第１次基準値） 

クローラ型山積0.28㎥（平積0.2㎥） 
又は山積0.13㎥（平積0.1㎥） 

日 1 0 / D 表３．１ 

諸 雑 費  式 １  
計     

（注）D：日当り施工量 
  
（２）バックホウ積込10㎥当り単価表 
 

名   称 規     格 単 位 数 量 摘 要 
バックホウ運転 排出ガス対策型（第１次基準値） 

クローラ型山積0.28㎥（平積0.2㎥） 
又は山積0.13㎥（平積0.1㎥） 

日 1 0 / D 表３．１ 

諸 雑 費  式 １  
計     

（注）D：日当り施工量 
 
（３）バックホウ舗装版破砕積込10㎥当り単価表 
 

名   称 規     格 単 位 数 量 摘 要 
バックホウ運転 排出ガス対策型（第１次基準値） 

クローラ型山積0.13㎥（平積0.1㎥） 
日 1 0 / D 表４．１ 

諸 雑 費  式 １  
計     

（注）D：日当り施工量 
 
（４）バックホウ床掘10㎥当り単価表 
 

名   称 規     格 単 位 数 量 摘 要 
普 通 作 業 員  人  表５．２ 
バックホウ運転 排出ガス対策型（第１次基準値） 

クローラ型後方超小旋回型 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

 
日 

1 0 / D 表５．１ 

諸 雑 費  式 １  
計     

（注）D：日当り施工量 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        
        現行どおり 
 

 
 
 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
小規模土工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

標準歩掛 
Ｐ４４ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４５ 

 
（５）バックホウ埋戻し10㎥当り単価表 
 

名   称 規     格 単 位 数 量 摘 要 
普 通 作 業 員  人  表６．２ 
バックホウ運転 排出ガス対策型（第１次基準値） 

クローラ型後方超小旋回型 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

 
日 

 
10/D 

表６．１ 

タ ン パ 運 転 60～80ｋｇ 〃 10/D 〃 
諸 雑 費  式 １  

計     
（注）D：日当り施工量 
 
（６）ダンプトラック運搬10㎥当り単価表 
 

名   称 規     格 単 位 数 量 摘 要 
ダンプトラック運転 ４ｔ積又は２ｔ積 日  表７．１～表７．３

諸 雑 費  式 １  
計     

 
（７）機械運転単価表 
 

機 械 名 規    格 適用単価表 指 定 事 項 
バ ッ ク ホ ウ 排出ガス対策型（第１次基準値）

クローラ型 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

機－１８ 運転労務数量→1.00 
燃料消費量→38 
機械損料数量→1.52 

〃 排出ガス対策型（第１次基準値）

クローラ型 
山積0.13㎥（平積0.1㎥） 

機－１８ 運転労務数量→1.00 
燃料消費量→22 
機械損料数量→1.39 

〃 排出ガス対策型（第１次基準値）

クローラ型 
後方超小旋回型 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

機－１８ 運転労務数量→1.00 
燃料消費量→38 
機械損料数量→1.52 

ダ ン プ ト ラ ッ ク ４ｔ積 機－２２ 運転労務数量→1.00 
燃料消費量→42 
機械損料数量→1.16 

〃 ２ｔ積 機－２２ 運転労務数量→1.00 
燃料消費量→25 
機械損料数量→1.17 

タ ン パ 60～80ｋｇ 機－２３ 燃料消費量→５ 
機械損料数量→1.61 
主燃料→ガソリン 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
現行どおり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）機械運転単価表 
 

機 械 名 規    格 適用単価表 指 定 事 項 
バ ッ ク ホ ウ 排出ガス対策型（第１次基準値）

クローラ型 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

機－１８ 運転労務数量→1.00 
燃料消費量→38 
機械損料数量→1.52 

〃 排出ガス対策型（第１次基準値）

クローラ型 
山積0.13㎥（平積0.1㎥） 

機－１８ 運転労務数量→1.00 
燃料消費量→22 
機械損料数量→1.39 

〃 排出ガス対策型（第１次基準値）

クローラ型 
後方超小旋回型 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

機－１８ 運転労務数量→1.00 
燃料消費量→38 
機械損料数量→1.52 

ダ ン プ ト ラ ッ ク ４ｔ積 機－２２ 運転労務数量→1.00 
燃料消費量→42 
機械損料数量→1.16 

〃 ２ｔ積 機－２２ 運転労務数量→1.00 
燃料消費量→25 
機械損料数量→1.17 
運転労務数量→1.00 タ ン パ 60～80ｋｇ 機－３１ 

燃料消費量→５ 
賃料数量→1.61 
主燃料→ガソリン 

 
 
 
 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
法面整形工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   ①法面工 
 P53 1. 法面整形工 

 １－１ 適用範囲 

  本資料は，盛土法面整形工及び切土法面整形工に適用する。 

 １－２ 施工概要 

  １－２－１ 盛土法面整形工 

   法面表層部を締固め整形することを盛土法面整形工という。 

  １－２－２ 切土法面整形工 

   法面表層部を削取りながら整形することを切土法面整形工という。 

 １－３ 施工フロー 

 ＜盛土法面整形工＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

(注) 機械による整形を標準とするが，現場条件等により機械施工が困難な場合は，人力による整形とする。

 
図１－１ 盛土法面整形工工法選定フロー図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     現行どおり 
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築立（土羽）整形 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
法面整形工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   ＜切土法面整形工＞ 
 

P54  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 機械による整形を標準とするが，現場条件等により機械施工が困難な場合は，人力による整形とする。

 
図１－２ 切土法面整形工工法選定フロー図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 
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とりまとめ工種（最終整備） 
法面整形工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛 １－４ 施工歩掛 １－４ 施工歩掛  
  １－４－１ 盛土法面整形   １－４－１ 盛土法面整形  P55 
   (１) 機械による削取り整形    (１) 機械による削取り整形 
     本歩掛は，築立（土羽）部を本体と同一材料（土）で同時に施工し，機械で法面部を削取りながら整形す

る場合に適用する。 
     本歩掛は，築立（土羽）部を本体と同一材料（土）で同時に施工し，機械で法面部を削取りながら整形す

る場合に適用する。 
（100ｍ2当り） （100ｍ2当り）表1.1 機械による削取り整形歩掛 表1.1 機械による削取り整形歩掛

名   称 規   格 単 位

土 質 土 質
レ キ 質 土
砂及び砂質土
粘 性 土

レ キ 質 土
名   称 規   格 単 位

砂及び砂質土
粘 性 土

世 話 役  人 0.2 世 話 役  人 .2 0

普 通 作 業 員  〃 0.6 普 通 作 業 員  〃 0.6 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 

排出ガス対策型（第1次基準
値 ) ・ ク ロ ー ラ 型
(法面バケット付)
山積 0.8ｍ3（平積 0.6ｍ3）

ｈ 2.6 

排出ガス対策型（第２次基
準値) ・クローラ型

バ ッ ク ホ ウ 運 転 ｈ 2.6 
(法面バケット付)
山積 0.8ｍ3（平積 0.6ｍ3）

(注) 1. バックホウ(法面バケット付)損料は，バックホウ(クローラ型)損料

と同額とする。 

(注) 1. バックホウ(法面バケット付)損料は，バックホウ(クローラ型)損料

と同額とする。 

2. 本歩掛には，残土を本体盛土部へ排土する作業を含む。 2. 本歩掛には，残土を本体盛土部へ排土する作業を含む。 

  
   (２) 機械による築立（土羽）整形    (２) 機械による築立（土羽）整形 
     本歩掛は，土羽土部分の敷均し・締固め及び整形を機械で行う場合に適用する。      本歩掛は，土羽土部分の敷均し・締固め及び整形を機械で行う場合に適用する。 

（100ｍ2当り） （100ｍ2当り）表1.2 機械による築立（土羽）整形歩掛 表1.2 機械による築立（土羽）整形歩掛

名   称 規   格 単 位

土 質 土 質
レ キ 質 土
砂及び砂質土
粘 性 土

レ キ 質 土
名   称 規   格 単 位

砂及び砂質土
粘 性 土

世 話 役   人 4 0. 世 話 役  人 0.4 

普 通 作 業 員  〃 0.9 普 通 作 業 員  〃 0.9 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 

排出ガス対策型（第１次基
準 値 ) ・ クローラ型

（法面バケット付） 
山積 0.8ｍ3（平積 0.6ｍ3）

ｈ 4.0 

排出ガス対策型（第２次基
準 値 ) ・ クローラ型

バ ッ ク ホ ウ 運 転 ｈ 4.0 
（法面バケット付） 
山積 0.8ｍ3（平積 0.6ｍ3）

(注) 1. 本歩掛には，土羽土の搬入等は含まない。 (注) 1. 本歩掛には，土羽土の搬入等は含まない。 

2. 本歩掛には，土羽土の現場内小運搬（20ｍ程度）及び残土を本体

盛土部へ排土する作業を含む。 

2. 本歩掛には，土羽土の現場内小運搬（20ｍ程度）及び残土を本体

盛土部へ排土する作業を含む。 

3. バックホウ(法面バケット付）損料は，バックホウ（クローラ型）

損料と同額とする。 

3. バックホウ(法面バケット付）損料は，バックホウ（クローラ型）

損料と同額とする。 

   (３) 人力による築立（土羽）整形  
     本歩掛は，土羽土部分の敷均し・締固め及び整形を人力で行う場合に適用する。  

 （100ｍ2当り）表1.3 人力による築立（土羽）整形歩掛
 土 質
 名   称 規   格 単 位 砂及び砂質土

粘 性 土  
    現行どおり 世 話 役  人 0.8 

普 通 作 業 員  〃 4.3 

タ ン パ 運 転 60～80kg 日 0.8 

(注) 1. 本歩掛には，土羽土の搬入等は含まない。 

2. 本歩掛には，土羽土の現場内小運搬（20ｍ程度）及び残土を本体

盛土部へ排土する作業を含む。 
 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
法面整形工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  １－４－２ 切土法面整形 １－４－２ 切土法面整形 

 P56    (１) 機械による切土整形    (１) 機械による切土整形 

     本歩掛は，機械による切土整形に適用する。      本歩掛は，機械による切土整形に適用する。 

（100ｍ2当り） （100ｍ2当り） 表1.4 機械による切土整形歩掛  表1.4 機械による切土整形歩掛 

名   称 規   格 単 位

土    質 土    質 

レ キ 質 土
砂及び砂質土
粘 性 土

軟岩（Ⅰ）
レ キ 質 土名   称 規   格 単 位
砂及び砂質土 軟岩（Ⅰ）
粘 性 土

世 話 役  人 0.6 0.8 世 話 役  人 0.6 0.8 

普 通 作 業 員  〃 1.4 2.0 普 通 作 業 員  〃 1.4 2.0 

バ ッ ク ホ ウ 運 転

排出ガス対策型（第１次基準
値 ) ・ ク ロ ー ラ 型
（法面バケット付） 
山積 0.8ｍ3（平積 0.6ｍ3） 

ｈ 4.0 5.0 

排出ガス対策型（第２次基準
値 ) ・ ク ロ ー ラ 型

バ ッ ク ホ ウ 運 転 ｈ 4.0 5.0 
（法面バケット付） 
山積 0.8ｍ3（平積 0.6ｍ3） 

(注) 1. 本歩掛には，残土の積込み，運搬，並びに法面保護は含まない。 (注) 1. 本歩掛には，残土の積込み，運搬，並びに法面保護は含まない。 

2. 片切掘削（人力併用機械掘削）の領域については，全面積に適用する。 2. 片切掘削（人力併用機械掘削）の領域については，全面積に適用する。 

3. 一度法面整形を完成した後，局部的に浸食・崩壊を生じた場合，保護工を施工する前に行う

整形作業（二次整形）を必要とする場合は，人力施工とする。 

3. 一度法面整形を完成した後，局部的に浸食・崩壊を生じた場合，保護工を施工する前に行う

整形作業（二次整形）を必要とする場合は，人力施工とする。 

     

   (２) 人力による切土整形  

     本歩掛は，人力による切土整形に適用する。  

 
（100ｍ2当り）表1.5 人力による切土整形歩掛  

名   称 規   格 単 位

土    質  

 
レ キ 質 土 軟 岩 Ⅰ ・ Ⅱ
砂及び砂質土
粘 性 土

中 硬 岩
硬 岩

 

 

     
世 話 役  人 0.7 1.9 

   現行どおり 
特 殊 作 業 員  〃  ― 5.1  

普 通 作 業 員  〃 5.9 6.5  

諸 雑 費 率  ％ ― 9.0  

 (注) 1. 本歩掛には，残土の積込み，運搬並びに法面保護は含まない。 
 2. 諸雑費は空気圧縮機賃料，ピックハンマ賃料，ノミの損耗費の費用であり労務費の合計

額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。  

 3. 一度法面整形を完成した後，局部的に浸食・崩壊を生じた場合，保護工を施工する前に

行う整形作業（二次整形）にも適用する。  

   
１－５ 単 価 表 １－５ 単 価 表 
   (１) 機械による（削取り又は築立（土羽）及び切土）整形100ｍ2当り単価表    (１) 機械による（削取り又は築立（土羽）及び切土）整形100ｍ2当り単価表 

名   称 規   格 単 位 数 量 摘   要 名   称 規   格 単 位 数 量 摘   要 

世 話 役  人  表1.1，表1.2，表1.4 世 話 役  人  表1.1，表1.2，表1.4

普 通 作 業 員  〃  〃 普 通 作 業 員  〃  〃 

バ ッ ク ホ ウ 運 転

排出ガス対策型（第１次基準
値 ）・ ク ロ ー ラ 型 
（法面バケット付） 
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

ｈ  〃 

排出ガス対策型（第２次基準
値 ） ・ ク ロ ー ラ 型

バ ッ ク ホ ウ 運 転 ｈ  〃 
（法面バケット付）
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3）

諸 雑 費  式 １  諸 雑 費  式 １  

計     計     
 

 

 



 

とりまとめ工種（最終整備） 
法面整形工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 
 

標準歩掛 
P57 

 

(２) 人力による築立（土羽）整形100ｍ2当り単価表 

名   称 規   格 単  位 数 量 摘   要 

世 話 役  人  表1.3 

普 通 作 業 員   〃   〃 

タ ン パ 運 転 60～80kg 日  〃   

諸 雑 費  式 １  

計     

(３) 人力による切土整形100ｍ2当り単価表 

名   称 規   格 単  位 数 量 摘   要 

世 話 役  人  表1.5 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

諸 雑 費  式 １  〃 

計     

(４) 機械運転単価表 

機  械  名 規   格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ

排出ガス対策型（第１次基準
値 ） ク ロ ー ラ 型
（ 法 面 バ ケ ッ ト 付 ）
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

機－１ 運転労務数量→0.17 

タ ン パ 60～80kg 機－８ 
主燃焼→ガソリン 
運転時間→５ｈ／日 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

    現行どおり 

 

 

 

 

 

 

 (４) 機械運転単価表 

機  械  名 規   格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ

排出ガス対策型（第２次基準
値 ） ク ロ ー ラ 型
（ 法 面 バ ケ ッ ト 付 ）
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

機－１ 運転労務数量→0.17 

運転時間→５ｈ／日 
主燃焼→ガソリン 

機－８ タ ン パ 60～80kg 

 
 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
擁壁工（１）（構造物単位） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ７８ 

 
 

  ３－１－２ 擁壁工歩掛 

   擁壁工歩掛は次表のとおりとする。 

表3.2 擁 壁 工 歩 掛 （コンクリート10ｍ3当り）

擁壁種類 小型擁壁(Ａ) 小型擁壁(Ｂ) 重力式擁壁 もたれ式擁壁 逆Ｔ型擁壁 Ｌ型擁壁

擁壁平均高さ  

規  格 単位 

0.5ｍから 

1.0ｍまで 

1ｍを超え

2ｍ未満

2ｍから 

5ｍまで 

3ｍから 

8ｍまで 

3ｍから

10ｍまで

3ｍから

7ｍまで

世 話 役  人 2.3 2.2 1.0 0.9 ( 0.7 ) 0.7 ( 0.6 ) 0.9 ( 0.7 ) 

特 殊 作 業 員  〃 0.7 1.0 0.2 0.2 ( 0.2 ) 0.2 ( 0.2 ) 0.2 ( 0.2 ) 

普 通 作 業 員  〃 8.1 8.9 5.3 4.0 ( 3.3 ) 3.4 ( 2.8 ) 4.0 ( 3.5 ) 

型 枠 工  〃 4.1 4.1 2.9 1.8 ( 1.8 ) 1.4 ( 1.4 ) 1.9 ( 1.9 ) 

と び 工  〃 － － － 0.5 (  － ) 0.4 ( － ) 0.6 ( － ) 

コ ン ク リ ー ト  ｍ3 10.6 10.6 10.4 10.4 (10.4 ) 10.4 (10.4 ) 10.2 (10.2 ) 

コンクリートポン

プ 車 運 転

ブーム式 

90～110ｍ3／ｈ
日 － － 0.12 0.12 ( 0.12) 0.12 ( 0.12) 0.12 ( 0.12) 

トラッククレーン又は
クローラクレーン運転

 〃 － 0.56 － － － － 

基 礎 砕 石  ％ 14.8 12.7 11.2 7.9 ( 9.6 ) 4.4 ( 5.2 ) 7.1 ( 8.5 ) 

均しコンクリ
ー ト

 〃 10.7 9.1 14.8 7.2 ( 8.8 ) 4.9 ( 5.8 ) 7.8 ( 9.3 ) 

目 地 材  〃 0.9 0.8 1.4 1.7 ( 2.1 ) 2.0 ( 2.4 ) 1.7 ( 2.0 ) 

水 抜 パ イ プ  〃 0.8 0.7 1.2 1.5 ( 1.9 ) 1.9 ( 2.2 ) 1.5 ( 1.8 ) 

雑 

工 

種 

率 

吸出し防止材  〃 0.4 0.3 0.6 0.8 ( 0.9 ) 0.9 ( 1.1 ) 0.8 ( 0.9 ) 

諸 雑 費 率  〃 12.8 11.0 20.8 26.6 (18.1 ) 23.9 (17.6 ) 32.1 (18.8 ) 

小型擁壁(Ａ)：コンクリートを人力で打設（打設地上高さＨ≦2ｍ） 

小型擁壁(Ｂ)：コンクリートをクレーン車で打設（打設地上高さ2ｍ＜Ｈ≦28ｍ，水平打設距離Ｌ≦20ｍ， 

なお，クローラクレーン適用の場合は作業範囲を別途考慮する）

  
 

  ３－１－２ 擁壁工歩掛 

   擁壁工歩掛は次表のとおりとする。 

表3.2 擁 壁 工 歩 掛 （コンクリート10ｍ3当り）

擁壁種類 小型擁壁(Ａ) 小型擁壁(Ｂ) 重力式擁壁 もたれ式擁壁 逆Ｔ型擁壁 Ｌ型擁壁 

擁壁平均高さ  

規  格 単位

0.5ｍから 

1.0ｍまで 

1ｍを超え

2ｍ未満

2ｍから 

5ｍまで 

3ｍから 

8ｍまで 

3ｍから

10ｍまで

3ｍから 

7ｍまで 

世 話 役  人 2.3 2.2 1.0 0.9 ( 0.7 ) 0.7 ( 0.6 ) 0.9 ( 0.7 ) 

特 殊 作 業 員  〃 0.7 1.0 0.2 0.2 ( 0.2 ) 0.2 ( 0.2 ) 0.2 ( 0.2 ) 

普 通 作 業 員  〃 8.1 8.9 5.3 4.0 ( 3.3 ) 3.4 ( 2.8 ) 4.0 ( 3.5 ) 

型 枠 工  〃 4.1 4.1 2.9 1.8 ( 1.8 ) 1.4 ( 1.4 ) 1.9 ( 1.9 ) 

と び 工  〃 － － － 0.5 (  － ) 0.4 ( － ) 0.6 ( － ) 

コ ン ク リ ー ト  ｍ3 10.6 10.6 10.4 10.4 (10.4 ) 10.4 (10.4 ) 10.2 (10.2 ) 

コンクリートポン
プ 車 運 転 

ブーム式 
90～110ｍ3／ｈ

日 － － 0.12 0.12 ( 0.12) 0.12 ( 0.12) 0.12 ( 0.12) 

トラッククレーン又は

クローラクレーン運転 
 〃 － 0.56 － － － － 

基 礎 砕 石  ％ 14.8 12.7 11.2 7.9 ( 9.6 ) 4.4 ( 5.2 ) 7.1 ( 8.5 ) 

均しコンクリ

ー ト 
 〃 10.7 9.1 14.8 7.2 ( 8.8 ) 4.9 ( 5.8 ) 7.8 ( 9.3 ) 

目 地 材  〃 0.9 0.8 1.4 1.7 ( 2.1 ) 2.0 ( 2.4 ) 1.7 ( 2.0 ) 

水 抜 パ イ プ  〃 0.8 0.7 1.2 1.5 ( 1.9 ) 1.9 ( 2.2 ) 1.5 ( 1.8 ) 

雑 

工 

種 

率 

吸出し防止材  〃 0.4 0.3 0.6 0.8 ( 0.9 ) 0.9 ( 1.1 ) 0.8 ( 0.9 ) 

諸 雑 費 率  〃 12.8 11.0 20.8 27.5 (18.1 ) 25.1 (17.6 ) 32.1 (18.8 ) 

小型擁壁(Ａ)：コンクリートを人力で打設（打設地上高さＨ≦2ｍ） 

小型擁壁(Ｂ)：コンクリートをクレーン車で打設（打設地上高さ2ｍ＜Ｈ≦28ｍ，水平打設距離Ｌ≦20ｍ， 

なお，クローラクレーン適用の場合は作業範囲を別途考慮する） 

  
 

 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
アンカー工（ロータリーパーカッション式） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ１６８ 
 
 

 ３－６ 足場工 

  (１) 歩掛の適用範囲 

    足場工は，スキッド型のボーリングマシン据付の架台となる足場材の設置及び撤去作業であり，クローラ型

を選定する場合は適用しない。 

  (２) 施工歩掛 

    設置・撤去歩掛は，次表とする。 

表3.19 設置・撤去歩掛 （100空ｍ3当り）

名    称 規    格 単位 数 量 

世 話 役  人 2.1 

と び 工  〃 6.2 

普 通 作 業 員  〃 3.9 

ラフテレーンクレーン運転 排出ガス対策型（第１次基準値）
油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 日 0.4 

諸 雑 費 率  ％ 20 

(注) 1. 諸雑費は，パイプ，クランプ，足場板，ベース等足場材の費用であり，労務費の合計

額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

2. 作業面の足場幅は，4.5ｍを標準とする。 

3. ラフテレーンクレーンの規格は，現場条件により標準機種での施工が困難な場合

は，現場条件に適合した規格を選定することが出来る。 

4. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

  
 

 ３－６ 足場工 

  (１) 歩掛の適用範囲 

    足場工は，スキッド型のボーリングマシン据付の架台となる足場材の設置及び撤去作業であり，クローラ型

を選定する場合は適用しない。 

  (２) 施工歩掛 

    設置・撤去歩掛は，次表とする。 

表3.19 設置・撤去歩掛 （100空ｍ3当り）

名    称 規    格 単位 数 量 

世 話 役  人 2.1 

と び 工  〃 6.2 

普 通 作 業 員  〃 3.9 

ラフテレーンクレーン運転 排出ガス対策型（第１次基準値）
油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 日 0.4 

諸 雑 費 率  ％ 21 

(注) 1. 諸雑費は，パイプ，クランプ，足場板，ベース等足場材の費用であり，労務費の合計

額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

2. 作業面の足場幅は，4.5ｍを標準とする。 

3. ラフテレーンクレーンの規格は，現場条件により標準機種での施工が困難な場合

は，現場条件に適合した規格を選定することが出来る。 

4. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

  
 

 

 



 

一部改正工種 
かご工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ３章 共 通 工 ３章 共 通 工 

Ｐ１７１  ⑫ か ご 工 ⑫ か ご 工 

1. 適 用 範 囲 1. 適 用 範 囲 

  本資料は，地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設におけるかご工を除くかご工のうち，じゃかご（径45，60cm），

ふとんかご（パネル式，高さ40～60cm，幅120cm）の施工に適用する。 

  本資料は，地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設におけるかご工を除くかご工のうち，じゃかご（径45，60cm），

ふとんかご（パネル式，高さ40～60cm，幅120cm）の施工に適用する。 

  
2. 施 工 概 要 2. 施 工 概 要 

  施工フローは，下記を標準とする。   施工フローは，下記を標準とする。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。法面整形は，じゃかごのみとする。 

図 2-1 施工フロー 

 
3. 機種の選定 

  機械・規格は，次表を標準とする。 
表3.1 機種の選定 

機 械 名 規     格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 
排出ガス対策型（第１次基準値） 
・クローラ型山積0.8㎥（平積0.6㎥） 

台 １  

 
 
4. 施 工 歩 掛 

  ４－１ じゃかご 

     じゃかご施工歩掛は，次表とする。 

表4.1 じゃかご施工歩掛             （10ｍ当り） 

かご径 
（cm） 

詰石量 
（㎥） 

世話役 
（人） 

特殊作業員 
（人） 

普通作業員 
（人） 

バックホウ運転
（ｈ） 

45 1.5 0.08 0.24 0.4 1.0 

60 2.7 0.14 0.42 0.7 1.8 
 

（注）1.  詰石量は，式5.1によって補正済の数量である。 

      2.  本歩掛は，じゃかご据付のための法面整形（床拵え含む），かご組立・据付，詰石，埋戻し及び現場内

小運搬（平均運搬距離30ｍまで）を含む。 

      3.  止杭を必要とする場合は，打込みに止杭１本当り普通作業員0.06人及び材料を別途計上する。なお，

止杭は松丸太末口9cm，長さ1.5ｍを標準とする。 

      4. 吸出し防止材設置の有無にかかわらず上表を適用することができる。ただし設置する場合は、材料を別途

計上すること。なお、吸出し防止材は厚さ10mmを標準とする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。法面整形は，じゃかごのみとする。 

図 2-1 施工フロー 

 
3. 機種の選定 

  機械・規格は，次表を標準とする。 
表3.1 機種の選定 

機 械 名 規     格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
・クローラ型山積0.8㎥（平積0.6㎥） 

台 １  

 
 
4. 施 工 歩 掛 

  ４－１ じゃかご 

     じゃかご施工歩掛は，次表を標準とする。 

表4.1 じゃかご施工歩掛             （10ｍ当り）  

かご径 
（cm） 

詰石量 
（㎥） 

世話役 
（人） 

特殊作業員 
（人） 

普通作業員 
（人） 

バックホウ運転
（ｈ） 

45 1.5 0.08 0.24 0.4 1.0 

60 2.7 0.14 0.42 0.7 1.8 
 

（注）1.  詰石量は，式5.1によって補正済の数量である。 

      2.  本歩掛は，じゃかご据付のための法面整形（床拵え含む），かご組立・据付け，詰石，埋戻し及び現場内

小運搬（平均運搬距離30ｍまで）を含む。 

      3.  止杭を必要とする場合は，打込みに止杭１本当り普通作業員0.06人及び材料を別途計上する。なお， 

止杭は松丸太末口9cm，長さ1.5ｍを標準とする。 

      4. 吸出し防止材設置の有無にかかわらず上表を適用することが出来る。ただし設置する場合は、材料を別途

計上すること。なお、吸出し防止材は厚さ10mmを標準とする。 
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一部改正工種 
かご工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
Ｐ１７２ 

４－２ ふとんかご 

    ふとんかご施工歩掛は，次表とする。 

表4.2 ふとんかご施工歩掛             （10ｍ当り） 

 高さ 
（cm） 

幅 
（cm） 

詰石量 
（㎥） 

世話役 
（人） 

特殊作業員
（人） 

普通作業員
（人） 

バックホウ運転
（ｈ） 

スロープ式 
40 120 4.6 0.22 0.24 0.82 1.2 
50 120 5.7 0.27 0.29 1.0 1.6 
60 120 6.8 0.32 0.35 1.2 1.9 

階  段  式 
40 120 4.6 0.18 0.25 0.96 1.4 
50 120 5.7 0.22 0.32 1.2 1.8 
60 120 6.8 0.27 0.38 1.4 2.2 

 

（注）1. 詰石量は，式5.1によって補正済の数量である。 

      2. 本歩掛は，ふとんかご据付のための床拵え，吸出し防止材設置，かご組立・据付，詰石，埋戻し及び 

現場内小運搬（平均運搬距離30ｍまで）を含む。 

   3. 吸出し防止材設置の有無にかかわらず上表を適用することができる。ただし設置する場合は、材料を別途

計上すること。なお、吸出し防止材は厚さ10mmを標準とする。 

 

5. 材料使用量 

  材料の使用量は，次表による。 

詰 石 材 の 使 用 量（㎥）＝かご容積（㎥）×（１＋Ｋ）･････式5.1 

                         Ｋ：ロス率 

        吸出し防止材の使用量（㎡）＝設計数量（㎡）×（１＋Ｋ）･････式5.2 

                         Ｋ：ロス率 

表5.1 ロ ス 率（Ｋ） 

名   称 詰  石  材 吸出し防止材 

ロ ス 率 －0.05 ＋0.07 

 

6. 単  価  表 

（１） じゃかご（ふとんかご）10ｍ当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人  表4.1又は表4.2 

特 殊 作 業 員  〃     〃 

普 通 作 業 員  〃     〃 

じゃかご（ふとんかご）  ｍ 10 ふとんかごはパネル式とする

詰 石  ㎥  表4.1又は表4.2 

吸 出 し 防 止 材 ｔ＝10mm ㎡  必要に応じて計上 式5.2

止 杭  本  必要に応じて計上 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 
排出ガス対策型(第１次基準値）

・クローラ型 

山積0.8㎥（平積0.6㎥）

ｈ  表4.1又は表4.2 

諸 雑   費 式 1   

計     
 

４－２ ふとんかご 

    ふとんかご施工歩掛は，次表を標準とする。 

表4.2 ふとんかご施工歩掛             （10ｍ当り）  

 高さ 
（cm） 

幅 
（cm） 

詰石量 
（㎥） 

世話役 
（人） 

特殊作業員
（人） 

普通作業員
（人） 

バックホウ運転 
（ｈ） 

スロープ式 
40 120 4.6 0.22 0.24 0.82 1.2 
50 120 5.7 0.27 0.29 1.0 1.6 
60 120 6.8 0.32 0.35 1.2 1.9 

階  段  式 
40 120 4.6 0.18 0.25 0.96 1.4 
50 120 5.7 0.22 0.32 1.2 1.8 
60 120 6.8 0.27 0.38 1.4 2.2 

 

（注）1. 詰石量は，式5.1によって補正済の数量である。 

      2. 本歩掛は，ふとんかご据付のための床拵え，吸出し防止材設置，かご組立・据付け，詰石，埋戻し及び 

現場内小運搬（平均運搬距離30ｍまで）を含む。 

   3. 吸出し防止材設置の有無にかかわらず上表を適用することが出来る。ただし設置する場合は、材料を別途

計上すること。なお、吸出し防止材は厚さ10mmを標準とする。 

 

5. 材料使用量 

  材料の使用量は，次表による。 

詰 石 材 の 使 用 量（㎥）＝かご容積（㎥）×（１＋Ｋ）･････式5.1 

                         Ｋ：ロス率 

        吸出し防止材の使用量（㎡）＝設計数量（㎡）×（１＋Ｋ）･････式5.2 

                         Ｋ：ロス率 

表5.1 ロ ス 率（Ｋ） 

名   称 詰  石  材 吸出し防止材 

ロ ス 率 －0.05 ＋0.07 

 

6. 単  価  表 

（１） じゃかご（ふとんかご）10ｍ当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人  表4.1又は表4.2 

特 殊 作 業 員    〃    〃 

普 通 作 業 員    〃    〃 

じゃかご（ふとんかご）  ｍ 10 ふとんかごはパネル式とする 

詰 石  ㎥  表4.1又は表4.2 

吸 出 し 防 止 材 ｔ＝10mm ㎡  必要に応じて計上 式5.2

止 杭  本  必要に応じて計上 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第１次基準値）

・クローラ型 

山積0.8㎥（平積0.6㎥）

ｈ  表4.1又は表4.2 

諸 雑  費 式  1 

計     
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標準歩掛 
Ｐ１７３ 

 

(２) 止杭10本当り単価表 

名     称 規    格 単 位 数 量 摘   要 

普 通 作 業 員  人 0.6  

止 杭
松丸太，Ｌ＝1.5ｍ  
Ｄ＝90㎜ 

本 10  

諸 雑 費  式 １  

計     

 

（３） 機械運転単価表 

機  械  名 規     格 適用単価表 指定事項 

バ ッ ク ホ ウ

排出ガス対策型（第１次基準値） 

・クローラ型 

山積0.8㎥（平積0.6㎥） 

機－１  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      現行どおり 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し（最終整備） 
オールケーシング工 

現行基準 
現 行 改 正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ２１４  
 
 

  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
鋼管矢板基礎工 

現行基準 
現  行 改  正 摘要 のページ 

標準歩掛  
3. 機 種 の 選 定 3. 機 種 の 選 定 

P269 
  機械・規格は，次表を標準とする。。   機械・規格は，次表を標準とする。。 

表3.1 機 種 の 選 定 表3.1 機 種 の 選 定 

機  械  名 規        格 単 位 数 量 摘    要 機  械  名 規        格 単 位 数 量 摘    要 

ク ロ ー ラ 式 杭 打 機
油圧ハンマ・直結三点支持式，又は直／
斜杭打ち兼用油圧ハンマ・直結三点支持
式 

台 １ 

  
油圧ハンマ・直結三点支持式，又は直／
斜杭打ち兼用油圧ハンマ・直結三点支持
式 

ク ロ ー ラ 式 杭 打 機 台 １ 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン
油圧駆動式ウインチ・ 
ラチスジブ型 50～55ｔ吊 

〃 １ 
  油圧駆動式ウインチ・ 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 〃 １ 
ラチスジブ型 50～55ｔ吊 

ハ ン マ グ ラ ブ  個  １   ハ ン マ グ ラ ブ  個  １

ク ラ ム シ ェ ル
油圧ロープ式 
クローラ型平積0.8ｍ3 

台 １ 
  油圧ロープ式 

台 １ ク ラ ム シ ェ ル
クローラ型平積0.8ｍ3 

コンクリートポンプ車 ブーム式90～110ｍ3／h 〃 １   ブーム式90～110ｍ3／h コンクリートポンプ車 〃 １ 

杭 打 用
ウ ォ ー タ ー ジ ェ ッ ト

エンジン式 排出ガス対策型 

ポンプ圧力14.7MPa(150kg／cm2) 

吐出量325・／min 

〃 １ 

  エンジン式 

鉄筋スタッド施工機械 2,000Ａ 組 １ 

スタッド溶殖機・４連ガ
ン・制御装置・昇降フレー
ム・電動空気圧縮機・自走
式リフト（２台）を含む。

発 動 発 電 機

排出ガス対策型 
(第１次基準値) 
ディーゼルエンジン駆動 
250kVA 

台 １ 

 

ト ラ ッ ク ク レ ー ン 油圧伸縮ジブ 4.9ｔ吊 〃 １  

水 中 切 断 機     〃 １

バ イ ブ ロ ハ ン マ 60kW 〃 １  

発 動 発 電 機

排出ガス対策型 
(第１次基準値) 
ディーゼルエンジン駆動 
60kVA 

〃 １  

排出ガス対策型 
(第１次基準値) 
ディーゼルエンジン駆動 
300kVA 

〃 １  

(注) 1. 現場条件により上表により難い場合は，別途考慮する。 

2. 発動発電機，トラッククレーンは賃料とする。 

 

杭 打 用 排出ガス対策型(第１次基準値)
ウォ ータージェッ ト

 
〃 １ 

ポンプ圧力14.7MPa(150kg／cm2) 

吐出量325・／min 

スタッド溶殖機・４連ガ
ン・制御装置・昇降フレー
ム・電動空気圧縮機・自走
式リフト（２台）を含む。 

鉄筋スタッド施工機械 2,000Ａ 組 １ 

 排出ガス対策型 

発 動 発 電 機
(第１次基準値) 

台 １ 
ディーゼルエンジン駆動 
250kVA 

ト ラ ッ ク ク レ ー ン 油圧伸縮ジブ 4.9ｔ吊 〃 １  

水 中 切 断 機  〃 １  

バ イ ブ ロ ハ ン マ 60kW 〃 １  

排出ガス対策型 
(第１次基準値) 

〃 １  
ディーゼルエンジン駆動 
60kVA 

発 動 発 電 機
排出ガス対策型 
(第１次基準値) 

〃 １  
ディーゼルエンジン駆動 
300kVA 

(注) 1. 現場条件により上表により難い場合は，別途考慮する。 

2. 発動発電機，トラッククレーンは賃料とする。 

 

 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
足場工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ３２３ 
 
 

 3. 施 工 歩 掛 

  足場材の設置・撤去歩掛は，次表とする。 
 

表1.1 足場材設置・撤去歩掛 （100掛ｍ2当り）

名   称 規   格 単位 枠組足場 単管足場 単管傾斜足場

世 話 役  人 1.4 1.7 1.4 

と び 工  〃 5.8(7.2) 5.8(7.2) 3.8(5.2)

普 通 作 業 員  〃 1.4 1.9 2.9 

ラフテレーンクレーン運転
排出ガス対策型 
(第１次基準値) 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 

日 1.2 0.7 0.7 

諸 雑 費 率  ％ 36(33) 21(19) 22(20) 

  
 

 3. 施 工 歩 掛 

  足場材の設置・撤去歩掛は，次表とする。 
 

表1.1 足場材設置・撤去歩掛 （100掛ｍ2当り）

名   称 規   格 単位 枠組足場 単管足場 単管傾斜足場

世 話 役  人 1.4 1.7 1.4 

と び 工  〃 5.8(7.2) 5.8(7.2) 3.8(5.2)

普 通 作 業 員  〃 1.4 1.9 2.9 

ラフテレーンクレーン運転
排出ガス対策型 
(第１次基準値) 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 

日 1.2 0.7 0.7 

諸 雑 費 率  ％ 36(33) 23(21) 24(22) 

  
 

 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し（最終整備） 
締切排水工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

  
⑦ 締切排水工 ⑦ 締切排水工 

Ｐ.326 
1. 適 用 範 囲  1. 適 用 範 囲  (6・⑦・1) 

  本資料は，仮設工のうち水門，樋門，樋管，橋台，橋脚，護岸，砂防えん堤などの水中締切，地中締切の排水工

事で，揚程が15ｍ以下の場合に適用するものとし、ダム本体工事などの大規模工事の排水工事には適用しない。 
  本資料は，仮設工のうち水門，樋門，樋管，橋台，橋脚，護岸，砂防ダムなどの水中締切，地中締切の排水工事

で，揚程が15ｍ以下の場合に適用するものとし、ダム本体工事などの大規模工事の排水工事には適用しない。 
 

 
  
 

2. 施 工 概 要  
 

 ２－１ 施 工 フ ロ ー 
 

  施工フローは，下記を標準とする。 
    

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 ２－２ 排水方法の選定 
   排水方法は，作業時排水又は常時排水とする。 
 (１) 作業時排水とは，作業前（１～３時間）から排水し始めて作業終了後には排水を中止する方法をいう。 
    なお，作業時排水には，コンクリート打設前後の型枠組立養生などのための一時的に昼夜排水するものも 

含む。 
 (２) 常時排水とは，昼夜連続的に排水する方法をいう。 
 
 
 （以下、省略） 

 
 
 
 
 
 
   現行どおり 
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(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

 

 



 

一部改正工種 
堤防除草工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ８章 河 川 維 持 ８章 河 川 維 持 

Ｐ３９９  ① 堤防除草工 ① 堤防除草工 

1. 適 用 範 囲 1. 適 用 範 囲 

  本資料は，河川堤防及び高水敷等の除草及び集草に適用する。   本資料は，河川堤防及び高水敷等の除草及び集草に適用する。 
  芝育成を目的とした芝堤除草（芝刈），芝養生（抜取り），薬剤散布は含まない。   芝育成を目的とした芝堤除草（芝刈），芝養生（抜取り），薬剤散布は含まない。 
  
2. 施 工 範 囲 2. 施 工 範 囲 

  施工フローは，下記を標準とする。   施工フローは，下記を標準とする。 
  

 
 
 
 

 
 
 
 
 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図 2-1 施工フロー 

 
3. 工 法 の 選 定 

  除草工法の選定は，図３－１による。 

(注) 工法の選定は，現場条件及び機械の普及度，保有状況により選定する。 

図3－1 工 法 の 選 定 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図 2-1 施工フロー 

 
3. 工法の選 定 

  除草工法の選定は，図３－１による。 

 

(注) 工法の選定は，現場条件及び機械の普及度，保有状況により選定する。 

図3－1 工 法 の 選 定 
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一部改正工種 
堤防除草工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   4. 機 械 除 草 

Ｐ４００  ４－１ 施 工 歩 掛 

  機械除草の1,000㎡当り歩掛は，次表を標準とする。 

表4.1 機械除草の歩掛 （1,000ｍ2当り）

名    称 単 位

機  械  名  ・  規  格 

大 型 自 走 式 
遠隔操縦式
(刈幅185cm)

ハンドガイド式
笹・ヨシ等用
(刈幅150cm)

遠隔操縦式
(刈幅120cm)

肩掛式 
(刈幅カッタ
径255㎜) ロングリーチ式 履帯式 

世 話 役 人 0.029 0.021 0.029 0.038 0.066 

運転手（特殊） 〃 0.095 － － － － 

特殊作業員 〃 0.095 0.10 0.14 0.18 1.10 

普通作業員 〃 0.045 0.036 0.070 0.075 － 

運 転 時 間
又 は 日 数

ｈ又は日 0.75ｈ 0.70ｈ 0.16日 0.21日 1.3日 

諸 雑 費 率 ％ ２（７） ３（８） ８（23） 19 ５（９） ４ 

(注) 1. 補助刈は，上表歩掛に含まれている。 

2. 諸雑費は，燃料費，補助刈に使用する機械経費等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合

計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上し，無償貸付機械を使用する場合は，（ ）内の率とする。

3. 危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，別途計上する。 

4. 飛散防止措置が必要な場合は，別途計上する。  

 
 
5. 人 力 除 草 

 ５－１ 施 工 歩 掛 

  人力除草の1,000㎡当り歩掛は，次表を標準とする。 

表5.1 人力除草の歩掛 (1,000ｍ2当り)

名      称 単 位 数     量 

世 話 役 人 0.13 

普 通 作 業 員 〃 3.5 

諸 雑 費 率 ％   5 

(注) 1. 諸雑費は，鎌，砥石等の費用であり，労務費の合計額に上

表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

2. 危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，別途計

上する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    現行どおり 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

一部改正工種 
堤防除草工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  6. 集草，梱包，積込・荷卸，運搬 6. 集草，梱包，積込・荷卸，運搬 

Ｐ４０１  ６－１ 施 工 歩 掛 ６－１ 施 工 歩 掛 

  集草，梱包，積込・荷卸，運搬の1,000㎡当りの歩掛は，次表とする。   集草，梱包，積込・荷卸，運搬の1,000㎡当りの歩掛は，次表とする。 
表6.1 集草，梱包，積込・荷卸            (1,000ｍ2当り) 表6.1 集草，梱包，積込・荷卸            (1,000ｍ2当り) 

名 称 単 位

集     草 梱包 積込・荷卸 集     草 梱包 積込・荷卸 

大型自走式

[履帯式]

遠隔操縦式 

(集草幅180

㎝) 

ハンド 

ガイド

式 

遠隔操縦式

(集草幅160

㎝) 

人力
刈草梱包

機械 

ダンプトラック

2t積 パッカー車

８ｍ3 

ダンプトラック遠隔操縦式 ハンド 遠隔操縦式名 称 単 位 刈草梱包大型自走式 パッカー車 2t積 (集草幅180

㎝) 

ガイド

式

(集草幅160

㎝) 

人力
８ｍ3 機械 [履帯式]

梱包なし 梱包あり 梱包なし 梱包あり

世 話 役 人 0.019 0.019 0.019 － 0.014 － － － 0.019 0.019 0.019 － 0.014 － － － 世 話 役 人 

特殊作業員 〃 0.10 0.081 0.10 － 0.087 － － － 0.10 0.081 0.10 － 0.087 － － － 特殊作業員 〃 

普通作業員 〃 0.11 0.073 0.11 0.70 － 0.51 0.16 0.18 0.11 0.073 0.11 0.70 － 0.51 0.16 0.18 普通作業員 〃 

集 草 機 
運転時間 
又は日数  

ｈ又は
日

0.73h 0.11日 0.13日 － － － 
集 草 機

ｈ又は
日 

0.73h 0.11日 0.13日 － － － 運転時間
又は日数

刈草梱包機 

運 転 
日 － 0.13 － 

刈草梱包機

諸雑費率 ％ 4(6) 6(18) 4(6) － 4(6) － 

 
(注) 1. 集草・梱包・積込・荷卸は，必要な工種のみ計上する。 

   2. 機械集草及び梱包は，機械の普及度・現場条件により使用できる場合に行う。 

   3. 集草機械は大型自走式［履帯式］，遠隔操縦式（刈幅 185cm），遠隔操縦式（刈幅 120cm），ハンドガイド式

草刈機（刈幅150cm）の各除草機械のアタッチメントでレーキ式（タイン式）を標準とする。 

          なお、遠隔操縦式の集草幅180cmは刈幅185cm，集草幅160cmは刈幅120cmの除草機械アタッチメントであ

る。 

   4. 諸雑費は，燃料費，梱包材料の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に上表の率を乗じた

金額を上限として計上し，無償貸付機械を使用する場合は（ ）内の率とする。 

   5. 刈草梱包機械は梱包φ50cm×70cmを標準とする。 

   6. 運搬機械はダンプトラックを標準とし，処分場等受入れ側の指定機械がパッカー車のみに限られる場合に

は，パッカー車を選定する。 

   7. 廃棄，処分費用等が必要な場合は，別途計上する。 

   8. 危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，別途計上する。 

   9. 運搬機械が現地（天端や法尻等）に入れない場合の積込みは別途考慮する。 

 

運 転
日 － 0.13 － 

諸雑費率 ％ 4(6) 6(18) 4(6) － 4(6) － 

 
(注) 1. 集草・梱包・積込・荷卸は，必要な工種のみ計上する。 

   2. 機械集草及び梱包は，機械の普及度・現場条件により使用出来る場合に行う。 

   3. 集草機械は大型自走式［履帯式］，遠隔操縦式（刈幅185cm），遠隔操縦式（刈幅120cm），ハンドガイド式

草刈機（刈幅150cm）の各除草機械のアタッチメント［レーキ式（タイン式）］を標準とする。 

          なお、遠隔操縦式の集草幅180cmは刈幅185cm，集草幅160cmは刈幅120cmの除草機械アタッチメントで

ある。 

   4. 諸雑費は，燃料費，梱包材料の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に上表の率を乗じた

金額を上限として計上し，無償貸付機械を使用する場合は（ ）内の率とする。 

   5. 刈草梱包機械は，ハンドガイド式（梱包φ50cm×70cm）を標準とする。 

   6. 運搬機械はダンプトラックを標準とし，処分場等受入れ側の指定機械がパッカー車のみに限られる場合に

は，パッカー車を選定する。 

   7. 廃棄，処分費用等が必要な場合は，別途計上する。 

   8. 危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，別途計上する。 

   9. 運搬機械が現地（天端や法尻等）に入れない場合の積込みは別途考慮する。 

 

 

 



 

一部改正工種 
堤防除草工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

６－２ 運 搬 標準歩掛   

Ｐ４０１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４０２ 

  (１) ダンプトラックによる運搬（梱包なし） 

   ダンプトラック（2ｔ積）による，除草1,000ｍ2当り運転時間は，次表による。 

表6.2 1,000ｍ2当り運転時間 

運 搬 機 種 ダンプトラック 2ｔ積 

ＤＩＤ区間：無し 

運搬距離(km) 1.0以下 2.5以下 4.0以下 6.0以下 7.5以下 9.5以下 11.0以下

運転時間(ｈ) 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 

運搬距離(km) 13.0以下 17.0以下 22.0以下 25.0以下 32.5以下 40.0以下
 

運転時間(ｈ) 1.3 1.5 1.7 1.8 2.0 2.2 

ＤＩＤ区間：有り 

運搬距離(km) 1.0以下 2.5以下 4.0以下 5.5以下 7.0以下 8.5以下 10.0以下

運転時間(ｈ) 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 

運搬距離(km) 12.0以下 15.5以下 19.0以下 21.5以下 26.0以下 40.0以下
 

運転時間(ｈ) 1.3 1.5 1.7 1.8 2.0 2.2 

(注) 1. 運搬距離は片道であり，往路と復路が異なる場合は，平均値とする。 

2. ＤＩＤ（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告資料添付の人口集中地区境界図に

よるものとする。 

3. 自動車専用道路を利用する場合は，別途考慮する。 

4. 運搬距離が40kmを超える場合は，別途考慮する。 

5. 集積物の処分費は，別途計上する。 

(２) ダンプトラックによる運搬（梱包あり） 

   ダンプトラック（2ｔ積）による，除草1,000ｍ2当り運転時間は，次表による。 

表6.3 1,000ｍ2当り運転時間 

運 搬 機 種 ダンプトラック 2ｔ積 

ＤＩＤ区間:無し 

運搬距離(km) 1.0以下 2.5以下 4.0以下 6.0以下 7.5以下 9.5以下 11.0以下

運転時間(ｈ) 0.23 0.26 0.29 0.33 0.37 0.41 0.44 

運搬距離(km) 13.0以下 17.0以下 22.0以下 25.0以下 32.5以下 40.0以下
 

運転時間(ｈ) 0.48 0.53 0.60 0.65 0.71 0.76 

ＤＩＤ区間：有り 

運搬距離(km) 1.0以下 2.5以下 4.0以下 5.5以下 7.0以下 8.5以下 10.0以下

運転時間(ｈ) 0.23 0.26 0.30 0.34 0.37 0.41 0.44 

運搬距離(km) 12.0以下 15.5以下 19.0以下 21.5以下 26.0以下 40.0以下
 

運転時間(ｈ) 0.48 0.53 0.60 0.65 0.71 0.83 

(注) 1. 運搬距離は片道であり，往路と復路が異なる場合は，平均値とする。 

2. ＤＩＤ（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告資料添付の人口集中地区境界図によ

るものとする。 

3. 自動車専用道路を利用する場合は，別途考慮する。 

4. 運搬距離が40kmを超える場合は，別途考慮する。 

5. 集積物の処分費は，別途計上する。 
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一部改正工種 
堤防除草工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
Ｐ４０２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４０３ 

 (３) パッカー車による運搬 
   パッカー車８ｍ3による，除草1,000ｍ2当り運転時間は，次表による。 

表6.4 1,000ｍ2当り運転時間 

運 搬 機 種 パッカー車 8ｍ3 

ＤＩＤ区間：無し 

運搬距離(km) 5.0以下 6.5以下 8.0以下 10.0以下 12.0以下 14.0以下 

運転時間(ｈ) 0.4 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 

運搬距離(km) 16.0以下 18.0以下 20.5以下 26.5以下 35.0以下 40.0以下 

運転時間(ｈ) 1.1 1.2 1.3 1.5 1.7 1.9 

ＤＩＤ区間：有り 

運搬距離(km) 5.0以下 6.0以下 7.5以下 9.0以下 11.0以下 12.5以下 

運転時間(ｈ) 0.4 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 

運搬距離(km) 14.5以下 16.0以下 18.0以下 22.0以下 27.0以下 40.0以下 

運転時間(ｈ) 1.1 1.2 1.3 1.5 1.7 1.9 

(注) 1. 運搬距離は片道であり，往路と復路が異なる場合は，平均値とする。 

2. ＤＩＤ（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告資料添付の人口集中地区境界図によるも

のとする。 

3. 自動車専用道路を利用する場合は，別途考慮する。 

4. 運搬距離が40kmを超える場合は，別途考慮する。 

5. 集積物の処分費は，別途計上する。 

 

 

7. 総 合 歩 掛 

７－１ 総合歩掛（除草，集草（人力），積込・荷卸） 

  除草から積込・荷卸（梱包なし）までを一連の作業として行う場合の歩掛は，次表とする。 
表7.1 総合歩掛（除草，集草（人力），積込・荷卸） （1,000ｍ2当り）

名    称 単 位

機  械  名  ・  規  格 

大 型 自 走 式 
遠隔操縦式

(刈幅185cm)

ハンドガイド式

笹・ヨシ等用

(刈幅150cm)

遠隔操縦式

(刈幅120cm)

肩掛式 

(刈幅カッタ

径255㎜) 

人 力ロングリーチ
式 

履帯式 

世 話 役 人 0.029 0.021 0.029 0.038 0.066 0.13 

運転手（特殊） 〃 0.095 － － － － － 

特殊作業員 〃 0.095 0.10 0.14 0.18 1.10 － 

普通作業員 〃 1.3［0.93］ 1.2［0.92］ 1.3［0.95］ 1.3［0.96］ 1.2［0.88］ 4.7［4.4］

運 転 時 間
又 は 日 数

ｈ又は
日 

0.75ｈ 0.70ｈ 0.16日 0.21日 1.3日 － 

諸 雑 費 率 ％ 1(2)[1(2)] 1(1)[1(2)] 3(4)[3(5)] ５［７］ 2(2)[2(3)] ２［２］ ４［４］

(注) 1. 補助刈は，上表に含まれている。 

   2. 諸雑費は，燃料費，補助刈に使用する機械経費等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額

に上表の率を乗じた金額を上限とし，無償貸付機械を使用する場合は（ ）内の率とする。 

   3. 危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，別途計上する。 

   4. 運搬機械はダンプトラックを標準とし，処分場等受入れ側の指定機械がパッカー車のみに限られる場合に

は，パッカー車を選定する。 

   5. 普通作業員・諸雑費については，パッカー車を使用する場合は［ ］内の数値とする。 

   6. 運搬機械が現地（天端や法尻等）に入れない場合の積込みは，別途考慮する。 

   7. 飛散防止措置が必要な場合は，別途計上する。 

 (３) パッカー車による運搬 
   パッカー車８ｍ3による，除草1,000ｍ2当り運転時間は，次表による。 

表6.4 1,000ｍ2当り運転時間 

運 搬 機 種 パッカー車 回転式8ｍ3 

ＤＩＤ区間：無し 

運搬距離(km) 5.0以下 6.5以下 8.0以下 10.0以下 12.0以下 14.0以下 

運転時間(ｈ) 0.4 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 

運搬距離(km) 16.0以下 18.0以下 20.5以下 26.5以下 35.0以下 40.0以下 

運転時間(ｈ) 1.1 1.2 1.3 1.5 1.7 1.9 

ＤＩＤ区間：有り 

運搬距離(km) 5.0以下 6.0以下 7.5以下 9.0以下 11.0以下 12.5以下 

運転時間(ｈ) 0.4 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 

運搬距離(km) 14.5以下 16.0以下 18.0以下 22.0以下 27.0以下 40.0以下 

運転時間(ｈ) 1.1 1.2 1.3 1.5 1.7 1.9 

(注) 1. 運搬距離は片道であり，往路と復路が異なる場合は，平均値とする。 

2. ＤＩＤ（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告資料添付の人口集中地区境界図によるも

のとする。 

3. 自動車専用道路を利用する場合は，別途考慮する。 

4. 運搬距離が40kmを超える場合は，別途考慮する。 

5. 集積物の処分費は，別途計上する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     現行どおり 

 
 

 



 

一部改正工種 
堤防除草工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   ７－２ 総合歩掛（除草，集草（機械），積込・荷卸） 

Ｐ４０３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４０４ 

  除草から積込・荷卸（梱包なし）までを一連作業として行う場合の歩掛は，次表とする。 
表7.2 総合歩掛（除草，集草（機械），積込・荷卸） （1,000ｍ2当り）

名    称 単 位

機  械  名  ・  規  格 

大 型 自 走 式 

履 帯 式 （刈幅185cm）

遠 隔 操 縦 式 ハンドガイド式
笹・ヨシ等用
(刈幅150㎝) 

遠 隔 操 縦 式 

（刈幅120cm） 

世 話 役 人 0.040 0.040 0.048 0.057 

運転手（特殊） 〃 － － － － 

特 殊 作 業 員 〃 0.20 0.18 0.24 0.28 

普 通 作 業 員 〃 0.66［0.33］ 0.62[0.29] 0.69［0.36］ 0.70［0.37］ 

運 転 時 間
又 は 日 数

ｈ又は
日 

0.70ｈ 0.70h 0.16日 0.21日 

集 草 機
運 転 時 間
又 は 日 数

〃 0.73ｈ 0.11日 0.13日 0.13日 

諸 雑 費 率 ％ 2(3)[3(5)］ 5(9)[6(14)] 7[10] 3(4)[4(6)] 

(注) 1. 補助刈は，上表に含まれている。 

    2. 諸雑費は，燃料費，補助刈に使用する機械経費等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計

額に上表の率を乗じた金額を上限として計上し，無償貸付機械を使用する場合は（ ）内の率とする。 

    3. 集草機械は，各々の除草機械のアタッチメント［レーキ式（タイン式）］とする。 

    4. 危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，別途計上する。 

    5. 運搬機械はダンプトラックを標準とし，処分場等受入れ側の指定機械がパッカー車のみに限られる場合

には，パッカー車を選定する。 

    6. 普通作業員・諸雑費については，パッカー車を使用する場合は［ ］内の数値とする。 

    7. 運搬機械が現地（天端や法尻等）に入れない場合の積込みは，別途考慮する。 

    8. 飛散防止措置が必要な場合は，別途計上する。 
 
７－３ 総合歩掛（除草，集草（人力），梱包，積込・荷卸） 

  除草から積込・荷卸（梱包あり）までを一連作業として行う場合の歩掛は，次表とする。 
表7.3 総合歩掛（除草，集草（人力)，梱包，積込・荷卸）     （1,000㎡当り）

名称 単位

機械名・規格 

大型自走式 
遠隔操縦式

(刈幅185㎝)

ハンドガイド式

笹・ヨシ等用

(刈幅150㎝)

遠隔操縦式

(刈幅120

㎝) 

肩掛式 

(刈幅カッタ

径255mm)

人   

力 ロングリー

チ式 
履帯式 

世 話 役 人 0.043 0.035 0.043 0.052 0.080 0.14 

運転手(特殊) 〃 0.095 － － － － － 

特 殊 作 業 員 〃 0.18 0.19 0.23 0.27 1.2 0.087 

普 通 作 業 員 〃 0.91 0.90 0.93 0.94 0.86 4.4 

運 転 時 間 ｈ又は

日又 は 日 数 
0.75h 0.70h 0.16日 0.21日 1.3日 － 

刈草梱包機械

運 転 
日 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 

諸 雑 費 率 ％ 2(2) 1(2) 3(5) 6(7) 3(3) 2(2) 4(4) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    現行どおり 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

一部改正工種 
堤防除草工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  (注) 1. 補助刈は上表に含まれている。 (注) 1. 補助刈は上表に含まれている。 

Ｐ４０４     2. 諸雑費は，燃料費，補助刈に使用する機械経費等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に

上表の率を乗じた金額を上限とし，無償貸付機械を使用する場合は（ ）内の率とする。 

   2. 諸雑費は，燃料費，補助刈に使用する機械経費等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額

に上表の率を乗じた金額を上限とし，無償貸付機械を使用する場合は（ ）内の率とする。 

   3. 刈草梱包機械は，梱包φ50cm×70cmを標準とする。 

   4. 危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，別途計上する。 

   5. 運搬機械が現地（天端や法尻等）に入れない場合の積込みは，別途考慮する。 

   6. 飛散防止措置が必要な場合は，別途計上する。 

 

 

７－４ 総合歩掛（除草，集草（機械），梱包，積込・荷卸） 

  除草から積込・荷卸（梱包あり）までを一連の作業として行う場合の歩掛は，次表とする。 

表7.4 総合歩掛（除草，集草（機械)，梱包，積込・荷卸）     (1,000ｍ2当り)

名称 単位

機械名・規格 

大型自走式 

履帯式 

遠隔操縦式 

(刈幅185㎝) 

ハンドガイド式 

笹・ヨシ等用 

(刈幅150㎝) 

遠隔操縦式 

(刈幅120㎝) 

世 話 役 人 0.054 0.054 0.062 0.071 

運転手(特殊) 〃 － － － － 

特 殊 作 業 員 〃 0.29 0.27 0.33 0.37 

普 通 作 業 員 〃 0.31 0.27 0.34 0.35 

運 転 時 間

又 は 日 数

ｈ又は

日 
0.70h 0.70h 0.16日 0.21日 

集 草 機
運 転 時 間

又 は 日 数
〃 0.73h 0.11日 0.13日 0.13日 

刈草梱包機械

運 転
日 0.13 0.13 0.13 0.13 

諸 雑 費 率 ％ 3(5) 6(13) 9(9) 4(6) 

(注) 1. 補助刈は上表に含まれている。 

   2. 諸雑費は，燃料費，補助刈に使用する機械経費等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額

に上表の率を乗じた金額を上限とし，無償貸付機械を使用する場合は（ ）内の率とする。 

   3. 集草機械は，各々の除草機械のアタッチメント［レーキ式（タイン式）］とする。 

   4. 刈草梱包機械は梱包φ50cm×70cmを標準とする。 

   5. 危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，別途計上する。 

   6. 運搬機械が現地（天端や法尻等）に入れない場合の積込みは，別途考慮する。 

   7. 飛散防止措置が必要な場合は，別途計上する。 

 

   3. 刈草梱包機械は，ハンドガイド式（梱包φ50cm×70cm）を標準とする。 

   4. 危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，別途計上する。 

   5. 運搬機械が現地（天端や法尻等）に入れない場合の積込みは，別途考慮する。 

   6. 飛散防止措置が必要な場合は，別途計上する。 

 

 

７－４ 総合歩掛（除草，集草（機械），梱包，積込・荷卸） 

  除草から積込・荷卸（梱包あり）までを一連の作業として行う場合の歩掛は，次表とする。 

表7.4 総合歩掛（除草，集草（機械)，梱包，積込・荷卸）     (1,000ｍ2当り) 

機械名・規格 

ハンドガイド式 名称 単位 
大型自走式 遠隔操縦式 遠隔操縦式 

笹・ヨシ等用 
履帯式 (刈幅185㎝) (刈幅120㎝) 

(刈幅150㎝) 

世 話 役 人 0.054 0.054 0.062 0.071 

運転手(特殊) 〃 － － － － 

特 殊 作 業 員 〃 0.29 0.27 0.33 0.37 

普 通 作 業 員 〃 0.31 0.27 0.34 0.35 

運 転 時 間 

又 は 日 数 

ｈ又は

日 
0.70h 0.70h 0.16日 0.21日 

集 草 機 
運 転 時 間 〃 0.73h 0.11日 0.13日 0.13日 

又 は 日 数  

刈草梱包機械 

運 転 
日 0.13 0.13 0.13 0.13 

諸 雑 費 率 ％ 3(5) 6(13) 9(9) 4(6) 

(注) 1. 補助刈は上表に含まれている。 

   2. 諸雑費は，燃料費，補助刈に使用する機械経費等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に

上表の率を乗じた金額を上限とし，無償貸付機械を使用する場合は（ ）内の率とする。 

   3. 集草機械は，各々の除草機械のアタッチメント［レーキ式（タイン式）］とする。 

   4. 刈草梱包機械は，ハンドガイド式（梱包φ50cm×70cm）を標準とする。 

   5. 危険物，空き缶，ビニール，流木，石等の除去は，別途計上する。 

   6. 運搬機械が現地（天端や法尻等）に入れない場合の積込みは，別途考慮する。 

   7. 飛散防止措置が必要な場合は，別途計上する。 

 

 

 



 

一部改正工種 
堤防除草工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  8. 単 価 表  

Ｐ４０５   (１) 大型自走式（ロングリーチ式）1,000ｍ2当り単価表  

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要  

 
世 話 役  人  表4.1 

 
運 転 手 （ 特 殊 ）  〃  〃  

特 殊 作 業 員  〃  〃  

 
普 通 作 業 員  〃  〃 

 

機 械 損 料
大型自走式 

(ロングリーチ式) 
ｈ  〃  

 
諸 雑 費  式 １ 〃  

計      

  
  (２) 大型自走式（履帯式）又は遠隔操縦式（刈幅185cm）1,000ｍ2当り単価表 
 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 
 

世 話  役 人  表4.1  

特 殊 作 業 員  〃  〃  

 
普 通 作 業 員  〃  〃 

 

機 械 損 料

大型自走式(履帯式)

又は遠隔操縦式(刈幅

185cm) 

ｈ  〃 
 

 

 
諸 雑 費  式 １ 〃      現行どおり 

計     

 

 (３) ハンドガイド式1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

世 話  役 人  表4.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

機 械 損 料 ハンドガイド式 日  〃 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     

 

 (４) 遠隔操縦式（刈幅120cm）1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

世 話 役  人  表4.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

機 械 損 料
遠隔操縦式 

(刈幅120cm) 
日  〃 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     
 

 

 



 

一部改正工種 
堤防除草工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  (５) 肩掛式1,000ｍ2当り単価表 

Ｐ４０６   名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 
 

世 話 役  人  表4.1  
特 殊 作 業 員  〃  〃  

 
機 械 損 料 肩掛式 日  〃  
諸 雑 費  式 １ 〃  

 
計          現行どおり 

  

  (６) 人力除草1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要  
 

世 話 役  人  表5.1  
普 通 作 業 員  〃  〃  

 
諸 雑 費  式 １ 〃  

計      

 

 (７) 集草（機械）1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

世 話 役  人  表6.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

機 械 損 料  ｈ又は日  〃 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     

 

 (８) 集草（人力）1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

普 通 作 業 員  人  表6.1 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

 

 

 (７) 集草（機械）1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

世 話 役  人  表6.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

機 械 損 料 集草機械  ｈ又は日  〃 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     

 

 
 
 
     現行どおり 

 

 



 

一部改正工種 
堤防除草工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
Ｐ４０６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４０７ 

(９) 梱包1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

世 話  役 人  表6.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

機 械 損 料 刈草梱包機械 日  〃 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     

 

 (10) 積込・荷卸1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

普 通 作 業 員  人  表6.1 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

(11) ダンプトラック運転1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

ダンプトラック運転 ２ｔ積 ｈ  表6.2，6.3 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

 (12) パッカー車運転1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

パ ッ カ ー 車 運 転 ８ｍ3積 ｈ  表6.4 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

(13) 総合歩掛1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

世 話 役  人   

 
 
 

表7.1，表7.2 

表7.3，表7.4 

 

運 転 手 （ 特 殊 ）  〃  

特 殊 作 業 員  〃  

普 通 作 業 員  〃  

機 械 損 料  ｈ又は日  

〃 集草機 〃  

〃 刈草梱包機械 日  

諸 雑 費  式 １ 

計     
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       現行どおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (12) パッカー車運転1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

パ ッ カ ー 車 運 転 回転式８ｍ3
 ｈ  表6.4 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

(13) 総合歩掛1,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数    量 摘    要 

世 話 役  人   

 
 
 

表7.1，表7.2 

表7.3，表7.4 

 

運 転 手 （ 特 殊 ）  〃  

特 殊 作 業 員  〃  

普 通 作 業 員  〃  

機 械 損 料 除草機械 ｈ又は日  

〃 集草機械 〃  

〃 刈草梱包機械 日  

諸 雑 費  式 １ 

計     

 
 

 
 

 



 

一部改正工種 
堤防除草工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
Ｐ４０７ 

 

(14) 機械運転単価表 

機  械  名 規 格 適 用 単 価 表 指   定   事   項 

ダ ン プ ト ラ ッ ク ２ｔ積 機－７ 運転労務数量→0.14 

パ ッ カ ー 車 ８ｍ3積 機－６ 
運転労務数量→0.22 
燃 料 消 費 量→9.2 

 

 

(14) 機械運転単価表 

機  械  名 規 格 適 用 単 価 表 指   定   事   項 

ダ ン プ ト ラ ッ ク ２ｔ積 機－７ 運転労務数量→0.14 

パ ッ カ ー 車 回転式８ｍ3
 機－６ 

運転労務数量→0.22 
燃 料 消 費 量→9.2 

 

 
 

 



 

一部改正工種 
堤防芝養生工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   ８章 河 川 維 持 

Ｐ４１０   ③ 堤防芝養生工 
 1. 適 用 範 囲 
   本資料は，主に芝の繁茂している河川堤防及び高水敷等において，芝育成を目的とした芝養生工のうち，施肥工，

抜根工，集草・積込運搬に適用する。  

  
 

2. 施 工 概 要 
 

  施工フローは，下記を標準とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。

必要な工種のみ計上する。 

図 2-1 施工フロー 

 

3. 施 工 歩 掛 

 ３－１ 抜 根 工 

３－１－１ 抜根工 
   抜根歩掛は，次表とする。 

表3.1 抜 根 歩 掛 (10,000ｍ2当り)

名  称 単 位 数  量 

世 話 役 人 2.0 

軽 作 業 員 〃 27.2 

 

  ３－１－２ 集草，積込運搬 

   集草，積込運搬歩掛は，次表とする。 

表3.2 集草，積込運搬歩掛 （10,000ｍ2当り）

名  称 規 格 単 位 
工  種 

集 草 積込運搬

普 通 作 業 員   人 5.5 4.3 

ダンプトラック運転 ２ｔ積 日 － 4.3 

(注) 1. 集草，積込運搬は，必要な工種のみ計上する。 

2. 廃棄，処分費用等が必要な場合は，別途計上する。 

3. 危険物，空き缶，流木，石等の除去は，別途計上する。 

4. 運搬は，運搬距離15km（片道）以下に適用し，15km（片道） 

を超える場合は，別途考慮する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

      現行どおり 

 

 

 

 

3. 施 工 歩 掛 

 ３－１ 抜 根 工 

３－１－１ 抜根工 
   抜根歩掛は，次表を標準とする。 

表3.1 抜 根 歩 掛 (10,000ｍ2当り)

名  称 単 位 数  量 

世 話 役 人 2.0 

軽 作 業 員 〃  27.2

 

  ３－１－２ 集草，積込運搬 

   集草，積込運搬歩掛は，次表を標準とする。 

表3.2 集草，積込運搬歩掛 （10,000ｍ2当り）

名  称 規 格 単 位 
工  種 

集 草 積込運搬

普 通 作 業 員    人 5.5 4.3 

ダンプトラック運転 ２ｔ積 日 － 4.3 

(注) 1. 集草，積込運搬は，必要な工種のみ計上する。 

2. 廃棄，処分費用等が必要な場合は，別途計上する。 

3. 危険物，空き缶，流木，石等の除去は，別途計上する。 

4. 運搬は，運搬距離15km（片道）以下に適用し，15km（片道） 

を超える場合は，別途考慮する。 
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一部改正工種 
堤防芝養生工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

３－２ 施肥工 標準歩掛 ３－２ 施肥工  
Ｐ４１１   施肥歩掛は，次表とする。 

表3.3 施 肥 歩 掛 （10,000ｍ2当り）

名  称 規  格 単  位 数  量 摘  要 

世 話 役  人 0.5  

普 通 作 業 員     〃 2.2

ト ラ ッ ク 運 転 ２ｔ積 日 0.98 肥料の現場内運搬用 

肥 料 費 率  ％    47  

(注) 1. 上表は化学肥料の散布量が300～1,000kg／10,000ｍ2の場合に適用し，これにより難い場合は，別途

考慮する。 

2. 肥料費は肥料等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に上表の率を乗じた金額を

上限として計上する。 

 

4. 単 価 表 

 (１) 抜根10,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数   量 摘    要 

世 話 役  人  表3.1 

軽 作 業 員  〃  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

 (２) 集草，積込運搬10,000ｍ2単価表 

名    称 規 格 単 位 数   量 摘    要 

普 通 作 業 員  人  表3.2 

ダ ン プ ト ラ ッ ク 運 転 ２ｔ積 日  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     

 
 

  施肥歩掛は，次表を標準とする。  

（10,000ｍ2当り）表3.3 施 肥 歩 掛 

名  称 規  格 単  位 数  量 摘  要 

世 話 役  人 0.5  

普 通 作 業 員   〃 2.2  

ト ラ ッ ク 運 転 ２ｔ積 日 0.98 肥料の現場内運搬用 

肥 料 費 率  ％    47  

(注) 1. 上表は化学肥料の散布量が300～1,000kg／10,000ｍ2の場合に適用し，これにより難い場合は，別途

考慮する。 

2. 肥料費は肥料等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に上表の率を乗じた金額を

上限として計上する。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   現行どおり 

 

 



 

一部改正工種 
堤防芝養生工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 
 

標準歩掛 
Ｐ４１１ 

 

(３) 施肥10,000ｍ2当り単価表 

名    称 規 格 単 位 数   量 摘    要 

世 話 役  人  表3.3 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ト ラ ッ ク 運 転 ２ｔ積 日  〃 

肥 料 費  式 １ 〃 

計     

 

 (４) 機械運転単価表 

機  械  名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

ト ラ ッ ク ２ｔ  積 機－19 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→21 

機械損料数量→ 1.00 

ダ ン プ ト ラ ッ ク ２ｔ積 機－22 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→15 

機械損料数量→ 0.87 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       現行どおり 

 



 

一部改正工種 
護岸基礎ブロック工 

 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 
 

標準歩掛 
Ｐ４３５ 

８章 河 川 維 持 

⑧ 護岸基礎ブロック工 

Ⅰ 護岸基礎ブロック工（１） 

1. 適 用 範 囲 

  本資料は，護岸工のプレキャスト基礎ブロック（ブロック長２ｍ，3.3ｍ，５ｍ）のうち，表1.1以外のものに適

用する。 
  なお，表1.1の護岸基礎ブロックは，護岸基礎ブロック工(２)を適用する。 
 

表1.1 護岸基礎ブロック工(２)の適用範囲 

・中詰作業を行わないもの(ただし連結部分にだけ中詰作業を行うものは含む) 

・中詰材料にコンクリート以外のものを使ったもの 

・目地材の施工がされていないもの 

 

 
2. 施 工 概 要 

  施工フローは，下記を標準とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図 2-1 施工フロー 

 
3. 機種の選定 

  護岸基礎ブロック据付及び中詰コンクリート打設に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 
表3.1 機種の選定 

機 械 名 規     格 単位 数量 摘 要 

ラフテレーンクレーン 
排出ガス対策型（第１次基準値） 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 

台 １  

(注) 1. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

2. 現場条件により，上表により難い場合は，現場条件に適合した機械・規格を別途考慮する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         現行どおり 
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一部改正工種 
護岸基礎ブロック工 

 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
Ｐ４３６ 

4. 護岸基礎ブロック据付工 

４－１ 護岸基礎ブロック工歩掛 

   護岸基礎ブロック工の施工歩掛は，次表とする。 

表4.1 護岸基礎ブロック総合歩掛 （10ｍ当り）

ブ ロ ッ ク 製 品 長  （㎜） 2,000 3,300 5,000 

ブ ロ ッ ク 下 幅（㎜） 

500 

以上 

600 

未満 

600 

以上 

700 

未満 

700 

以上 

900 

未満 

900 

以上 

1100 

未満 

1100

500

以上

600

未満

600

以上

700

未満

700

以上

900

未満

900

以上

1100

未満

1100

500

以上

600

未満

600

以上

700

未満

700

以上

900

未満

900

以上

1100

未満

1100

名  称 規  格 単位 

世 話 役  人 0.4 0.4 0.4 0.5 0.6 0.3 0.3 0.4 0.4 0.5 0.2 0.3 0.3 0.4 0.4

特殊作業員  〃 0.4 0.4 0.5 0.6 0.7 0.3 0.4 0.4 0.5 0.6 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

普通作業員  〃 0.4 0.5 0.7 0.9 1.1 0.3 0.4 0.6 0.9 1.0 0.3 0.4 0.6 0.8 0.9

ラフテレーン  
クレーン運転  

排出ガス対策型
（第１次基準値）
油圧伸縮ジブ型
25ｔ吊 

日 0.4 0.4 0.6 0.7 0.8 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.2 0.3 0.4 0.6 0.6

諸 雑 費 率  ％ 
２ 
(５) 

５ 
(12) 

８ 
(19) 

11 
(25) 

12
(27)

３
(６)

６
(14)

９
(22)

12
(28)

14
(31)

４
(８)

７
(16)

10
(24)

13
(30)

14
(32)

(注) 1. 上表の労務歩掛は，ブロックの据付け，連結，目地材設置，中詰コンクリート打設，養生を含むものであ

る。 

2. 中詰コンクリート工はクレーン車打設とする。 

3. 諸雑費は，目地の材料費，バイブレータ，コンクリートバケット損料，電力に関する経費及び養生に要す

る費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

4. 養生は，養生材の被覆，散水養生，被覆養生程度のものであり，特殊養生を必要とする場合は練炭養生と

し，（ ）内の率を使用する。 

5. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 
 

４－２ 材料の使用量 

   材料の使用量は，次式による。 
    使用量 ＝ 設計量×（１＋Ｋ）…………式4.1 
          Ｋ：ロス率 

表4.2 ロ ス 率（Ｋ） 

材    料 ロ ス 率 

レディーミクストコンクリート ＋0.05 
 

4. 護岸基礎ブロック据付工 

４－１ 護岸基礎ブロック工歩掛 

   護岸基礎ブロック工の施工歩掛は，次表を標準とする。 

表4.1 護岸基礎ブロック総合歩掛 （10ｍ当り）

ブ ロ ッ ク 製 品 長  （㎜） 2,000 3,300 5,000 

ブ ロ ッ ク 下 幅（㎜） 

500

以上

600

未満

600

以上

700

未満

700

以上

900

未満

900

以上

1100

未満

1100

500

以上

600

未満

600

以上

700

未満

700

以上

900

未満

900

以上

1100

未満

1100

500

以上

600

未満

600

以上

700

未満

700

以上

900

未満

900

以上

1100

未満

 

1100 

名  称 規  格 単位  

世 話 役  人 0.4 0.4 0.4 0.5 0.6 0.3 0.3 0.4 0.4 0.5 0.2 0.3 0.3 0.4 0.4 

特殊作業員  〃 0.4 0.4 0.5 0.6 0.7 0.3 0.4 0.4 0.5 0.6 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 

普通作業員  〃 0.4 0.5 0.7 0.9 1.1 0.3 0.4 0.6 0.9 1.0 0.3 0.4 0.6 0.8 0.9 

ラフテレーン
クレーン運転

排出ガス対策型
（第１次基準値）
油圧伸縮ジブ型
25ｔ吊 

日 0.4 0.4 0.6 0.7 0.8 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.2 0.3 0.4 0.6 0.6 

諸 雑 費 率  ％
２
(５)

５
(12)

８
(19)

11
(25)

12
(27)

３
(６)

６
(14)

９
(22)

12
(28)

14
(31)

４
(８)

７
(16)

10
(24)

13
(30)

14 
(32) 

(注) 1. 上表の労務歩掛は，ブロックの据付け，連結，目地材設置，中詰コンクリート打設，養生を含むものであ

る。 

2. 中詰コンクリート工はクレーン車打設とする。 

3. 諸雑費は，目地の材料費，バイブレータ，コンクリートバケット損料，電力に関する経費及び養生に要す

る費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

4. 養生は，養生材の被覆，散水養生の被覆養生程度のものであり，特殊養生を必要とする場合は練炭養生と

し，（ ）内の率を使用する。 

5. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 
 

４－２ 材料の使用量 

   材料の使用量は，次式による。 
    使用量（㎥） ＝ 設計量（㎥）×（１＋Ｋ）…………式4.1 
          Ｋ：ロス率 

表4.2 ロ ス 率（Ｋ） 

材    料 ロ ス 率 

レディーミクストコンクリート ＋0.05 
 

 
 



 

一部改正工種 
護岸基礎ブロック工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 
 

標準歩掛 
Ｐ４３６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４３７ 
 

5. 単 価 表 

 ５－１ 護岸基礎ブロック工（総合）10ｍ当り単価表 

名     称 規 格 単 位 数 量 摘      要

世 話 役  人  表4.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃  

普 通 作 業 員  〃  〃  

コ ン ク リ ー ト  ｍ3  式4.1 

護岸基礎ブロック  個   

ラ フ テ レ ー ン

ク レ ー ン 賃 料

排出ガス対策型（第１次基準値） 

油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 
日  表4.1 

諸 雑 費  式  〃  

計     

 
Ⅱ 護岸基礎ブロック工（２） 

1. 適 用 範 囲 

 本歩掛は，護岸基礎ブロック工(１)の適用範囲を外れた護岸工のプレキャスト基礎ブロック（ブロック長２ｍ，3.3

ｍ，４ｍ，５ｍ）の施工に適用する。 

2. 機種の選定 

 護岸基礎ブロック据付及び中詰コンクリート打設に使用する機械の機械・規格は，護岸基礎ブロック工(1)３による。

3. 護岸基礎ブロック据付工 

 ３－１ 日当り施工量 

   護岸基礎ブロック据付作業における日当り施工量は，次表を標準とする。 

表3.1 ブロック据付の日当り施工量 

ブロック製品長（㎜） 単 位 施 工 量 

2,000㎜ ｍ 30（32） 

3,300㎜ 〃 38 

4,000㎜ 〃 42 

5,000㎜ 〃 48 

(注) 1. 上表にはブロックの連結，目地材の設置等を含む。 

中詰材の投入は含まない。 

2. ブロック製品長2,000㎜で，中詰材の投入の必要がないブロ

ックについては（ ）内の数値を使用する。 

３－２ 編成人員 

  護岸基礎ブロック据付作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 
表3.2 日当り編成人員  （人）

世 話 役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員

１ １ １ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        現行どおり 
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現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 
 

標準歩掛 
Ｐ４３７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４３８ 

３－３ 諸雑費 

   諸雑費は，目地材の材料費であり，労務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
表3.3 諸 雑 費 率 （％）

ブロック製品長（㎜） 2,000 3,300 4,000 5,000 

諸雑費率 ２ ３ 

(注) 目地を使用しない場合は諸雑費を計上しないものとする。 

 

 

4. 中詰コンクリート工 

４－１ 施工歩掛 

   中詰コンクリートクレーン車打設及び養生の施工歩掛は次表のとおりとする。 
表4.1 中詰コンクリート工 （10ｍ3当り）

名  称 単位 数   量 

世 話 役 人  0.28 

特 殊 作 業 員 〃 45 0.

普 通 作 業 員 〃 94 0.

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン 運 転 日 0.58 

諸 雑 費 率 ％ 19(47) 

(注) 1. バケット容量は0.6ｍ3を標準とする。 

2. 諸雑費は，バイブレータ，コンクリートバケット損料，電力に関する経費及び養生に

要する費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

3. 養生は，養生材の被覆，散水養生，被覆養生程度のものであり，特殊養生を必要とす

る場合は練炭養生とし，（ ）内の率を使用する。 

4. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

 

４－２ 材料の使用量 

   材料の使用量は，次式による。 
    使用量 ＝ 設計量×（１＋Ｋ）…………式4.1 
          Ｋ：ロス率 

表4.2 ロ ス 率（Ｋ） 

材    料 ロ ス 率 

レディーミクストコンクリート ＋0.05 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
    現行どおり 
 
 
 
 
 
4. 中詰コンクリート工 

４－１ 施工歩掛 

   中詰コンクリートクレーン車打設及び養生の施工歩掛は次表を標準とする。 
表4.1 中詰コンクリート工 （10ｍ3当り）

名  称 単位 数   量 

世 話 役 人 0.28 

特 殊 作 業 員 〃 45 0.

普 通 作 業 員 〃 94 0.

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン 運 転 日 0.58 

諸 雑 費 率 ％ 19(47) 

(注) 1. コンクリートバケット容量は0.6ｍ3を標準とする。 

2. 諸雑費は，バイブレータ，コンクリートバケット損料，電力に関する経費及び養生に

要する費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

3. 養生は，養生材の被覆，散水養生の被覆養生程度のものであり，特殊養生を必要とす

る場合は練炭養生とし，（ ）内の率を使用する。 

4. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

 

４－２ 材料の使用量 

   材料の使用量は，次式による。 
    使用量（㎥） ＝ 設計量（㎥）×（１＋Ｋ）…………式4.1 
          Ｋ：ロス率 

表4.2 ロ ス 率（Ｋ） 

材    料 ロ ス 率 

＋0.05 レディーミクストコンクリート 
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標準歩掛 
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5. 単  価  表 

５－１ 護岸基礎ブロック据付工100ｍ当り単価表 

名     称 規   格 単 位 数 量 摘    要 

世 話 役  人 1×100／Ｄ 表3.1，表3.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×100／Ｄ 〃 ，  〃 

普 通 作 業 員  〃 1×100／Ｄ 〃 ，  〃 

護 岸 基 礎 ブ ロ ッ ク  個   

ラフテレーンクレーン賃料
排出ガス対策型（第１次
基準値） 
油圧伸縮ジブ型25t吊 

日 1×100／Ｄ 表3.1 

諸 雑 費  式 1 表3.3 

計     

（注） D：日当り施工量 
 
５－２ 中詰コンクリート工10㎥当り単価表 

名     称 規   格 単 位 数 量 摘    要 

世 話 役  人  表4.1 

特 殊 作 業 員     〃 〃

普 通 作 業 員     〃 〃

コ ン ク リ ー ト  ㎥  式4.1 

ラフテレーンクレーン賃料
排出ガス対策型（第１次
基準値） 
油圧伸縮ジブ型25t吊 

日  表4.1 

諸 雑 費  式   〃 

計     
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        現行どおり 



 

一部改正工種 
かごマット工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ８章 河 川 維 持 ８章 河 川 維 持 

Ｐ４３９  ⑨ かごマット工 ⑨ かごマット工 
  1. 適 用 範 囲 1. 適 用 範 囲 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

  本資料は，鉄線かごを使用した護岸で法勾配１：2.0以上の施工に適用する。なお，多段積には適用しない。   本資料は，鉄線かごを使用した護岸で中詰用石材が，栗石，割栗石で石径がかご厚さ30cmの場合概ね5～15cm，
 かご厚さ50cmの場合概ね15～20cmの 

 

2. 施 工 概 要 

  施工フローは，下記を標準とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 施工フロー 

 

3. 機種の選定 

  機械・規格は，次表を標準とする。 
表3.1 機種の選定 

機 械 名 規     格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 
排出ガス対策型（第一次基準値） 
・クローラ型山積0.8㎥（平積0.6㎥） 

台 １  

 
 
4. 施 工 歩 掛 

  かごマットの施工歩掛は，次表とする。 
表4.1 かごマット施工歩掛 （100ｍ2当り）

厚さ

(cm) 

世 話 役 

（人） 

特殊作業員 

（人） 

普通作業員 

（人） 

バックホウ運転

（ｈ） 

諸雑費率

（％） 

30 0.7 0.9 8.0 6.3 
４ 

50 0.8 1.2 9.9 8.2 

(注) 1. 上表は，次の条件に該当する場合の歩掛である。 

①中詰用石材は，栗石，割栗石であること。 

②栗石，割栗石の径は，かご厚さ30cmの場合は概ね５～15cm，かご厚さ50cmの場合は概ね15～20cm

であること。 

2. 上表には，かごマット据付のための法面整形（床拵え含む)，吸出し防止材設置，かご組立・据付，

補強材設置撤去，詰石，蓋設置及び現場内小運搬（運搬距離20ｍ程度）を含む。 

3. 吸出し防止材は厚さ10㎜を標準とする。 

4. 諸雑費は，補強材料（単管パイプ，鉄筋等）の損料，消耗材料の費用であり，労務費，機械損料及

び運転経費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

   

法勾配１：2.0以上の施工に適用する。なお，多段積には適用しない。 
  
 

2. 施 工 概 要 
 

  施工フローは，下記を標準とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 施工フロー 

 

 

 

 

     現行どおり 

 

 

 

 
 
4. 施 工 歩 掛 

  かごマットの施工歩掛は，次表を標準とする。 
表4.1 かごマット施工歩掛 （100ｍ2当り）

厚さ

(cm)

世 話 役 

（人） 

特殊作業員 

（人） 

普通作業員 

（人） 

バックホウ運転

（ｈ） 

諸雑費率

（％） 

30 0.7 0.9 8.0 6.3 
４ 

50 0.8 1.2 9.9 8.2 

(注) 1. 上表には，かごマット据付のための法面整形（床拵え含む)，吸出し防止材設置，かご組立・据付，

補強材設置撤去，詰石，蓋設置及び現場内小運搬（運搬距離20ｍ程度）を含む。 

2. 吸出し防止材は厚さ10㎜を標準とする。 

3. 諸雑費は，補強材料（単管パイプ，鉄筋等）の損料，消耗材料の費用であり，労務費，機械損料及

び運転経費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
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一部改正工種 
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標準歩掛 
Ｐ４４０ 

5. 材料使用量 

  材料の使用量は次式による。 

   中詰用石材の使用量（ｍ3)＝設計量（ｍ3)×(１＋Ｋ）……………式5.1 

     Ｋ：ロス率 

   吸出し防止材の使用量（ｍ2)＝設計量（ｍ2)×(１＋Ｋ）……………式5.2 

 
     Ｋ：ロス率 

表5.1 ロ ス 率（Ｋ） 

名  称 中詰用石材 吸出し防止材 

ロス率 ＋0.08 ＋0.07 

 
 

6. 単  価  表 

（１） かごマット100㎡当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話   役 人  4.1  表

特 殊 作 業 員  〃   〃

普 通 作 業 員  〃   〃

かごマット（スロープ式）  ㎡ 100  

中 詰 用 石 材  ㎥   式5.1

吸 出 し 防 止 材 ｔ＝10㎜    ㎡ 式5.2

バ ッ ク ホ ウ 運 転 

排出ガス対策型(第１次基準値）

・クローラ型 

山積0.8㎥（平積0.6㎥）
ｈ  表4.1 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

（２） 機械運転単価表 

機  械  名 規     格 適用単価表 指定事項 

バ ッ ク ホ ウ

排出ガス対策型（第１次基準値） 

・クローラ型 

山積0.8㎥（平積0.6㎥） 

機－１ 機械労務数量→0.14 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         現行どおり 
 
 

 



 

一部改正工種 
砂防工（土工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ９章 砂  防 ９章 砂  防 

Ｐ４４７  ① 土  工 ① 土  工 

1. 適 用 範 囲 1. 適 用 範 囲 

  本資料は，砂防工（本ダム，副ダム，床固，帯工，水叩，側壁，護岸）の施工に適用する。 
 
2. 施 工 概 要 

  施工フローは，下記を標準とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図 2-1 施工フロー 

 

 

  本資料は，砂防工（本えん堤，副えん堤，床固め，帯工，水叩き，側壁，護岸）の施工に適用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        現行どおり 
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一部改正工種 
砂防工（土工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   3. 機種の選定 

Ｐ４４８   機械・規格は，次表を標準とする。 

表3.1 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規   格 単位 数量 摘   要 

掘 削 

床 掘 

切 崩 

機械施工
バ ッ ク ホ ウ 

排出ガス対策型（第１次基準
値 ）・ ク ロ ー ラ 型
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

台 １

 
ブ ル ド ー ザ 

排出ガス対策型（第１次基準値）
普通15ｔ級 

〃 １

岩石掘削
（機械）

大型ブレーカ 油圧式1,300kg級 〃 １

積 込 み バ ッ ク ホ ウ 
排出ガス対策型（第１次基準
値 ）・ ク ロ ー ラ 型
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

〃 １
ダンプトラック使
用時に適用 

運 搬

ダンプトラック 10ｔ積 〃 １

土運搬作業の機種
選定は，表3.2を標
準とする 

ブ ル ド ー ザ 
排出ガス対策型（第１次基準値）
普通15ｔ級 

〃 １

埋 戻 ・ 敷 均 し
バ ッ ク ホ ウ 

排出ガス対策型（第１次基準
値 ）・ ク ロ ー ラ 型
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

〃 １

ブ ル ド ー ザ 
排出ガス対策型（第１次基準値）
普通15ｔ級 

〃 １

(注) 現場条件により，上表により難い場合は，別途考慮する。 

 

表3.2 土運搬作業の機種選定 

運 搬 距 離 標   準   工   法 

60ｍ以下 ブルドーザが標準 

60ｍを超える バックホウ＋ダンプトラックが標準 

(注) 上表により難い場合は，別途考慮する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 現行どおり 

 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（土工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  4. 機械の施工歩掛 4. 機械の施工歩掛 

Ｐ４４８  （１） 土量の表示 （１） 土量の表示 
    すべて地山土量で表示する。    すべて地山土量で表示する。 
    ただし，施工土量（地山土量）をほぐした土量及び締固め後の土量の状態に換算する場合は，「第２章②    ただし，施工土量（地山土量）をほぐした土量及び締固め後の土量の状態に換算する場合は，「第２章② 
 機械土工」4.(１)の土量換算係数ｆを乗じて算出する。 機械土工」4.(１)の土量換算係数ｆを乗じて算出する。 
  ４－１ バックホウの作業能力  ４－１ バックホウの作業能力 
 

   運転１日当り土工量は，次表を標準とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４４９ 

表4.1 日当り施工量 （１日当り）

作 業 の 種 類 土  質  名 単 位
数  量 

障害なし 障害あり

地 山 の 掘 削 積 込 
レキ質土・砂・砂質土・粘性土 ｍ3 220 160 

岩塊玉石 〃 180 120 

ル ー ズ な 状 態 の 積 込 み 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 240 

岩塊玉石 〃 200 

破砕岩 〃 160 

(注) 1. 作業範囲は，機械走行面より上下に５ｍ以内を標準とする。 

2. 地山の掘削積込（現場条件の内容） 

 障害なし：作業現場が広い，作業範囲が標準内及び転石の混入等の影響による作業妨害が少なく，連続

した掘削作業ができる場合。 

 障害あり：作業現場が狭い，作業範囲が標準外及び転石の混入等の影響による作業妨害が多く，連続し

た掘削作業が困難な場合。 

3. 破砕岩（中硬岩以上）の積込みは，機械損料の割増を行う。岩石作業の補正は，＋0.25とする。 

4. ルーズな状態の積込みは，締固めを伴わない埋戻し作業に適用できる。 
 
４－２ ブルドーザの掘削押土作業能力 

   運転１日当り土工量は，次表を標準とする。 
表4.2 日当り施工量 （１日当り）

作 業 の 種 類 土  質  名 単 位 数  量 

地 山 の 掘 削 押 土 
レキ質土・砂・砂質土・粘性土 ｍ3 230 

岩塊玉石 〃 190 

ル ー ズ な 状 態 の 押 土 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 240 

岩塊玉石 〃 210 

破砕岩 〃 110 

(注) 1. ブルドーザは，作業ヤードが広く，転石の混入等による作業妨害が少ない現場作業に適用する。 

2. 上記の施工量は，運搬距離60ｍまでの押土作業を含んだ値である。 

3. 上記の施工量は，転圧を伴わない敷均しを含んだ作業にも適用できる。ただし，転圧を伴う場合は，

別途計上する。 

4. 破砕岩（中硬岩以上）の押土は機械損料の割増を行う。岩石作業の補正は，＋0.25とする。 
 

   運転日当り土工量は，次表を標準とする。 
表4.1 日当り施工量 （１日当り）

数  量 
作 業 の 種 類 土  質  名 単 位

障害なし 障害あり 

ｍ3 レキ質土・砂・砂質土・粘性土 220 160 
地 山 の 掘 削 積 込

岩塊玉石 〃 180 120 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 240 

ル ー ズ な 状 態 の 積 込 み 岩塊玉石 〃 200 

破砕岩 〃 160 

(注) 1. 作業範囲は，機械走行面より上下に５ｍ以内を標準とする。 

2. 地山の掘削積込（現場条件の内容） 

 障害なし：作業現場が広い，作業範囲が標準内及び転石の混入等の影響による作業妨害が少なく，連続

した掘削作業が出来る場合。 

 障害あり：作業現場が狭い，作業範囲が標準外及び転石の混入等の影響による作業妨害が多く，連続し

た掘削作業が困難な場合。 

3. 破砕岩（中硬岩以上）の積込みは，機械損料の割増を行う。岩石作業の補正は，＋0.25とする。 

4. ルーズな状態の積込みは，締固めを伴わない埋戻作業に適用出来る。 
 
４－２ ブルドーザの掘削押土作業能力 

   運転日当り土工量は，次表を標準とする。 
表4.2 日当り施工量 （１日当り）

作 業 の 種 類 土  質  名 単 位 数  量 

ｍ3 レキ質土・砂・砂質土・粘性土 230 
地 山 の 掘 削 押 土

岩塊玉石 〃 190 

レキ質土・砂・砂質土・粘性土 〃 240 

ル ー ズ な 状 態 の 押 土 岩塊玉石 〃 210 

破砕岩 〃 110 

(注) 1. ブルドーザは，作業ヤードが広く，転石の混入等による作業妨害が少ない現場作業に適用する。 

2. 上記の施工量は，運搬距離60ｍまでの押土作業を含んだ値である。 

3. 上記の施工量は，転圧を伴わない敷均しを含んだ作業にも適用出来る。ただし，転圧を伴う場合は，

別途計上する。 

4. 破砕岩（中硬岩以上）の押土は機械損料の割増を行う。岩石作業の補正は，＋0.25とする。 
 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（土工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ４－３ ダンプトラックの運搬作業能力 ４－３ ダンプトラックの運搬作業能力 

Ｐ４４９    (１) ダンプトラック（10ｔ積）による河床路の土砂100ｍ3当り運搬日数は，次表による。   (１) ダンプトラック（10ｔ積）による河床路の土砂100ｍ3当り運搬日数は，次表を標準とする。 

 表4.3 100ｍ3当り運搬日数（土砂） （100ｍ3当り） 表4.3 100ｍ3当り運搬日数（土砂） （100ｍ3当り）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４５０ 

積 込 機 種 バックホウ 排出ガス対策型（第１次基準値）クローラ型山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） バックホウ 排出ガス対策型（第１次基準値）クローラ型山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3）積 込 機 種 

運 搬 機 種 ダンプトラック 10ｔ積 運 搬 機 種 ダンプトラック 10ｔ積 

運搬距離（km） 0.5以下 0.9以下 1.5以下 2.0以下 2.5以下 3.0以下 4.0以下 運搬距離（km） 0.5以下 0.9以下 1.5以下 2.0以下 2.5以下 3.0以下 4.0以下

運搬日数（日） 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.6 運搬日数（日） 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.6 

運搬距離（km） 5.0以下 6.0以下 7.0以下  運搬距離（km） 5.0以下 6.0以下 7.0以下  

運搬日数（日） 1.8 2.0 2.2  運搬日数（日） 1.8 2.0 2.2  

(注) 1. 上表は，地山100ｍ3の土量を運搬する日数である。 (注) 1. 上表は，地山100ｍ3の土量を運搬する日数である。 

2. 運搬距離は片道であり，往路と復路が異なる時は，平均値とする。 2. 運搬距離は片道であり，往路と復路が異なる時は，平均値とする。 

3. 運搬路に一般道路を含む場合で，一般道路の走行距離が河床路より長い場合は，「第２章土

工②機械土工４－４(１)」による。 

3. 運搬路に一般道路を含む場合で，一般道路の走行距離が河床路より長い場合は，「第２章土

工②機械土工４－４(１)」による。 

4. 破砕岩（中硬岩以上）の運搬は，機械損料の割増を行う（専用ダンプは除く）岩石作業の

補正は，＋0.25とする。 

4. 破砕岩（中硬岩以上）の運搬は，機械損料の割増を行う（専用ダンプは除く）岩石作業の

補正は，＋0.25とする。 

  
(２) 100ｍ3当り運搬日数（軟岩・硬岩） (２) 100ｍ3当り運搬日数（軟岩・硬岩） 

   軟岩及び硬岩の運搬日数の補正は，「第２章土工②機械土工（土砂）４－４(２)」による。    軟岩及び硬岩の運搬日数の補正は，「第２章土工②機械土工（土砂）４－４(２)」による。 

  

5. 岩 石 工 5. 岩 石 工 
５－１ 破砕を要する転石粒径 ５－１ 破砕を要する転石粒径 

   破砕を要する転石粒径は，0.5ｍ以上とする。    破砕を要する転石粒径は，0.5ｍ以上とする。 

 ５－２ 施工歩掛  ５－２ 施工歩掛 

   軟岩は軟岩（Ⅰ）と軟岩（Ⅱ）を含む。硬岩は中硬岩と硬岩（Ⅰ）を含む。    軟岩は軟岩（Ⅰ）と軟岩（Ⅱ）を含む。硬岩は中硬岩と硬岩（Ⅰ）を含む。 

  ５－２－１ 岩石掘削（機械）歩掛   ５－２－１ 岩石掘削（機械）歩掛 

   大型ブレーカ使用の岩石掘削歩掛は，次表とする。    大型ブレーカ使用の岩石掘削歩掛は，次表を標準とする。 

表5.1 岩石掘削（機械）日当り施工量 表5.1 岩石掘削（機械）日当り施工量 

土質・岩分類 単 位 施 工 量 土質・岩分類 単 位 施 工 量 

軟 岩 ｍ3 51 軟 岩 ｍ3 51 

硬 岩 〃 29 硬 岩 〃 29 

転 石 〃 31 転 石 〃 31 

  
   １日当り掘削歩掛は，次表とする。 

表5.2 岩石掘削（機械）日当り歩掛 （１日当り）

名    称 規    格 単 位
土 質 ・ 岩 分 類 

軟 岩 硬 岩 転 石

大型ブレーカ運転 油圧式1,300kg級 日 1.0 1.0 1.0 

諸 雑 費 率      ％ 10 29 13
 

   日当り掘削歩掛は，次表を標準とする。 

表5.2 岩石掘削（機械）日当り歩掛 （１日当り）

土 質 ・ 岩 分 類 
名    称 規    格 単 位

軟 岩 硬 岩 転 石

油圧式1,300kg級 大型ブレーカ運転 日 1.0 1.0 1.0 

諸 雑 費 率  ％    10 29 13
 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（土工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   (注) 1. 作業範囲は，機械走行面より上下に５ｍ以内とする。 

Ｐ４５０  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４５１ 

2. 上表には，破砕片除去，法面整形は含まない。 

 3. 大型ブレーカのベースマシンは，バックホウ排出ガス対策型（第１次基準値）・クローラ型山積0.8ｍ3

（平積0.6ｍ3）とする。  
 4. 転石歩掛は，粒径50cm程度の大きさに破砕するものである。 

    現行どおり 5. 大型ブレーカ用バックホウの岩石作業の損料の補正係数は，＋0.25とする。ただし，軟岩を掘削する場

合の補正係数は，＋0.10とする。  
 6. 諸雑費は大型ブレーカ用チゼル損耗費であり，機械損料及び運転経費に上表の率を乗じた金額を上限と

して計上する。  
7. 上表により難い場合は，別途考慮する。  

  
  

５－２－２ 岩石掘削（火薬） 
   火薬使用の岩石掘削歩掛は，次表とする。 

表5.3 岩石掘削（火薬）日当り施工量 

土質・岩分類 単 位 施 工 量 

軟 岩 ｍ 37 3

硬 岩 〃 21 

転 石 〃  9 

 
１日当り掘削歩掛は，次表とする。 

表5.4 岩石掘削（火薬）日当り歩掛 （１日当り）

名    称 規    格 単 位
土 質 ・ 岩 分 類 

軟 岩 硬 岩 転 石

世 話 役  人 0.7 0.6 0.3 

削 岩 工  〃 1.9 1.6 1.4 

特 殊 作 業 員  〃 2.7 1.8 0.7 

普 通 作 業 員  〃 2.2 1.9 0.3 

諸 雑 費 率      ％ 18 23 26

 (注) 1. 歩掛には，仕上掘削を含む。 

2. 表土除き，伐根，爆破後の岩破砕片の集積，積込み，岩盤清掃等の作業が必要な場合は，別途計上する。

3. 上表の労務には，空気圧縮機（排出ガス対策型(第１次基準値)），削岩機の運転労務を含む。 

4. 諸雑費は，火薬・雷管の費用，レッグハンマ損料，ロッド・ビット等の損耗費及び空気圧縮機（排出ガ

ス対策型(第１次基準値)）運転経費であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上す

る。 

5. 上表により難い場合は，別途考慮する。 
 

５－２－２ 岩石掘削（火薬） 
   火薬使用の岩石掘削歩掛は，次表を標準とする。 

表5.3 岩石掘削（火薬）日当り施工量 

土質・岩分類 単 位 施 工 量 

軟 岩 ｍ3 37 

硬 岩 〃 21 

転 石 〃  9 

 
日当り掘削歩掛は，次表を標準とする。 

表5.4 岩石掘削（火薬）日当り歩掛 （１日当り）

名    称 規    格 単 位
土 質 ・ 岩 分 類 

軟 岩 硬 岩 転 石

世 話 役  人 0.7 0.6 0.3 

削 岩 工  〃 1.9 1.6 1.4 

特 殊 作 業 員  〃 2.7 1.8 0.7 

普 通 作 業 員  〃 2.2 1.9 0.3 

諸 雑 費 率      ％ 18 23 26

 (注) 1. 歩掛には，仕上掘削を含む。 

2. 表土除き，伐根，爆破後の岩破砕片の集積，積込み，岩盤清掃等の作業が必要な場合は，別途計上する。 

3. 上表の労務には，空気圧縮機（排出ガス対策型(第１次基準値)），削岩機の運転労務を含む。 

4. 諸雑費は，火薬・雷管の費用，レッグハンマ損料，ロッド・ビット等の損耗費及び空気圧縮機（排出ガ

ス対策型(第１次基準値)）運転経費であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上す

る。 

5. 上表により難い場合は，別途考慮する。 
 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（土工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ５－２－３ 人力掘削歩掛 ５－２－３ 人力掘削歩掛 
Ｐ４５１ 機械施工ができない箇所及び火薬による破砕ができない箇所の人力掘削歩掛は，次表とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４５２ 

   なお，粘性土，砂及び砂質土，レキ質土，岩塊・玉石は,「第２章土工⑥人力土工」による。 
表5.5 人力掘削 日当り施工量 

土質・岩分類 単 位 施 工 量 

軟 岩 ｍ3  9 

硬 岩 〃  7 

転 石 〃 12 

 
  １日当り掘削歩掛は，次表とする。 

表5.6 岩石掘削（人力）歩掛 （１日当り）

名    称 規    格 単 位
土 質 ・ 岩 分 類 

軟 岩 硬 岩 転 石

世 話 役  人 0.9 1.0 1.0 

特 殊 作 業 員  〃 2.8 2.9 2.9 

普 通 作 業 員  〃 1.9 2.0 2.0 

諸 雑 費 率  ％ ７ ７ ７ 

(注) 1. 上表の硬岩は，硬岩（Ⅰ）は含まないものとする。 

2. 伐根，岩盤清掃等の作業が必要な場合は，別途計上する。 

3. 歩掛には，仕上掘削を含む。 

4. 対象土量は，地山土量とする。 

5. 上表の労務には，空気圧縮機（排出ガス対策型(第１次基準値))，削岩機の運転労務を含む。 

6. 歩掛には，掘り起こし及び切崩し作業のほか投棄を含む。 

7. 諸雑費は，空気圧縮機（排出ガス対策型(第１次基準値)）運転経費，削岩機損料であり，労務費の合計

額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 
6. 単  価  表 

（１） バックホウ掘削積込100㎥当り単価表 

名     称 規   格 単 位 数 量 摘    要 

バックホウ運転

排出ガス対策型（第１次基準

値）・クローラ型 

山積0.8㎥（平積0.6㎥） 

日 100／Ｄ 表4.1 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注） D：日当り施工量 
 

機械施工が出来ない箇所及び火薬による破砕が出来ない箇所の人力掘削歩掛は，次表とする。 
   なお，粘性土，砂及び砂質土，レキ質土，岩塊・玉石は,「第２章土工⑥人力土工」による。 

表5.5 人力掘削 日当り施工量 

土質・岩分類 単 位 施 工 量 

軟 岩 ｍ  9 3

硬 岩 〃  7 

転 石 〃 12 

 
  日当り掘削歩掛は，次表を標準とする。 

表5.6 岩石掘削（人力）歩掛 （１日当り）

土 質 ・ 岩 分 類 
名    称 規    格 単 位

軟 岩 硬 岩 転 石

世 話 役  人 0.9 1.0 1.0 

特 殊 作 業 員  〃 2.8 2.9 2.9 

普 通 作 業 員  〃 1.9 2.0 2.0 

諸 雑 費 率  ％ ７ ７ ７ 

(注) 1. 上表の硬岩は，硬岩（Ⅰ）は含まないものとする。 

2. 伐根，岩盤清掃等の作業が必要な場合は，別途計上する。 

3. 歩掛には，仕上掘削を含む。 

4. 対象土量は，地山土量とする。 

5. 上表の労務には，空気圧縮機（排出ガス対策型(第１次基準値))，削岩機の運転労務を含む。 

6. 歩掛には，掘り起こし及び切崩し作業のほか投棄を含む。 

7. 諸雑費は，空気圧縮機（排出ガス対策型(第１次基準値)）運転経費，削岩機損料であり，労務費の合計

額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 
6. 単  価  表 

（１） バックホウ掘削・積込・床掘100㎥当り単価表 

名     称 規   格 単 位 数 量 摘    要 

排出ガス対策型（第１次基準

値）・クローラ型 バックホウ運転 日 100／Ｄ 表4.1 

山積0.8㎥（平積0.6㎥）

諸 雑 費  式 1  

計     

（注） D：日当り施工量 
 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（土工） 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
Ｐ４５２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４５３ 

 

（２） ブルドーザ掘削押土100㎥当り単価表 

名     称 規   格 単 位 数 量 摘    要 

ブルドーザ運転
排出ガス対策型（第１次基準値）

普通15ｔ 
日 100／Ｄ 表4.2 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注） D：日当り施工量 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 (３) 岩石掘削（機械）10ｍ3当り単価表 

名     称 規    格 単 位 数 量 摘   要 

大型ブレーカ運転 油圧式1,300kg級 日 10／Ｄ 表5.1，表5.2 

諸 雑 費  式 １ 表5.2 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 (４) 岩石掘削（火薬）10ｍ3当り単価表 

名     称 規    格 単 位 数 量 摘   要 

世 話 役  人 表5.4×10／Ｄ 表5.3，表5.4 

削 岩 工  〃 〃 〃 

特 殊 作 業 員  〃 〃 〃 

普 通 作 業 員  〃 〃 〃 

諸 雑 費  式 １ 4 表5.

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

  

 

（２） ブルドーザ掘削押土100㎥当り単価表 

名     称 規   格 単 位 数 量 摘    要 

ブルドーザ運転 
排出ガス対策型（第１次基準値）

普通15ｔ級 

日 100／Ｄ 表4.2 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注） D：日当り施工量 
 

 (３) ダンプトラック運搬100㎥当り単価表 

名     称 規    格  位単 数 量 摘   要 

ダンプトラック 10ｔ級 日  表4.3 

諸 雑 費  式 １  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 (４) 岩石掘削（機械）10ｍ3当り単価表 

名     称 規    格 単 位 数 量 摘   要 

大型ブレーカ運転 油圧式1,300kg級 日 10／Ｄ 表5.1，表5.2 

諸 雑 費  式 １ 表5.2 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 (５) 岩石掘削（火薬）10ｍ3当り単価表 

名     称 規    格 単 位 数 量 摘   要 

世 話 役  人 表5.4×10／Ｄ 表5.3，表5.4 

削 岩 工  〃 〃 〃 

特 殊 作 業 員  〃 〃 〃 

普 通 作 業 員  〃 〃 〃 

諸 雑 費  式 １ 表5.4 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（土工） 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
Ｐ４５３ (５) 岩石掘削（人力）10ｍ3当り単価表 

名     称 規    格 単 位 数 量 摘   要 

世 話 役  人 表5.6×10／Ｄ 表5.5，表5.6 

特 殊 作 業 員  〃 〃 〃 

普 通 作 業 員  〃 〃 〃 

諸 雑 費  式 １ 表5.6 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

（６） 機械運転単価表 

機  械  名 規     格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ

排出ガス対策型（第１次基準

値）・クローラ型 

山積0.8㎥（平積0.6㎥） 

機―18 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→108 

機械損料数量→ 1.67 

ブ ル ド ー ザ
排出ガス対策型（第１次基準

値）普通15ｔ 
機―18 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→104 

機械損料数量→ 2.16 

ダンプトラック 10ｔ積 機―22 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→ 92 

機械損料数量→ 1.23 

大 型 ブ レ ー カ

(バックホウ装着)
油圧式1,300kg級 機―20 

機 械 損 料 １→バックホウ 

（排出ガス対策型（第１次基準値） 

クローラ型山積0.8㎥（平積0.6㎥））

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→ 95 

機械損料数量→ 1.30 

機 械 損 料 ２→大型ブレーカ 

        （油圧式1,300kg級）

機械損料数量→ 1.30 
 

(６) 岩石掘削（人力）10ｍ3当り単価表 

名     称 規    格 単 位 数 量 摘   要 

世 話 役  人 表5.6×10／Ｄ 表5.5，表5.6 

特 殊 作 業 員  〃 〃 〃 

普 通 作 業 員  〃 〃 〃 

諸 雑 費  式 １ 表5.6 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

(７) 機械運転単価表 

機  械  名 規     格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 

排出ガス対策型（第１次基準

値）・クローラ型 

山積0.8㎥（平積0.6㎥） 

機―18 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→108 

機械損料数量→ 1.67 

ブ ル ド ー ザ 
排出ガス対策型（第１次基準

値）普通15ｔ級 
機―18 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→104 

機械損料数量→ 2.16 

ダンプトラック 10ｔ積 機―22 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→ 92 

機械損料数量→ 1.23 

大 型 ブ レ ー カ 

(バックホウ装着) 
油圧式1,300kg級 機―20 

機 械 損 料 １→バックホウ 

（排出ガス対策型（第１次基準値） 

クローラ型山積0.8㎥（平積0.6㎥））

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→ 95 

機械損料数量→ 1.30 

機 械 損 料 ２→大型ブレーカ 

        （油圧式1,300kg級）

機械損料数量→ 1.30 
 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（コンクリート工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ９章 砂  防 ９章 砂  防 

Ｐ４５４  ② コンクリート工 ② コンクリート工 

1. 適 用 範 囲 1. 適 用 範 囲 

  本資料は，砂防工（本ダム，副ダム，床固，帯工，水叩，側壁，護岸）における平均打設高30m 以下のコンクリ

ート打設の施工に適用する。 

 

2. 施 工 概 要 

  施工フローは，下記を標準とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図 2-1 施工フロー 

 

3. 機種の選定 

  機械・規格は，次表を標準とする。 

表3.1 機種の選定 

作 業 種 別 機  械  名 規        格 単位 数量 摘 要

コ ン ク リ ー ト 打 設
ラフテレーンクレーン 

排出ガス対策型（第１次基準値）
油圧伸縮ジブ型 25t吊 

台 １  
型 枠 設 置 ・ 撤 去

(注)  現場条件により上表により難い場合は，現場条件にあった機械・規格を別途考慮する。 

 
 
4. 材料使用量 

  コンクリートの使用量の補正は，次式とする。 

   使用量＝設計量×(１＋Ｋ）………式4.1 

          Ｋ：ロス率 
表4.1 ロ ス 率（Ｋ） 

種       別 ロ  ス  率 

コ ン ク リ ー ト  ＋0.04 
 

  本資料は，砂防工（本えん堤，副えん堤，床固，帯工，水叩，側壁，護岸）における平均打設高 30m以下のコン

クリート打設の施工に適用する。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
       現行どおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4. 材料使用量 

  コンクリートの使用量の補正は，次式とする。 

   使用量（㎥）＝設計量（㎥）×(１＋Ｋ）………式4.1 

          Ｋ：ロス率 
表4.1 ロ ス 率（Ｋ） 

種       別 ロ  ス  率 

コ ン ク リ ー ト  ＋0.04 
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一部改正工種 
砂防工（コンクリート工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  5. 型 枠 工 5. 型 枠 工 

Ｐ４５４   （１）適用範囲  （１）適用範囲 

    外部型枠，内部型枠に適用する。    外部型枠，内部型枠に適用する。 

  （２）型枠設置・撤去，ケレンはく離剤塗布施工歩掛  （２）型枠設置・撤去，ケレンはく離剤塗布施工歩掛 

    鋼製型枠100ｍ2当り施工歩掛は，次表とする。    鋼製型枠100ｍ2当り施工歩掛は，次表を標準とする。 

 (100ｍ2当り) (100ｍ2当り)表5.1 鋼製型枠設置・撤去，ケレンはく離剤塗布施工歩掛 表5.1 鋼製型枠設置・撤去，ケレンはく離剤塗布施工歩掛 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４５５ 

名     称 規    格 単 位 数 量 摘   要 名     称 規    格 単 位 数 量 摘   要 

世 話 役  人 2.0  世 話 役  人 2.0  

型 枠  工 〃 .0  13  型 枠  工 〃 .0  13  

普 通 作 業 員     〃 13.0 普 通 作 業 員     〃 13.0

ラフテレーンクレーン
運 転

排出ガス対策型（第１次基
準値） 
油圧伸縮ジブ型 25t吊 

日 2.0  

諸 雑 費 率     ％ ９

(注) 1. 諸雑費は，メタルフォーム，木製型枠，角パイプ，フォームタイ，座金，プラスチックコン，セパレー

タ，丸鋼，はく離剤等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

2. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

 
 
6. 足 場 工 

 (１) 適用範囲 
    高さ２ｍ以上で，外部型枠，内部型枠の設置・撤去用足場（キャットウォーク）を設置する場合に適用する。 
 (２) 設置及び撤去歩掛 
    足場設置及び撤去歩掛は，次表とする。 

表6.1 足場設置及び撤去歩掛 （設置延長10ｍ当り）

名     称 規            格 単 位 数 量

世 話 役  人 0.1 

と び 工  〃 0.3 

普 通 作 業 員  〃 0.3 

諸 雑 費 率    ％ 15

(注) 1. 諸雑費は，キャットウォーク，丸パイプ，直交クランプ，板付布枠，番線等の費用であり，

労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

2. 高さ方向の標準設置間隔は，1.8ｍとする。 

 
 

ラフテレーンクレーン
運 転

排出ガス対策型（第１次基
準値） 日 2.0  
油圧伸縮ジブ型 25t吊 

諸 雑 費 率  ％   ９

(注) 1. 諸雑費は，メタルフォーム，木製型枠，角パイプ，フォームタイ，座金，プラスチックコン，セパレー

タ，丸鋼，はく離剤等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

2. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

 
 
6. 足 場 工 

 (１) 適用範囲 
    高さ２ｍ以上で，外部型枠，内部型枠の設置・撤去用足場（キャットウォーク）を設置する場合に適用する。 
 (２) 設置及び撤去歩掛 
    足場設置及び撤去歩掛は，次表を標準とする。 

表6.1 足場設置及び撤去歩掛 （設置延長10ｍ当り）

名     称 規            格 単 位 数 量

世 話 役  人 0.1 

と び 工  〃 0.3 

普 通 作 業 員  〃 0.3 

18諸 雑 費 率   ％  

(注) 1. 諸雑費は，キャットウォーク，丸パイプ，直交クランプ，板付布枠，養生シート，番線等

の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

2. 高さ方向の標準設置間隔は，1.8ｍとする。 

 
 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（コンクリート工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  7. 砂防コンクリート打設歩掛 7. 砂防コンクリート打設歩掛 

Ｐ４５５   ７－１ 一般部コンクリート打設歩掛  ７－１ 一般部コンクリート打設歩掛 

   一般部コンクリート打設にかかる施工歩掛は，次表を標準とする。    一般部コンクリート打設にかかる施工歩掛は，次表を標準とする。 

（100ｍ3当り） （100ｍ3当り）表7.1 一般部コンクリート打設歩掛 表7.1 一般部コンクリート打設歩掛 

名   称 規  格 単位

日打設量(ｍ3／日) 日打設量(ｍ3／日) 

50未満 
50以上 
150未満 

名   称 規  格 単位
50以上 

50未満 
150未満 

世 話 役  人 1.5（1.5） 1.0（1.0） 世 話 役  人 1.5（1.5） 1.0（1.0） 

特 殊 作 業 員  〃 4.4（4.4） 2.7（2.7） 特 殊 作 業 員  〃 4.4（4.4） 2.7（2.7） 

普 通 作 業 員  〃 5.8（4.9） 4.1（3.2） 普 通 作 業 員  〃 5.8（4.9） 4.1（3.2） 

ラフテレーンクレーン
運 転

排出ガス対策型（第１次
基準値） 
油圧伸縮ジブ型 25t吊 

日 1.7（1.7） 0.9（0.9） 
ラフテレーンクレーン

種

率

雑

工

チ ッ ピ ン グ  ％ 19（20） 28（32） 

岩 盤 清 掃  〃 19（21） 29（32） 

諸 雑 費 率  〃   23（13） 30（15）

(注) 1. 上表の労務歩掛は，コンクリート打設・養生・打継面清掃・チッピング・岩盤清掃等を含むものである。

2. 雑工種，諸雑費は，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 なお，雑工種，諸雑費に含まれる内容は次のとおりである。 

〔雑工種（チッピング）〕 

  チッピング労務，空気圧縮機損料，削岩機損料，削岩機運転経費及び電力に関する経費。 

〔雑工種（岩盤清掃）〕 

  岩盤清掃労務，高圧洗浄機損料，工事用水中ポンプ損料，電力に関する経費。 

〔諸雑費〕 

  養生マット，コンクリートバケット損料，バイブレータ損料，水中ポンプ損料，高圧洗浄機損料，

電力に関する経費。 

3. バケット容量は，1.0ｍ3を標準とし，これにより難い場合は，別途考慮する。 

4. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

5. 特殊養生を必要とする場合は（ ）内の数値を適用し，養生にかかる費用は別途計上する。 
 

運 転

排出ガス対策型（第１次
基準値） 日 1.7（1.7） 0.9（0.9） 
油圧伸縮ジブ型 25t吊 

種

率

雑

工

チ ッ ピ ン グ  ％ 19（20） 28（32） 

岩 盤 清 掃  〃 19（21） 29（32） 

諸 雑 費 率  〃   23（13） 30（15）

(注) 1. 上表の労務歩掛は，コンクリート打設・養生・打継面清掃・チッピング・岩盤清掃等を含むものである。

2. 雑工種，諸雑費は，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 なお，雑工種，諸雑費に含まれる内容は次のとおりである。 

〔雑工種（チッピング）〕 

  チッピング労務，空気圧縮機損料，さく岩機損料，さく岩機運転経費及び電力に関する経費。 

〔雑工種（岩盤清掃）〕 

  岩盤清掃労務，高圧洗浄機損料，工事用水中ポンプ損料，電力に関する経費。 

〔諸雑費〕 

  養生マット，コンクリートバケット損料，バイブレータ損料，水中ポンプ損料，高圧洗浄機損料， 

電力に関する経費。 

コンクリートバケット3. 容量は，1.0ｍ3を標準とし，これにより難い場合は，別途考慮する。 

4. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

5. 特殊養生を必要とする場合は（ ）内の数値を適用し，養生にかかる費用は別途計上する。 
 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（コンクリート工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    

Ｐ４５６  ７－２ 堤冠コンクリート打設歩掛  ７－２ 堤冠コンクリート打設歩掛 

   堤冠コンクリート打設歩掛は，次表を標準とする。    堤冠コンクリート打設歩掛は，次表を標準とする。 

（10ｍ3当り） （10ｍ3当り）表7-2 堤冠コンクリート打設歩掛 表7-2 堤冠コンクリート打設歩掛

名   称 規  格 単位 

日打設量(ｍ 3／ブロック) 日打設量(ｍ 3／ブロック) 

鉄 材 グ ラ ノ リシ ック
３ 未 満 20  未   満

富 配 合
30  未   満

名   称 規  格 単位
鉄 材 グ ラ ノ リシ ック 富 配 合 
３ 未 満 20  未   満 30  未   満 

世 話 役  人 3.3（3.3） 0.6（0.6） 0.3（0.3） 世 話 役  人 3.3（3.3） 0.6（0.6） 0.3（0.3） 

特殊作業員  〃 5.7（5.7） 2.7（2.7） 1.3（1.3） 特殊作業員  〃 5.7（5.7） 2.7（2.7） 1.3（1.3） 

普通作業員  〃 12.5（12.0） 1.6（1.1） 1.0（0.5） 普通作業員  〃 12.5（12.0） 1.6（1.1） 1.0（0.5） 

ラフテレーン
ク レ ー ン
運 転

油圧伸縮ジブ型 

排出ガス対策型 
(第１次基準値） 

25t吊 

日 0.2（0.2） 

排出ガス対策型
ラフテレーン
ク レ ー ン 

(第１次基準値）
日 0.2（0.2） 

運 転 
油圧伸縮ジブ型
25t吊 

諸 雑 費 率  ％ ７（４） 21（11） 32（12） 諸 雑 費 率  ％ ７（４） 21（11） 32（12） 

(注) 1. 上表の労務歩掛は，コンクリート打設・養生等を含むものである。 (注) 1. 上表の労務歩掛は，コンクリート打設・養生等を含むものである。 

2. 諸雑費は，養生マット，コンクリートバケット損料，バイブレータ損料，水中ポンプ損料，高圧洗浄機

損料，電力に関する経費であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

2. 諸雑費は，養生マット，コンクリートバケット損料，バイブレータ損料，水中ポンプ損料，高圧洗浄機

損料，電力に関する経費であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

3. バケット容量は，1.0ｍ3を標準とし，これにより難い場合は，別途考慮する。 コンクリートバケット

4. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

5. 特殊養生が必要な場合は（ ）内の数値を適用し，養生にかかる費用は別途計上する。 

 
 
8. 止水板設置 

 ８－１ 止水板（塩化ビニル製止水板）設置歩掛 
   10ｍ当りの止水板設置歩掛は，次表とする。 

表8.1 止水板設置歩掛 （10ｍ当り）

名     称 単 位 数     量 

世 話 役 人 0.3 

普 通 作 業 員 〃 0.7 

 
 ８－２ 止水板使用量 
   使用量（ｍ)＝設計量（ｍ)×(１＋Ｋ）……式8.1 

       Ｋ：ロス率 

表8.2 ロ ス 率（Ｋ） 

種    別 ロス率 

止 水 板 ＋0.07 
 

3. 容量は，1.0ｍ3を標準とし，これにより難い場合は，別途考慮する。 

4. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

5. 特殊養生が必要な場合は（ ）内の数値を適用し，養生にかかる費用は別途計上する。 

 
 
8. 止水板設置 

 ８－１ 止水板（塩化ビニル製止水板）設置歩掛 
   10ｍ当りの止水板設置歩掛は，次表を標準とする。 

表8.1 止水板設置歩掛 （10ｍ当り）

名     称 単 位 数     量 

世 話 役 人 0.3 

普 通 作 業 員 〃 0.7 

 
 

 
 
 
     現行どおり 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（コンクリート工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   9. 単  価  表 

Ｐ４５７   （１）型枠設置・撤去，ケレンはく離剤塗布作業100ｍ2当り単価表 

 名     称 規     格 単 位 数 量 摘    要 
 

世 話 役  人  表5.1  
 

型 枠 工  〃  〃  
普 通 作 業 員  〃   〃  

 
ラフテレーンクレーン 

賃 料 

排出ガス対策型（第１次

基準値） 

油圧伸縮ジブ型25ｔ吊

日  〃 
 
 
 

諸 雑 費  式 １ 〃  
 

計      
  
 （２） 足場設置及び撤去・設置延長10ｍ当り単価表 
 

名     称 規     格 単 位 数 量 摘    要 
 

世 話 役  人  表6.1  
 と び 工  〃  〃 
 

普 通 作 業 員  〃   〃  
 諸 雑 費  式 １ 〃 
         現行どおり 

計     

 
 （３）一般部コンクリート打設100ｍ3当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数 量 摘    要 

世 話 役  人  7.1 表

特 殊 作 業 員  〃   〃

普 通 作 業 員  〃   〃

コ ン ク リ ー ト  ｍ3  式4.1 

ラフテレーンクレーン 

賃 料 

排出ガス対策型（第１次
基準値） 

油圧伸縮ジブ型25ｔ吊
日  表7.1 

雑

工

種 

チ ッ ピ ン グ  式   〃 必要に応じて計上

岩 盤 清 掃  〃   〃 必要に応じて計上

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     
 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（コンクリート工） 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 標準歩掛 
Ｐ４５７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４５８ 

 

 （４）堤冠コンクリート打設10ｍ3当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数 量 摘    要 

世 話 役  人  表7.2 

特 殊 作 業 員  〃   〃

普 通 作 業 員  〃   〃

コ ン ク リ ー ト  ｍ3  式4.1 

ラフテレーンクレーン 
賃 料 

排出ガス対策型（第１
次基準値） 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊

日  表7.2 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     

 
 
(５) 止水板設置10ｍ当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数 量 摘    要 

世 話 役  人  表8.1 

普 通 作 業 員  〃   〃

止 水 板 塩化ビニル製 ｍ  式8.1 

諸 雑 費  式 １  

計     
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         現行どおり 

 



 

一部改正工種 
砂防工（砂防ソイルセメント工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ９章 砂  防 ９章 砂  防 

Ｐ４６１  ④ 砂防ソイルセメント工 ④ 砂防ソイルセメント工 

1. 適 用 範 囲 1. 適 用 範 囲 

 本資料は，砂防工（本ダム，副ダム，床固，帯工，水叩，側壁，護岸）の基礎及び中詰において施工位置周辺ヤー

ドにて現地発生土とセメントをバックホウにて撹絆混合し，運搬，敷均し，締固めを行い，構造物を構築する砂防ソ

イルセメント工の施工に適用する。 

 本資料は，砂防工（本えん堤

 

2. 施 工 概 要 

  施工フローは，下記を標準とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図 2-1 施工フロー 

 

3.  施 工 歩 掛 

３－１ 粒径処理 
  ３－１－１ 施工内容 
       粒径処理は，バックホウ（スケルトンバケット付）を使用して，骨材の最大寸法以上の土砂をふるい

分ける作業とする。 
  ３－１－２ 機種の選定 
       粒径処理作業に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 

表3.1 機 種 の 選 定 

機  械  名 規      格 単 位 数 値 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ
排出ガス対策型（第２次基準値） 
クローラ型山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

台 １  

 

  ３－１－３ 日当り編成人員 

       粒径処理作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

表3.2 日当り編成人員 （人）

世 話 役 普通作業員 

１ １ 
 

，副えん堤，床固め，帯工，水叩き，側壁，護岸）の基礎及び中詰において施工位置

周辺ヤードにて現地発生土とセメントをバックホウにて撹絆混合し，運搬，敷均し，締固めを行い，構造物を構築す

る砂防ソイルセメント工の施工に適用する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         現行どおり 
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一部改正工種 
砂防工（砂防ソイルセメント工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛 ３－１－４ 日当り施工量   
Ｐ４６２        粒径処理作業の日当り施工量は，次表を標準とする。   

 
表3.3 日当り施工量 (ｍ3/日)

 
粒径処理率（％) 40を超え45ま

で 
45を超え50ま

で 
50を超え60ま

で 
60を超え80ま

で 
80を超え100ま

で 
 
 

日 当 り 施 工 量 30 37 47 68 96  
 

(注) 1. 対象土質は，砂質土及びレキ質土であり，土質条件が異なる場合は別途考慮する。 
   2. 日当り施工量は，粒径処理後土量を示す。 
   3. 粒径処理率は次式による。 
     粒径処理率(％)＝(粒径処理後土量)/(粒径処理前土量） 

 
 
 
 
 ２ 
 
   ３－１－５ 諸 雑 費 
 

       諸雑費は，スケルトンバケットの損料であり，労務費の合計に次表の率を乗じた金額を上限として計

上する。 

 
 
 

表3.4 諸雑費率 （％）  
 

諸 雑 費 率 ５ 
 

  
 ３－２ 粒径処理土積込  
    粒径処理土の積込は，「第９章砂防 ①土工」による。          現行どおり 
 
 ３－３ 粒径処理土運搬 
    粒径処理土の運搬は，「第９章砂防 ①土工」による。 
 
 ３－４ 撹拌混合 
  ３－４－１ 機種の選定 
       撹拌混合作業に使用する機械・規格は次表を標準とする。 

表3.5 機 種 の 選 定 

機  械  名 規      格 単 位 数 値 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ
排出ガス対策型（第２次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3）吊能力2.9ｔ 

台 １  

  ３－４－２ 日当り編成人員 
       撹拌混合作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

表3.6 日当り編成人員 （人）

世   話   役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

１ １ １ 
 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（砂防ソイルセメント工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   
Ｐ４６２     ３－４－３ 日当り施工量 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４６３ 

       撹拌混合作業の日当り施工量は，次表を標準とする。 
 

表3.7 日当り施工量 （ｍ3/日）  
 

日当り施工量 171  
(注) 1. 歩掛は，粒径処理土投入，セメント投入，撹拌混合，

混合材料積込までを含む。 

   2. 日当り施工量は，製造する混合材料量とする。 

   3. 混合材料量は，締固め状態における量で表示する。

 
 
 
 
 
   ３－４－４ 諸雑費 
 
        諸雑費は，用水及び電力に関する経費であり，労務費の合計に次表の率を乗じた金額を上限として計

上する。  
 
 表3.8 諸雑費率 （％）

 
諸 雑 費 率 ７  

  
 ３－５ 混合材料運搬 
 

    混合材料の運搬は，「第９章砂防 ①土工」による。  
         現行どおり  ３－６ 混合材料投入 

    混合材料の投入は，「第９章砂防 ①土工」による。 

 ３－７ 混合材料敷均し・締囲め 

  ３－７－１ 機種の選定 

       混合材料敷均し・締固め作業に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 

表3.9 機 種 の 選 定 

機  械  名 規      格 単 位 数 値 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型山積0.28ｍ3（平積0.2ｍ3） 

台 １  

振 動 ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
搭乗式・コンバインド型３～４ｔ 

〃 １  

(注) バックホウ及び振動ローラは賃料とする。 

  ３－７－２ 日当り編成人員 

       混合材料敷均し・締固め作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

表3.10 日当り編成人員 （人）

世   話   役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

１ １ ２ 
   

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（砂防ソイルセメント工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ３－７－３ 日当り施工量   
Ｐ４６３        混合材料敷均し・締固め作業の日当り施工量は，次表を標準とする。  

 
表3.11 日当り施工量 （ｍ3/日）

 
日 当 り 施 工 量 128  

 
(注) 1. 歩掛は，敷均し，締固め，養生，打継面処理までを含

む。 

   2. 混合材料量は，締固め状態における量で表示する。

   3. 養生は，施工箇所をシートで覆うことを標準とする

が，これにより難い場合は,「第５章コンクリート工①

コンクリート工」による。 

   4. 打継面処理は，打継面の清掃のみを標準とし，セメン

ト散布が必要な場合は，材料費を別途計上する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
  ３－７－４ 諸雑費 
        諸雑費は，タンパ及びランマの運転経費及び養生の材料費，打継面処理の労務に関する費用であり，

労務費の合計に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。  
 

表3.12 諸雑費率 （％）  
 

諸 雑 費 率 5(4)  
(注) 施工箇所をシートで覆う養生が不要な場合は（ ）内の

数値を使用する。 

 
         現行どおり 

 
4. 材料使用量 

  ４－１ セメント使用量 
     セメントの使用量は次式による。 
     使用量(ｔ)＝設計量(ｔ)×(１＋Ｋ）…‥式4.1 
       Ｋ：ロス率 

表4.1 ロ ス 率（Ｋ) 

ロ ス 率 ＋0.06 
 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（砂防ソイルセメント工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   5. 単 価 表 

Ｐ４６４  (１) 粒径処理100ｍ3当り単価表  
 名    称 規      格 単 位 数  量 摘   要 
 

世 話 役  人 1×100/Ｄ 表3.2  
 

普 通 作 業 員  〃 1×100/Ｄ 〃  
 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第２次基準値) 
クローラ型山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3） 

日 1×100/Ｄ   
 諸 雑 費  式 1 表3.4 
 

計      
 

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ3/日）  
  (２) 撹拌混合100ｍ3当り単価表 
 

名    称 規      格 単 位 数  量 摘   要 
 

世 話 役  人 1×100/Ｄ 表3.6  
 

特 殊 作 業 員  〃 1×100/Ｄ  〃  
 

普 通 作 業 員  〃 1×100/Ｄ 〃 
 

バ ッ ク ホ ウ 運 転

排出ガス対策型(第２次基準値) 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3）吊能
力2.9ｔ 

日 1×100/Ｄ  

 
 
         現行どおり 

セ メ ン ト  ｔ  式4.1 

諸 雑 費  式 1 表3.8 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ3/日） 

 (３) 混合材料敷均し・締固め100ｍ3当り単価表 

名    称 規      格 単 位 数  量 摘   要 

世 話 役  人 1×100/Ｄ 表3.10 

特 殊 作 業 員  〃 1×100/Ｄ  〃 

普 通 作 業 員  〃 2×100/Ｄ 〃 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第１次基準値) 
クローラ型山積0.28ｍ3(平積0.2ｍ3) 

日 1×100/Ｄ  

振 動 ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型(第１次基準値) 
搭乗式・コンバインド型３～４ｔ 

〃 1×100/Ｄ  

諸 雑 費  式 1 表3.12 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ3/日） 
 

 

 



 

一部改正工種 
砂防工（砂防ソイルセメント工） 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 標準歩掛 
Ｐ４６４ 

 (４) 機械運転単価表 

機 械 名 規      格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ

(粒 径 処 理)

排出ガス対策型(第２次基準値) 

クローラ型山積0.8ｍ3(平積0.6ｍ3) 
機－18 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→112 

機械損料数量→ 1.71 

バ ッ ク ホ ウ

(撹 拌 混 合)

排出ガス対策型(第２次基準値) 

クローラ型・クレーン機能付 

山積0.8ｍ3(平積0.6ｍ3)吊能力2.9ｔ 

機－18 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→116 

機械損料数量→ 1.71 

バ ッ ク ホ ウ

(敷  均  し)

排出ガス対策型(第１次基準値) 

クローラ型山積0.28ｍ3(平積0.2ｍ3) 
機－28 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→ 22 

賃 料 数 量→ 1.52 

振 動 ロ ー ラ

(締  固  め)

排出ガス対策型(第１次基準値) 

搭乗式・コンバインド型３～４ｔ 
機－28 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→ 10 

賃 料 数 量→ 1.45 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         現行どおり 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（集水井工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   10章 地すべり防止工 
 Ｐ４６５  ① 地すべり防止工 
 1. 集 水 井 工 
 １－１ 適 用 範 囲 
   本資料は，人力併用機械掘削，ライナープレート土留工法による径3.5ｍで深さ40ｍまでの集水井工に適用する。
   なお，径はライナープレートの公称径（ボルト穴間の径）とする。 
  
 １－２ 施 工 概 要 
  施工フローは，下記を標準とする。 
  

 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図 1-1 施工フロー 

 
１－３ 工 法 の 選 定 

  工法の選定は，図１－１による。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 1. 現場条件等により上図により難い場合は，別途考慮する。 

2. 全掘削深をＢ工法又はＣ工法で施工する。 

 
図 1-2 工法の選定 

 
    現行どおり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１－３ 工 法 の 選 定 

  工法の選定は，下表を標準する。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 1. 現場条件等により上図により難い場合は，別途考慮する。 

2. 全掘削深をＢ工法又はＣ工法で施工する。 

 
図 1-2 工法の選定 
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Ａ工法：人力併用機械掘削
(クラムシェル掘削・排土)

Ｂ工法：人力併用機械掘削
(バックホウ掘削・クレーン排土)
(注)2

Ｃ工法：人力併用機械掘
(バックホウ掘削・簡易やぐら排土)

工 法 の 選 定

現場に 

 

クラムシェル又は 
クローラクレーンが 

搬入設置 
できる 

掘削深さ

Ａ工法：人力併用機械掘削
(クラムシェル掘削・排土)

Ｂ工法：人力併用機械掘削
(バックホウ掘削・クレーン排土)
(注)2 

Ｃ工法：人力併用機械掘削
(バックホウ掘削・簡易やぐら排土)
(注)2

できない 

できる 

20ｍ以上 

20ｍ未満 

削

(注)2

出来ない 

出来る 

20ｍ以上 

20ｍ未満 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（集水井工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛     

Ｐ４６６   １－４ 機種の選定 

  １－４－１ 掘削土留作業に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 

 表1.1 機種の選定 
 

作業種別 機 械 名 規   格 単位 数量
工    法 

摘 要
 
 

Ａ Ｂ Ｃ  
 油圧クラムシェルテレス

コピック式クローラ型平
積0.4ｍ3 

掘 削 及 び 
排 土 

クラムシェル 台 １ ○     
 
 排出ガス対策型（第１次基

準値）・油圧伸縮ジブ型
4.9t吊 

排 土 及 び 
土 留 材 ・ 
機 材 の 
吊 込 み 

クローラクレーン 〃 １ ○ ○    
 

簡易やぐら 
鋼管φ60.5×4.0ｍ 
2.0ｔ吊 
モータウインチ付 

〃 １   ○  
 
 
 

掘 削 小型バックホウ
電動式・クローラ型山積
0.022ｍ3（平積0.015ｍ3）

〃 １  ○ ○  
 
 
 
 (注) 1. 上表の機械は，掘削土を集水井の井戸脇に仮置きする場合である。 

 2. クラムシェル及びクローラクレーンは，賃料とする。 

 
１－４－２ 土 留 材  

   土留材は，ライナープレートとし，使用規格は，土圧計算等によって決定する。          現行どおり 
  
１－５ 編 成 人 員 

掘削土留作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

表1.2 日当り編成人員 （人）

世 話 役 トンネル特殊工 特殊作業員 普通作業員 
Ａ・Ｂ・Ｃ工法 

１ ３ １ １ 

 
 
１－６ 施 工 歩 掛 

１－６－１ 集水井１基当り施工日数 

    掘削土留作業１基当り施工歩掛は次式とする。なお，土留材（ライナープレート，補強材等）及び工事用昇

降梯子，安全ネットの取付けを含む歩掛である。 

  

           ････････式1.1 

 

      Ｄ：集水井１基当り施工日数（日／基） 

     ｄ1 ：砂・砂質土，粘性土，レキ質土の日掘削量  （ｍ／日） 

     ｄ2：岩塊・玉石混じり土，軟岩，中硬岩の日掘削量（ｍ／日）  

      ℓ1：砂・砂質土，粘性土，レキ質土の掘削延長  （ｍ） 

      ℓ2：岩塊・玉石混じり土，軟岩，中硬岩の掘削延長（ｍ） 

    （注) 岩掘削で火薬等を使用する場合は，別途考慮する。 

ℓ ℓ
Ｄ＝ 1 2

ｄ1 ｄ2

＋

 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（集水井工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  （１）掘削１日当り施工量（ｄn） 
Ｐ４６６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４６７ 

   掘削１日当り施工量は，次表とする。 
表1.3 掘削１日当り施工量ｄn （ｍ／日）

 

工法 

 

土  質 

掘削深さ

 
 10未満

 10以上～

20未満 

 20以上～

30未満 

30以上～

40以下

 Ａ工法
砂･砂質土,粘性土,レキ質土   （ｄ1） 2.55 2.30 － 

岩塊･玉石混じり土,軟岩,中硬岩 （ｄ2） 1.55 1.38 － 

Ｂ工法
砂・砂質土，粘性土，レキ質土  （ｄ1） － 1.10 0.99 

岩塊･玉石混じり土,軟岩,中硬岩 （ｄ2） － 0.66 0.59 

Ｃ工法
砂・砂質土，粘性土，レキ質土  （ｄ1） 1.54 1.26 0.99 0.72 

岩塊･玉石混じり土,軟岩,中硬岩 （ｄ2） 0.92 0.76 0.59 0.43 

       （注) 日掘削量の算出における掘削深さは，全土質の総掘削延長とする。 
 
 
（２）諸雑費 

諸雑費は，ファン（軸流式），水中ポンプ，ピックハンマ，コンクリートブレーカ，空気圧縮機（排出ガス対

策型（第１次基準値））・運転経費及び排土バケット，工事用昇降梯子，安全ネット，電力に関する経費であり，労

務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。なお，水中ポンプの有無に関係なく同率とする。 
表1.4 諸 雑 費 率 （％）

諸 雑 費 率 14 

 

 

１－６－２ コンクリート工 
 底版コンクリート及び固定基礎コンクリートの打設は，「第５章コンクリート工①コンクリート工」による。

 
 

     

１－６－３ 井戸蓋工 

 １－６－３－１ 機種の選定 
  井戸蓋工に使用する機械・規格は次表を標準とする。 

表1.5 機種の選定 

機 械 名 規    格 単 位 数 量 摘 要 

クローラクレーン
排出ガス対策型（第１次基準値） 

・油圧伸縮ジブ型4.9ｔ吊 
台 １  

（注） クローラクレーンは，賃料とする。 

 
 

（１）掘削日当り施工量（ｄn） 
    掘削日当り施工量は，次表とする。 

掘削日当り表1.3 施工量ｄn （ｍ／日）

  掘削深さ

工法 土  質  
 10未満

 10以上～

20未満 

 20以上～

30未満 

30以上～

40以下

 Ａ工法 
砂･砂質土,粘性土,レキ質土   （ｄ1） 2.55 2.30 － 

岩塊･玉石混じり土,軟岩,中硬岩 （ｄ2） 1.55 1.38 － 

Ｂ工法 
砂・砂質土，粘性土，レキ質土  （ｄ1） － 1.10 0.99 

岩塊･玉石混じり土,軟岩,中硬岩 （ｄ2） － 0.66 0.59 

Ｃ工法 
砂・砂質土，粘性土，レキ質土  （ｄ1） 1.54 1.26 0.99 0.72 

岩塊･玉石混じり土,軟岩,中硬岩 （ｄ2） 0.92 0.76 0.59 0.43 

       （注) 日掘削量の算出における掘削深さは，全土質の総掘削延長とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        現行どおり 
 
 

 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（集水井工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   １－６－３－２ 編成人員 
Ｐ４６７    井戸蓋工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 表1.6 日当り編成人員          （人）
 

世 話 役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員  
 

１ ２ １  
  
  
 

１－６－３－３ 日当り施工量  
    井戸蓋工の日当り施工量は，次表を標準とする。  

 表1.7 日当り施工量 （１日当り）
 

名        称 単 位 数 量  
 

井 戸 蓋 設 置 基 .5 4  
 (注) コンクリート製蓋及び鉄網製蓋に適用する。 

 
  
  

 １－６－４ 昇降用設備設置工 

１－６－４－１ 機種の選定  
  昇降用設備設置工に使用する機械・規格は次表を標準とする。  

         現行どおり 表1.8 機種の選定 
 

機 械 名 規    格 単 位 数 量 摘 要 

クローラクレーン
排出ガス対策型（第１次基準値） 

・油圧伸縮ジブ型4.9ｔ吊 
台 １  

（注） クローラクレーンは，賃料とする。 
 

 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（集水井工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   １－６－４－２ 編成人員 
Ｐ４６８   昇降用設備設置工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 表1.9 日当り編成人員          （人）
 

世 話 役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員  
 

１ ２ １  
  
  
 

１－６－４－３ 日当り施工量 
 

     昇降用設備設置工の日当り施工量は，次表を標準とする。  
 表1.10 日当り施工量 （１日当り）

 
名   称 単 位 数  量  

昇 降 用 設 備 ｍ 18  
 

(注) 螺旋型梯子及び直梯子に適用する。  
  
  
 

１－６－４－４ 諸雑費 
 

 諸雑費は，ファン（軸流式）の運転経費，電力に関する経費であり，労務費と機械運転経費の合計額に次表

の率を乗じた金額を上限として計上する。  
 
         現行どおり 表1.11 諸 雑 費 率 （％）

 
諸 雑 費 率 ５ 

 
 

１－６－５ 掘削作業設備の据付・解体 

１－６－５－１ 機種の選定 
    簡易やぐらの据付・解体に使用する機械・規格は次表を標準とする。 

表1.12 機種の選定 

機 械 名 規   格 単 位 数 量 摘 要

ト ラ ッ ク クレーン装置付２ｔ積2.9ｔ吊 台 1  

 
 
 
 
 
 

 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（集水井工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   １－６－５－２ 編成人員 
Ｐ４６８   簡易やぐらの据付・解体作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４６９ 

表1.13 日当り編成人員          （人）
 

世 話 役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員  
 

１ ２ １  
  

 １－６－５－３ 日当り施工量 
     簡易やぐらの据付・解体日当り施工量は，次表を標準とする。 
 
 表1.14 日当り施工量 （１日当り）
 

名   称 単 位 数  量  
 

掘 削 作 業 設 備 の 据 付 ・ 解 体 基 1.7  
(注) 据付及び解体を含めた日当り施工量である。  

 
  
  
  
１－７ 内訳書，単価表  
 (１) 集水井（ライナープレート土留壁）１基当り内訳書  

名     称 規    格 単位 数  量 摘   要  
         現行どおり 掘 削 土 留   基 １ 2) 単価表(
 

底 版 コ ン ク リ ー ト 工  ｍ3   

井 戸 蓋 工   基 １ 3) 単価表(

昇 降 用 設 備 工  ｍ   〃 (4)

掘削作業設備据付・解体工 簡易やぐら 式 １ 
※Ｃ工法のみ計上 
単価表(5) 

土 留 材 
ライナープレート，補強 
材等 

ｔ又はｍ   

井 戸 蓋 材   式 １  

昇 降 用 設 備 材  〃 １  

計     
 

 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（集水井工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    

Ｐ４６９  （２） 掘削土留１基当り単価表 

 名     称 規    格 単位 数量 摘   要 
 

世 話 役  人 Ｄ １×

表1.2，式1.1 

 
 

ト ン ネ ル 特 殊 工  〃 ３×Ｄ  
 

特 殊 作 業 員  〃 １×Ｄ
 

普 通 作 業 員  〃 １×Ｄ  
 

クラムシェル運転
油圧クラムシェルテレスコピック式 
クローラ型平積0.4ｍ3 

日 Ｄ 式1.1※Ａ工法のみ計上  
 

クローラクレーン運転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
油圧伸縮ジブ型4.9ｔ吊 

〃 Ｄ 式1.1※Ａ・Ｂ工法のみ計上  
 

小型バックホウ運転
電動式クローラ型山積0.022ｍ3 

（平積0.015ｍ3） 
〃 Ｄ 式1.1※Ｂ・Ｃ工法のみ計上  

 

簡 易 や ぐ ら 損 料
鋼管φ60.5×4.0ｍ 
2.0ｔ吊モータウインチ付 

〃 Ｄ 式1.1※Ｃ工法のみ計上 
 
 
 

諸 雑 費  式 １ .4 表1
 

計      
 

(注) Ｄ：集水井１基当り施工日数（日／基）  
         現行どおり  

  

（３） 井戸蓋１基当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数  量 摘     要 

世 話 役  人 １×１／Ｄ 

表1.6 特 殊 作 業 員    〃 ２×１／Ｄ

普 通 作 業 員    〃 １×１／Ｄ

クローラクレーン運転
排出ガス対策型（第１次基
準値） 
油圧伸縮ジブ型4.9ｔ吊 

日 １×１／Ｄ  

計     

(注) Ｄ：日施工量（基／日） 
 

 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（集水井工） 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 標準歩掛 
Ｐ４６９ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４７０ 

（４） 昇降用設備設置10ｍ当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数  量 摘     要 

世 話 役  人 １×10／Ｄ 

表1.9 特 殊 作 業 員    〃 ２×10／Ｄ

普 通 作 業 員    〃 １×10／Ｄ

クローラクレーン運転
排出ガス対策型（第１次基
準値） 
油圧伸縮ジブ型4.9ｔ吊 

日 １×10／Ｄ  

諸 雑 費  式 １ 表1.11 

計     

(注) Ｄ：日施工量（ｍ／日） 

 

(５) 掘削作業設備据付・解体１基当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数  量 摘     要 

世 話 役  人 /Ｄ 1×1

表1.13 特 殊 作 業 員    〃 2×1/Ｄ

普 通 作 業 員    〃 1×1/Ｄ

ト ラ ッ ク 運 転
クレーン装置付２ｔ

積2.9ｔ吊 
日 1×1/Ｄ  

計     

(注) Ｄ：日施工量（基／日） 

 

（６） 機械運転単価表 

機 械 名 規        格 適用単価表 指 定 事 項 

ク ラ ム シ ェ ル
油圧クラムシェルテレスコピック式 

クローラ型平積0.4ｍ3 
機－28 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→55 
賃 料 数 量→ 1.41 

クローラクレーン
排出ガス対策型（第１次基準値） 

油圧伸縮ジブ型4.9ｔ吊 
機－28 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量 
（Ａ工法）→15 
（Ｂ工法）→20 

(昇降用設備･井戸蓋)→17 
賃 料 数 量→  1.47

小 型 バ ッ ク ホ ウ
電動式・クローラ型山積0.022ｍ3 

（平積0.015ｍ3） 
機－25 

（Ｂ工法） 
機械損料数量→ 1.47 
（Ｃ工法） 
機械損料数量→ 1.40 

簡 易 や ぐ ら
鋼管φ60.5×4.0ｍ 2.0ｔ吊 

モータウインチ付 
機－25 機械損料数量→ 1.43 

ト ラ ッ ク クレーン装置付 ２ｔ積，2.9ｔ吊 機－18 
運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→27 
機械損料数量→ 1.20 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         現行どおり 
 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
地すべり防止工（集排水ボーリング工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ４７４ 
   ２－３－５ 足 場 工 

   (１) 足場設置・撤去歩掛 

     足場設置・撤去歩掛は，次表を標準とする。 

表3.10 足場設置・撤去歩掛 （100空ｍ3当り）

施     工     場     所 地      表 

名      称 規       格 単 位 平  地 傾 斜 地

世 話 役  人 2.4 3.1 

と び 工  〃 2.4 3.1 

普 通 作 業 員  〃 4.7 6.2 

トラッククレーン賃料 油圧伸縮ジブ型4.9ｔ吊 日 0.3 0.5 

諸 雑 費 率  ％ 29 20 

(注) 1. 作業面の足場幅は，4.5ｍとする。 

2. トラッククレーンの規格は，現場条件にあった規格を別途選定する。 

3. トラッククレーンは，賃料とする。 

4. 諸雑費は，足場材等の費用であり，労務費の合計に上表の率を乗じた金額を上限

として計上する。 

 

  ２－３－５ 足 場 工 

   (１) 足場設置・撤去歩掛 

     足場設置・撤去歩掛は，次表を標準とする。 

表3.10 足場設置・撤去歩掛 （100空ｍ3当り）

施     工     場     所 地      表 

名      称 規       格 単 位 平  地 傾 斜 地

世 話 役  人 2.4 3.1 

と び 工  〃 2.4 3.1 

普 通 作 業 員  〃 4.7 6.2 

トラッククレーン賃料 油圧伸縮ジブ型4.9ｔ吊 日 0.3 0.5 

諸 雑 費 率  ％ 26 18 

(注) 1. 作業面の足場幅は，4.5ｍとする。 

2. トラッククレーンの規格は，現場条件にあった規格を別途選定する。 

3. トラッククレーンは，賃料とする。 

4. 諸雑費は，足場材等の費用であり，労務費の合計に上表の率を乗じた金額を上限

として計上する。 

 

 

  
  
  

  

 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（山腹水路工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  10章 地すべり防止工
 ① 地すべり防止工 

Ｐ４７７  3. 山腹水路工 
  
 ３－１ 適 用 範 囲 
   本資料は地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設の水路工に適用する。各工種における適用範囲は以下のとお

りとする。  
   ３－１－１ 山腹集水路・排水路工，山腹明暗渠工，山腹暗渠工 
    (１) 機械据付 
       プレキャストＵ型側溝の製品質量100㎏／個を超え450㎏／個以下に適用する。 
    (２) 人力据付 
       プレキャストＵ型側溝，コルゲートフリューム，暗渠管の製品質量100㎏／個以下に適用する。 
   ３－１－２ 集水桝工 
    (１) 集水桝設置 
       内空積１㎥／基以下の現場打ち集水桝の設置に適用する。 
    (２) プレキャスト集水桝据付 
       プレキャスト集水桝の製品質量150㎏／個を超え1,700㎏／個以下の機械据付に適用する。 
  
 ３－２ 施 工 概 要  
   施工フローは，下記を標準とする。 

   (１) 山腹集水路・排水路の場合  
  
 
 
 
 
 
 
   (２) 山腹明暗渠の場合 
 
 
 
 
 
 
 
   (３) 山腹暗渠の場合 
 
 
 
 
 
 
 
   (４) 集水桝の場合 
 
 
 
 
 
 
 
   (５) プレキャスト集水桝の場合 
 
 
 
 
 

（注） 本歩掛に対応しているのは，実線部分のみである。 
図 3-1  施工フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     現行どおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

残

土

処

理

水

路

布

設

基

礎

埋

戻

し

表
面
コ
ン
ク
リ
ー
ト

床

掘

り

 

床

掘

り

埋

戻

し

基

礎

遮
水
シ
ー
ト
設

配

管

据

付

吸
出
し
防
止
材
設
置

フ
ィ
ル
タ
ー
材
設
置

水

路

布

設

埋

戻

し

表
面
コ
ン
ク
リ
ー
ト

残

土

処

理

床

掘

り

吸
出
し
防
止
材
設
置

フ
ィ
ル
タ
ー
材
設
置

遮
水
シ
ー
ト
設

配

管

据

付

埋

戻

し

残

土

処

理

床

掘

り 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
打
設 

基

礎 

型

枠 

埋

戻

し

残

土

処

理  

床

掘

り

基

礎

集
水
桝
据
付

埋

戻

し

残

土

処

理

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（山腹水路工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ３－３ 機種の選定 ３－３ 機種の選定 

Ｐ４７８   機械・規格は次表を標準とする。   機械・規格は次表を標準とする。 

表3.1 機種の選定 表3.1 機種の選定 

作業種別 機 械 名 規     格 単位 数量 摘  要 作業種別 機 械 名 規     格 単位 数量 摘  要 

掘削及び据付け バックホウ 
排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28ｍ3（平積0.2ｍ3）吊能力2.9ｔ

台 １  
排出ガス対策型（第１次基準値） 

掘削及び据付け バックホウ 

資 材 運 搬 不整地運搬車 
排出ガス対策型（第１次基準値） 
油圧ダンプ式クローラ型2.5ｔ積 

〃 １ 必要に応じて計上 

（注） 1.  運搬機械が上表により難い場合は，別途考慮する。 
    2.  不整地運搬車は賃料とする。 

 

３－４ 編 成 人 員 

  山腹水路工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

表3.2 日当り編成人員 （人）

工   種 世 話 役 特殊作業員 普通作業員 

山腹集水路・排水路工 
山 腹 明 暗 渠 工 
山 腹 暗 渠 工 

１ １ ２ 

 

３－５ 施 工 歩 掛 

 ３－５－１ 山腹集水路・排水路工 

  ３－５－１－１ 山腹Ｕ型側溝（機械据付）歩掛 

 （１）日当り施工量 

    日当り施工量は次表を標準とする。 

表3.3 日当り施工量          （ｍ／日）

掘削断面積（㎡） 0.5㎡以下 
0.5を超え 
1.0㎡以下 

日当り施工量  14.7 10.4 

（注）1.   歩掛は，平均運搬距離50ｍ以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運
搬距離が50ｍを超え200ｍ以下の場合は，不整地運搬車を計上する。 

    2.   歩掛は，床掘り（仕上げ含む），基礎，埋戻しの労務を含む。ただし，
材料は別途計上する。 

3.  表面コンクリートの打設は，「第５章コンクリート工①コンクリー 
ト工」による。 

 
(２) 諸雑費 

       諸雑費は，締固め機械，目地モルタルの費用であり，労務費，バックホウの機械損料及び運転経費の

合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 
表3.4 諸雑費率 （％）

諸 雑 費 率 0.4 
 

クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28ｍ3（平積0.2ｍ3）吊能力1.7ｔ 

台 １  

排出ガス対策型（第１次基準値） 
資 材 運 搬 不整地運搬車 〃 １ 必要に応じて計上 

クローラ型・ダンプ式2.5ｔ積 

（注） 1.  運搬機械が上表により難い場合は，別途考慮する。 
    2.  不整地運搬車は賃料とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        現行どおり 

 

 

 

 
 
 
 
  

 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（山腹水路工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    

Ｐ４７９   ３－５－１－２ 山腹Ｕ型側溝（人力据付）歩掛  

 （１）日当り施工量  

    日当り施工量は次表を標準とする。  

 表3.5 日当り施工量          （ｍ／日）
 

掘削断面積（㎡） 0.5㎡以下 
0.5を超え 
1.0㎡以下 

 

 

日当り施工量  15.1 13.3  

 

（注）1.  歩掛は，平均運搬距離50ｍ以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運
搬距離が50ｍを超え200ｍ以下の場合は，不整地運搬車を計上する。 

   2.  歩掛は，床掘り（仕上げ含む），基礎，埋戻しの労務を含む。ただし，
材料は別途計上する。 

3.  表面コンクリートの打設は，「第５章コンクリート工①コンクリー 
ト工」による。 

 

 

 

 

 

 
  
（２) 諸雑費  

       諸雑費は，締固め機械，目地モルタルの費用であり，労務費，バックホウの機械損料及び運転経費の

合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 

 

表3.6 諸雑費率 （％）        現行どおり 

 
諸 雑 費 率 0.4 

 
  
  ３－５－１－３ 山腹コルゲートフリューム歩掛 

 （１）日当り施工量 

    日当り施工量は次表を標準とする。 

表3.7 日当り施工量          （ｍ／日）

掘削断面積（㎡） 0.5㎡以下 
0.5を超え 
1.0㎡以下 

1.0を超え 
2.0㎡以下 

日当り施工量 24.3 19.1 14.1 

（注） 1.  歩掛は，平均運搬距離50ｍ以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が50ｍを 
超え200ｍ以下の場合は，不整地運搬車を計上する。 

2.  歩掛は，床掘り（仕上げ含む），基礎，埋戻しの労務を含む。 
3.  ポリエチレン製角型Ｕ字溝据付の場合も本歩掛を適用できる。 
4.  表面コンクリートの打設は，「第５章コンクリート工①コンクリート工」による。 

 

（２) 諸雑費 

       諸雑費は，締固め機械の費用であり，労務費，バックホウの機械損料及び運転経費の合計額に次表の

率を乗じた金額を上限として計上する。 

表3.8 諸雑費率 （％）

諸 雑 費 率 0.3 

 

 

  

 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（山腹水路工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  ３－５－２ 山腹明暗渠工  

Ｐ４７９ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４８０ 

  ３－５－２－１ 山腹Ｕ型側溝明暗渠（機械据付）歩掛  

 （１）日当り施工量  

       日当り施工量は次表を標準とする。  

 表3.9 日当り施工量                     （ｍ／日）
 

掘削断面積（㎡） 0.5㎡以下 
0.5を超え 
1.0㎡以下 

1.0を超え 
2.0㎡以下 

2.0を超え 
3.0㎡以下 

3.0を超え 
4.0㎡以下 

 

 

日当り施工量 12.4 9.4 7.0 5.2 4.1  

 

（注） 1.  歩掛は，平均運搬距離50ｍ以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が50ｍを超え200ｍ以下
の場合は，不整地運搬車を計上する。 

2.  歩掛は，床掘り（仕上げ含む），フィルター材，基礎，埋戻しの労務を含む。 
3.  表面コンクリートの打設は，「第５章コンクリート工①コンクリート工」による。 

 

 

 

 

  
     （２) 諸雑費 
        諸雑費は，遮水シート及び吸出し防止材の設置，締固め機械，目地モルタルの費用であり，労務費，

バックホウの機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。  

 
表3.10 諸雑費率 （％）

 

諸 雑 費 率 4        現行どおり 

 
(注) 1. 遮水シート，吸出し防止材の材料は，諸雑費に含まないので別途計

上する。 
 

 
 
  ３－５－２－２ 山腹Ｕ型側溝明暗渠（人力据付）歩掛 

 （１）日当り施工量 

       日当り施工量は次表を標準とする。 

表3.11 日当り施工量                     （ｍ／日）

掘削断面積（㎡） 0.5㎡以下 
0.5を超え 
1.0㎡以下 

1.0を超え 
2.0㎡以下 

2.0を超え 
3.0㎡以下 

3.0を超え 
4.0㎡以下 

日当り施工量 12.5 11.0 9.4 7.6 5.9 

（注） 1.  歩掛は，平均運搬距離50ｍ以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が50ｍを超え200ｍ以下
の場合は，不整地運搬車を計上する。 

2.  歩掛は，床掘り（仕上げ含む），フィルター材，基礎，埋戻しの労務を含む。 
3.  表面コンクリートの打設は，「第５章コンクリート工①コンクリート工」による。 

 

（２) 諸雑費 

       諸雑費は，遮水シート及び吸出し防止材の設置，締固め機械，目地モルタルの費用であり，労務費，

バックホウの機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

表3.12 諸雑費率 （％）

諸 雑 費 率 4 

(注) 1. 遮水シート，吸出し防止材の材料費は，諸雑費に含まない。 
 

 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（山腹水路工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    ３－５－２－３ 山腹コルゲートフリューム明暗渠歩掛  

Ｐ４８０ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４８１ 

 （１）日当り施工量  

       日当り施工量は次表を標準とする。  

 表3.13 日当り施工量                     （ｍ／日）
 

掘削断面積（㎡） 0.5㎡以下 
0.5を超え 
1.0㎡以下 

1.0を超え 
2.0㎡以下 

2.0を超え 
3.0㎡以下 

3.0を超え 
4.0㎡以下 

 

 

日当り施工量 20.0 17.3 12.4 8.8 6.8  

 
（注） 1.  歩掛は，平均運搬距離50ｍ以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が50ｍを超え200ｍ以下

の場合は，不整地運搬車を計上する。 
2.  歩掛は，床掘り（仕上げ含む），フィルター材，基礎，埋戻しの労務を含む。 
3.  ポリエチレン製角型Ｕ字溝据付の場合も本歩掛を適用できる。 
4.  表面コンクリートの打設は，「第５章コンクリート工①コンクリート工」による。 

 

 

 

 

 
 

 
    （２) 諸雑費 

 
       諸雑費は，遮水シート及び吸出し防止材の設置，締固め機械の費用であり，労務費，バックホウの機

械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 

 
表3.14 諸雑費率 （％）  

諸 雑 費 率 6  

       現行どおり 
(注) 1. 遮水シート，吸出し防止材の材料費は，諸雑費に含まない。  

  
 ３－５－３ 山腹暗渠工 

   （１）日当り施工量 
 日当り施工量は次表を標準とする。 

表3.15 日当り施工量                     （ｍ／日）

掘削断面積（㎡） 0.5㎡以下 
0.5を超え 
1.0㎡以下 

1.0を超え 
2.0㎡以下 

2.0を超え 
3.0㎡以下 

3.0を超え 
4.0㎡以下 

日当り施工量 23.9 19.6 15.5 12.1 9.9 

（注） 1.  歩掛は，平均運搬距離50ｍ以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が50ｍを超え200ｍ以下
の場合は，不整地運搬車を計上する。 

2.  歩掛は，床掘り（仕上げ含む），フィルター材，基礎，埋戻しの労務を含む。 

 

 

（２) 諸雑費 

       諸雑費は，遮水シート及び吸出し防止材の設置，締固め機械の費用であり，労務費，バックホウの機

械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

表3.16 諸雑費率 （％）

諸 雑 費 率 6 

(注) 1. 遮水シート，吸出し防止材の材料費は，諸雑費に含まない。 

 

 

 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（山腹水路工） 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
Ｐ４８１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４８２ 

３－５－４ 集水桝工 

 ３－５－４－１ 集水桝設置歩掛 

  集水桝設置の歩掛は，次表とする。 

表3.17 集水桝設置歩掛 （１基当り）

内       空       積 
0.4㎥以下

0.4を超え

0.8㎥以下

0.8を超え

1.0㎥以下
摘    要 

名   称 規    格 単位  

世 話 役  人 0.7 0.8 1.0  

特 殊 作 業 員  〃 0.5 0.6 0.7  

普 通 作 業 員  〃 1.0 1.2 1.4  

型 枠 工  〃 0.2 0.3 0.4  

バックホウ運転

排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 
吊能力2.9ｔ 

ｈ 3.4 4.2 4.8  

不整地運搬車運転
排出ガス対策型（第１次基準値）
油圧ダンプ式 クローラ型2.5ｔ積 

日 0.1 
必要に応じて計上
(注)1. 

諸 雑 費 率  ％ 7  

(注) 1. 歩掛は，平均運搬距離50ｍ以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が50ｍを超え200ｍ以下

の場合は，不整地運搬車を計上する。 

   2. 歩掛は，床掘り（仕上げ含む），基礎，型枠，コンクリート打設，埋戻しの労務を含む。 

   3. 諸雑費は，型枠用合板，鋼製型枠，型枠用金物，組立支持材，はく離材及び電気ドリル，電気ノコギ

リ損料，電力に関する経費，仮設材の持上（下）げ機械，締固め機械に要する費用であり，労務費，

バックホウの機械損料及び運転経費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

   4. 運搬機械が上表により難い場合は，別途考慮する。 

   5. 不整地運搬車は賃料とする。 

   6. 養生工が必要な場合は別途計上する。 

 

３－５－４－２ プレキャスト集水桝据付 

  プレキャスト集水桝据付の歩掛は，次表とする。 

表3.18 集水桝据付歩掛 （１基当り）

集 水 桝 製 品 質 量 150を超え

500㎏以下

500を超え

1000㎏以下

1000を超え

1500㎏以下

1500を超え

1700㎏以下
摘    要 

名   称 規    格 単位

世 話 役  人 0.2 0.3 0.3 0.3  

特 殊 作 業 員  〃 0.3 0.3 0.3 0.4  

普 通 作 業 員  〃 0.5 0.5 0.6 0.6  

バ ッ ク ホ ウ 運 転

排出ガス対策型（第１次基準値）

クローラ型・クレーン機能付 

山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

吊能力2.9ｔ 

ｈ 2.2 2.7 3.2 3.5

 

不整地運搬車運転
排出ガス対策型（第１次基準値）

油圧ダンプ式クローラ型2.5ｔ積 
日 0.1 

必要に応じて計上

（注）1. 

諸 雑 費 率  ％ 0.5  
 

３－５－４ 集水桝工 

 ３－５－４－１ 集水桝設置歩掛 

  集水桝設置の歩掛は，次表とする。 

表3.17 集水桝設置歩掛 （１基当り）

内       空       積 
0.4㎥以下

0.4を超え

0.8㎥以下

0.8を超え

1.0㎥以下
摘    要 

名   称 規    格 単位

世 話 役  人 0.7 0.8 1.0  

特 殊 作 業 員  〃 0.5 0.6 0.7  

普 通 作 業 員  〃 1.0 1.2 1.4  

型 枠 工  〃 0.2 0.3 0.4  

バックホウ運転 

排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥（平積0.2㎥） 
吊能力1.7ｔ 

ｈ 3.4 4.2 4.8  

不整地運搬車運転 
排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・ダンプ式2.5ｔ積 

日 0.1 
必要に応じて計上
(注)1. 

諸 雑 費 率  ％ 7  

(注) 1. 歩掛は，平均運搬距離50ｍ以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が50ｍを超え200ｍ以下

の場合は，不整地運搬車を計上する。 

   2. 歩掛は，床掘り（仕上げ含む），基礎，型枠，コンクリート打設，埋戻しの労務を含む。 

   3. 諸雑費は，型枠用合板，鋼製型枠，型枠用金物，組立支持材，はく離材及び電気ドリル，電気ノコギ

リ損料，電力に関する経費，仮設材の持上（下）げ機械，締固め機械に要する費用であり，労務費，

バックホウの機械損料及び運転経費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

   4. 運搬機械が上表により難い場合は，別途考慮する。 

   5. 不整地運搬車は賃料とする。 

   6. 養生工が必要な場合は別途計上する。 

 

３－５－４－２ プレキャスト集水桝据付 

  プレキャスト集水桝据付の歩掛は，次表とする。 

表3.18 集水桝据付歩掛 （１基当り） 

集 水 桝 製 品 質 量 150を超え

500㎏以下

500を超え

1000㎏以下

1000を超え

1500㎏以下

1500を超え

1700㎏以下
摘    要 

名   称 規    格 単位

世 話 役  人 0.2 0.3 0.3 0.3  

特 殊 作 業 員  〃 0.3 0.3 0.3 0.4  

普 通 作 業 員  〃 0.5 0.5 0.6 0.6  

バ ッ ク ホ ウ 運 転 

排出ガス対策型（第１次基準値）

クローラ型・クレーン機能付 

山積0.28㎥（平積0.2㎥） 

吊能力1.7ｔ 

ｈ 2.2 2.7 3.2 3.5

 

不整地運搬車運転 
排出ガス対策型（第１次基準値）

クローラ型・ダンプ式2.5ｔ積 
日 0.1 

必要に応じて計上

（注）1. 

諸 雑 費 率    ％ 0.5
 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（山腹水路工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ４８２  (注) 1. 歩掛は，平均運搬距離50ｍ以下の現場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が50ｍを超え200ｍ以下の

場合は，不整地運搬車を計上する。   
     2. 歩掛は，床掘り（仕上げ含む），基礎，埋戻しの労務を含む。 
     3. 諸雑費は，締固め機械の費用であり，労務費，バックホウの機械損料及び運転経費の合計額に上表の率を

乗じた金額を上限として計上する。   
     4. 運搬機械が上表により難い場合は，別途考慮する。 
     5. 不整地運搬車は賃料とする。 
   
  ３－６ 材料使用量 
    ３－６－１ 遮水シート，吸出し防止材使用量 
      遮水シート，吸出し防止材使用量は，次式による。 
      使用量（㎡）＝設計量（㎡）×（１＋Ｋ） 
     現行どおり  

表3.19 ロス率（Ｋ）   

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４８３ 

材  料  名 遮 水 シ ー ト 吸 出 し 防 止 材  
 ロ    ス    率 ＋0.10 ＋0.10 
  
   ３－６－２ 砕石使用量 
    埋戻し，基礎，フィルター材等に使用する砕石の使用量は，次式による。 
     使用量（㎥）＝設計量（㎥）×（１＋Ｋ） 
 

表3.20 ロス率（Ｋ）  
材  料  名 砕      石  

 
ロ   ス   率 ＋0.20  

  

３－７ 単 価 表 ３－７ 単 価 表 

  (１) 山腹Ｕ形側溝10ｍ当り単価表   (１) 山腹Ｕ形側溝10ｍ当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人 1×10/D 表3.2 世 話 役  人 1×10/D 表3.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10/D 〃 特 殊 作 業 員  〃 1×10/D 〃 

普 通 作 業 員  〃 2×10/D 〃 普 通 作 業 員  〃 2×10/D 〃 

Ｕ 形 側 溝  個   Ｕ 形 側 溝  個   

コ ン ク リ ー ト  ｍ3   ｍ3コ ン ク リ ー ト     

砕 石  〃  
設計数量×（1＋ロス率） 
（表3.20） 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力2.9ｔ 

日 1×10/D  

不 整 地 運 搬 車 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
油圧ダンプ式・クローラ型2.5ｔ積 

〃  必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表3.4，表3.6 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ/日） 
 

砕 石  〃  
設計数量×（1＋ロス率） 
（表3.20） 

排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・クレーン機能付 バ ッ ク ホ ウ 運 転 日 1×10/D  
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力1.7ｔ 

排出ガス対策型（第１次基準値）
不 整 地 運 搬 車 運 転 〃  必要に応じて計上 

クローラ型・ダンプ式2.5ｔ積 

諸 雑 費  式 1 表3.4，表3.6 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ/日） 
 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（山腹水路工） 

 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
Ｐ４８３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４８４ 

  (２)  山腹コルゲートフリューム10ｍ当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話  役 人 1×10/D 表3.2 

特 殊 作 業 員   〃 1×10/D 〃 

普 通 作 業 員   〃 2×10/D 〃 

コ ル ゲ ー ト フ リ ュ ー ム
(ポリエチレン製角型Ｕ字溝)

 個   

コ ン ク リ ー ト  ｍ3   

砕 石  〃  
設計数量×（１＋ロス率） 
（表3.20） 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力2.9ｔ 

日 1×10/D  

不 整 地 運 搬 車 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
油圧ダンプ式・クローラ型2.5ｔ積 

〃  必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表3.8 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ/日） 

 

 (３)  山腹Ｕ型側溝明暗渠10ｍ当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人 1×10/D 表3.2 

特 殊 作 業 員   〃 1×10/D 〃 

普 通 作 業 員   〃 2×10/D 〃 

Ｕ 形 側 溝  個   

暗 渠 管  ｍ又は本   

コ ン ク リ ー ト  ｍ3   

砕 石  〃  
設計数量×(１＋ロス率) 
（表3.20） 

遮 水 シ ー ト   ｍ2  
設計数量×(１＋ロス率) 
（表3.19） 

吸 出 し 防 止 材  〃  〃 必要に応じて計上 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力2.9ｔ 

日 1×10/D  

不 整 地 運 搬 車 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
油圧ダンプ式・クローラ型2.5ｔ積 

〃  必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表3.10，表3.12 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ/日） 
 

  (２)  山腹コルゲートフリューム10ｍ当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話  役 人 1×10/D 表3.2 

特 殊 作 業 員   〃 1×10/D 〃 

普 通 作 業 員   〃 2×10/D 〃 

コ ル ゲ ー ト フ リ ュ ー ム
(ポリエチレン製角型Ｕ字溝)

 個   

コ ン ク リ ー ト  ｍ3   

砕 石  〃  
設計数量×（１＋ロス率） 
（表3.20） 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力1.7ｔ 

日 1×10/D  

不 整 地 運 搬 車 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・ダンプ式2.5ｔ積 

〃  必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表3.8 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ/日） 

 

 (３)  山腹Ｕ型側溝明暗渠10ｍ当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人 1×10/D 表3.2 

特 殊 作 業 員   〃 1×10/D 〃 

普 通 作 業 員   〃 2×10/D 〃 

Ｕ 形 側 溝  個   

暗 渠 管  ｍ又は本   

コ ン ク リ ー ト  ｍ3   

砕 石  〃  
設計数量×(１＋ロス率) 
（表3.20） 

遮 水 シ ー ト   ｍ2 
設計数量×(１＋ロス率) 
（表3.19） 

吸 出 し 防 止 材  〃  〃 必要に応じて計上 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力1.7ｔ 

日 1×10/D  

不 整 地 運 搬 車 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・ダンプ式2.5ｔ積 

〃  必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表3.10，表3.12 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ/日） 
 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（山腹水路工） 

 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
Ｐ４８４ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４８５ 

  (４)  山腹コルゲートフリューム明暗渠10ｍ当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人 1×10/D 表3.2 

特 殊 作 業 員   〃 1×10/D 〃 

普 通 作 業 員   〃 2×10/D 〃 

コ ル ゲ ー ト フ リ ュ ー ム
(ポリエチレン製角型Ｕ字溝)

 個   

暗 渠 管  ｍ又は   本

コ ン ク リ ー ト  ｍ3   

砕 石  〃  
設計数量×(1＋ロス率） 
（表3.20） 

遮 水 シ ー ト    ｍ2 設計数量×(1＋ロス率) 
（表3.19） 

吸 出 し 防 止 材  〃  〃 必要に応じて計上 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力2.9ｔ 

日 1×10/D  

不 整 地 運 搬 車 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
油圧ダンプ式・クローラ型2.5ｔ積 

〃  必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表3.14 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ/日） 

 

  (５)  山腹暗渠管10ｍ当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人 1×10/D 表3.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10/D 〃 

普 通 作 業 員  〃 2×10/D 〃 

暗 渠 管  ｍ又は   本

砕 石  ｍ  3 設計数量×(1＋ロス率) 
（表3.20） 

遮 水 シ ー ト    ｍ2 設計数量×(1＋ロス率) 
（表3.19） 

吸 出 防 止 材  〃  〃 必要に応じて計上 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力2.9ｔ 

日 1×10/D  

不 整 地 運 搬 車 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
油圧ダンプ式・クローラ型2.5ｔ積 

〃  必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表3.16 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ/日） 
 

  (４)  山腹コルゲートフリューム明暗渠10ｍ当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人 1×10/D 表3.2 

特 殊 作 業 員   〃 1×10/D 〃 

普 通 作 業 員   〃 2×10/D 〃 

コ ル ゲ ー ト フ リ ュ ー ム
(ポリエチレン製角型Ｕ字溝)

 個   

暗 渠 管  ｍ又は   本

コ ン ク リ ー ト  ｍ3   

砕 石  〃  
設計数量×(1＋ロス率） 
（表3.20） 

遮 水 シ ー ト    ｍ2 設計数量×(1＋ロス率) 
（表3.19） 

吸 出 し 防 止 材  〃  〃 必要に応じて計上 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力1.7ｔ 

日 1×10/D  

不 整 地 運 搬 車 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・ダンプ式2.5ｔ積 

〃  必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表3.14 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ/日） 

 

  (５)  山腹暗渠管10ｍ当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人 1×10/D 表3.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10/D 〃 

普 通 作 業 員  〃 2×10/D 〃 

暗 渠 管  ｍ又は   本

砕 石  ｍ  3 設計数量×(1＋ロス率) 
（表3.20） 

遮 水 シ ー ト    ｍ2 設計数量×(1＋ロス率) 
（表3.19） 

吸 出 防 止 材  〃  〃 必要に応じて計上 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力1.7ｔ 

日 1×10/D  

不 整 地 運 搬 車 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・ダンプ式2.5ｔ積 

〃  必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表3.16 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ/日） 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（山腹水路工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    

Ｐ４８５   (６) 集水桝設置１基当り単価表   (６) 集水桝設置１基当り単価表 

 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人  表3.17 世 話 役  人  表3.17 

特 殊 作 業 員     〃 〃 特 殊 作 業 員     〃 〃

普 通 作 業 員     〃 〃 普 通 作 業 員     〃 〃

型 枠 工  〃  〃  型 枠 工  〃  〃  

コ ン ク リ ー ト  ｍ3   ｍ3コ ン ク リ ー ト     

砕 石  ｍ  3 設計数量×(1＋ロス率) 
（表3.20） 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力2.9ｔ 

ｈ  表3.17 

不 整 地 運 搬 車 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
油圧ダンプ式・クローラ型2.5ｔ積 日    〃 必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表3.17 

計     

 

  (７) プレキャスト集水桝設置１基当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人  表3.18 

特 殊 作 業 員     〃 〃

普 通 作 業 員     〃 〃

集 水 桝  基 1  

砕 石  ｍ  3 設計数量×(1＋ロス率) 
（表3.20） 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力2.9ｔ 

ｈ  表3.18 

不 整 地 運 搬 車 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 
油圧ダンプ式・クローラ型2.5ｔ積 

日    〃 必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 1 表3.18 

計     
 

砕 石  ｍ  
設計数量×(1＋ロス率) 3

（表3.20） 

排出ガス対策型（第１次基準値）
クローラ型・クレーン機能付 バ ッ ク ホ ウ 運 転 ｈ  表3.17 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力1.7ｔ 

排出ガス対策型（第１次基準値）
不 整 地 運 搬 車 運 転 日    〃 必要に応じて計上 クローラ型・ダンプ式2.5ｔ積 

諸 雑 費  式 1 表3.17 

計     

 

  (７) プレキャスト集水桝設置１基当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人  表3.18 

特 殊 作 業 員     〃 〃

普 通 作 業 員     〃 〃

集 水 桝  基 1  

砕 石  ｍ  
設計数量×(1＋ロス率) 3

（表3.20） 

排出ガス対策型（第１次基準値）
バ ッ ク ホ ウ 運 転 ｈ  表3.18 クローラ型・クレーン機能付 

山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力1.7ｔ 

排出ガス対策型（第１次基準値）
不 整 地 運 搬 車 運 転 日    〃 必要に応じて計上 

クローラ型・ダンプ式2.5ｔ積 

諸 雑 費  式 1 表3.18 

計     
 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（山腹水路工） 

 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 標準歩掛 
Ｐ４８６ 

(８) 機械運転単価表 

機  械  名 規       格 適用単価表 指  定  事  項 

バ ッ ク ホ ウ
（集 水 桝 工）

排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力2.9ｔ 

機－１  

バ ッ ク ホ ウ
(山腹集水路･排水路工)
（山腹明暗渠工）
（山腹暗渠工）

排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力2.9ｔ 

機－18 
運転労務数量→ 1.00 
燃 料 消 費 量→45 
機械損料数量→ 1.56 

不 整 地 運 搬 車
排出ガス対策型（第１次基準値） 
油圧ダンプ式・クローラ型2.5ｔ積 

機－28 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→4.6 

賃 料 数 量→ 1.66 
 

(８) 機械運転単価表 

機  械  名 規       格 適用単価表 指  定  事  項 

バ ッ ク ホ ウ 
（集 水 桝 工） 

排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力1.7ｔ 

機－１  

バ ッ ク ホ ウ 
(山腹集水路･排水路工) 
（山腹明暗渠工） 
（山腹暗渠工） 

排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・クレーン機能付 
山積0.28㎥(平積0.2㎥)吊能力1.7ｔ 

機－18 
運転労務数量→ 1.00 
燃 料 消 費 量→45 
機械損料数量→ 1.56 

賃 料 数 量→ 1.66 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→4.6 機－28 
排出ガス対策型（第１次基準値） 
クローラ型・ダンプ式2.5ｔ積 

不 整 地 運 搬 車 

 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（かご工） 

 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 標準歩掛 
Ｐ４８７ 

10章 地すべり防止工 

① 地すべり防止工 

4. か ご 工 

４－１ 適 用 範 囲 

  本資料は，地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設における，ふとんかご（階段式，パネル式，高さ40～100cm，

幅120cm，200cm）の施工に適用する。 

４－２ 施 工 概 要 

  施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 本歩掛に対応しているのは，実線部分のみである。 

図 4-1 施工フロー 

 

 

 

４－３ 機種の選定 

 機械・規格は，次表を標準とする。 

表4.1 機種の選定 

機 械 名 規     格 単位 数量 摘  要 

バ ッ ク ホ ウ 
排出ガス対策型（第１次基準値） 
・クローラ型山積0.8㎥（平積0.6㎥）

台 １  

不 整 地 運 搬 車 油圧ダンプ式クローラ型２ｔ積 〃 １ 必要に応じて計上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     現行どおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－３ 機種の選定 

 機械・規格は，次表を標準とする。 

表4.1 機種の選定 

機 械 名 規     格 単位 数量 摘  要 

バ ッ ク ホ ウ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
・クローラ型山積0.8㎥（平積0.6㎥）

台 １  

必要に応じて計上１ 〃 クローラ型・ダンプ式２ｔ積 不 整 地 運 搬 車
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一部改正工種 
地すべり防止工（かご工） 

 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

摘 要 

 標準歩掛 
Ｐ４８７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ４８８ 

４－４ 施 工 歩 掛 

 ふとんかご施工歩掛は，次表を標準とする。 

表4.2 ふとんかご施工歩掛 （10ｍ当り）

ふ と ん か ご 規 格 
高(cm) 40 50 60 100 

摘 要幅(cm)
120 200 120 200

名     称 規     格 単位 

詰 石  ｍ 4.63 5.7 9.5 6.8 11 19  

世 話 役  人 0.6 0.7 1.1 0.8 1.3 2.3  

特 殊 作 業 員  〃 0.6 0.8 1.3 0.9 1.5 2.6  

普 通 作 業 員  〃 1.7 2.1 3.5 2.5 4.1 7.0  

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型(第１次基準値) 
・クローラ型 
山積0.5ｍ3（平積0.4ｍ3） 

ｈ 2.3 2.9 4.8 3.4 5.5 9.6  

不整地運搬車運転
油圧ダンプ式 
クローラ型２ｔ積 

日 0.3 0.4 0.6 0.5 0.7 1.3
必要に応じて 
計上(注)1. 

(注) 1. 本歩掛は，床拵え，吸出し防止材設置，かご組立・据付・詰石，埋戻し及び平均運搬距離30ｍまでの現場

内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が30ｍを超え200ｍ以下の場合は，不整地運搬車を計上する。

2. 本歩掛は，階段式にのみ適用し，スロープ式には適用しない。 

3. 詰石量は，式4.1にて補正済の数量である。 

4. 運搬機械が上表により難い場合は，別途考慮する。 

5. 吸出し防止材の設置の有無にかかわらず上表を適用することができる。ただし設置する場合は，材料を

別途計上すること。なお，吸出し防止材は厚さ10mmを標準とする。 

6. 不整地運搬車は，賃料とする。 

 
 
４－５ 材料使用量 
   詰石材，吸出し防止材の使用量は，次式による。 
    詰石材の使用数量（ｍ3）＝かご容積（ｍ3）×（１＋Ｋ）…式4.1 

    吸出し防止材の使用量（ｍ2）＝設計数量（ｍ2）×（１＋Ｋ）…式4.2 

       Ｋ：ロス率 

表4.3 ロ ス 率（Ｋ） 

名  称 詰  石  材 吸出し防止材 

ロ  ス  率 －0.05 ＋0.07 
 

４－４ 施 工 歩 掛 

 ふとんかご施工歩掛は，次表を標準とする。 

表4.2 ふとんかご施工歩掛 （10ｍ当り）

ふ と ん か ご 規 格 
高(cm) 40 50 60 100 

幅(cm)
120 200 120 200

名     称 規     格 単位

詰 石  ｍ 4.63 5.7 9.5 6.8 11 19  

世 話 役  人 0.6 0.7 1.1 0.8 1.3 2.3  

特 殊 作 業 員  〃 0.6 0.8 1.3 0.9 1.5 2.6  

普 通 作 業 員  〃 1.7 2.1 3.5 2.5 4.1 7.0  

バ ッ ク ホ ウ 運 転 
排出ガス対策型(第１次基準値) 
・クローラ型 
山積0.5ｍ3（平積0.4ｍ3） 

ｈ 2.3 2.9 4.8 3.4 5.5 9.6  

不整地運搬車運転 
クローラ型・ダンプ式
２ｔ積 

日 0.3 0.4 0.6 0.5 0.7 1.3
必要に応じて 
計上(注)1. 

(注) 1. 本歩掛は，床拵え，吸出し防止材設置，かご組立・据付け・詰石，埋戻し及び平均運搬距離30ｍまでの現

場内小運搬を含む。ただし，平均運搬距離が30ｍを超え200ｍ以下の場合は，不整地運搬車を計上する。 

2. 本歩掛は，階段式にのみ適用し，スロープ式には適用しない。 

3. 詰石量は，式4.1にて補正済の数量である。 

4. 運搬機械が上表により難い場合は，別途考慮する。 

5. 吸出し防止材の設置の有無にかかわらず上表を適用することが出来る。ただし設置する場合は，材料を

別途計上すること。なお，吸出し防止材は厚さ10mmを標準とする。 

6. 不整地運搬車は，賃料とする。 

 
 
４－５ 材料使用量 
   詰石材，吸出し防止材の使用量は，次式による。 
    詰石材の使用数量（ｍ3）＝かご容積（ｍ3）×（１＋Ｋ）…式4.1 

    吸出し防止材の使用量（ｍ2）＝設計数量（ｍ2）×（１＋Ｋ）…式4.2 

       Ｋ：ロス率 

表4.3 ロ ス 率（Ｋ） 

名  称 詰  石  材 吸出し防止材 

＋0.07 －0.05 ロ  ス  率 
 



 

一部改正工種 
地すべり防止工（かご工） 

 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 標準歩掛 
Ｐ４８８ 

４－６ 単 価 表 

 (１) ふとんかご10ｍ当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人  表4.2 

特 殊 作 業 員     〃 〃

普 通 作 業 員     〃 〃

ふ と ん か ご  ｍ 10 パネル式とする 

詰 石  ｍ  3 表4.2 

吸 出 し 防 止 材 ｔ＝10mm ｍ2  
必要に応じて計上 
式4.2 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
・クローラ型 
山積0.5ｍ3（平積0.4ｍ3） 

ｈ  表4.2 

不 整 地 運 搬 車 運 転
油圧ダンプ式 
クローラ型２ｔ積 

日  〃 必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

 

(２) 機械運転単価表 

機  械  名 規       格 適用単価表 指  定  事  項 

バ ッ ク ホ ウ
排出ガス対策型（第１次基準値）
・クローラ型 
山積0.5ｍ3（平積0.4ｍ3） 

機－１  

不 整 地 運 搬 車
油圧ダンプ式 
クローラ型２ｔ積 

機－28 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→4.0 
賃 料 数 量→1.71 

 

４－６ 単 価 表 

 (１) ふとんかご10ｍ当り単価表 

名       称 規     格 単 位 数 量 摘      要 

世 話 役  人  表4.2 

特 殊 作 業 員     〃 〃

普 通 作 業 員     〃 〃

ふ と ん か ご  ｍ 10 パネル式とする 

詰 石  ｍ  3 表4.2 

吸 出 し 防 止 材 ｔ＝10mm ｍ2  
必要に応じて計上 
式4.2 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
・クローラ型 
山積0.5ｍ3（平積0.4ｍ3） 

ｈ  表4.2 

不 整 地 運 搬 車 運 転
クローラ型・ダンプ式 
２ｔ積 

日  〃 必要に応じて計上 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

 

(２) 機械運転単価表 

機  械  名 規       格 適用単価表 指  定  事  項 

バ ッ ク ホ ウ 
排出ガス対策型（第１次基準値）
・クローラ型 
山積0.5ｍ3（平積0.4ｍ3） 

機－１  

賃 料 数 量→1.71 
燃 料 消 費 量→4.0 
運転労務数量→1.00 

機－28 
クローラ型・ダンプ式 
２ｔ積 

不 整 地 運 搬 車 

 



 

とりまとめ工種（ 最終整備 ） 
路 盤 工 

 

 
現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
ｐ．４９３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 路  盤  工 

1. 適 用 範 囲 

  本資料は，アスファルト舗装及びコンクリート舗装工事の路盤工に適用する。 

  また，一層当りの仕上り厚さは，下層路盤は20cm，上層路盤は15cmまでとする。 

2. 施 工 概 要 

  施工フローは，下記を標準とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 1. 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

2. 不陸整正は，必要に応じて計上する。 

3. 下層路盤工は，凍上抑制層の施工にも適用する。 

3. 施 工 歩 掛 

 ３－１ 機 種 の 選 定 
   不陸整正及び路盤工における機械・規格は，次表を標準とする。 

表3.1 機 種 の 選 定 （１日当り）

作業種別 機械名 規     格 単位 数量

車 道 施 工
不 陸 整 正 
及び路盤工 

モータグレーダ 3.1ｍ 台 １

ロードローラ 
排出ガス対策型（第１次基準
値）マカダム10～12ｔ 

〃 １

タイヤローラ 
排出ガス対策型（第１次基準
値）８～20ｔ 

〃 １

歩 道 施 工 路 盤 工 振 動 ロ ー ラ 
排出ガス対策型（第１次基準
値）搭乗式・コンバインド型
３～４ｔ 

〃 １

(注) 現道における車道での情報ボックス工事及びこれに類する工事は，歩道施工を適用する。 

 
３－２ 日当り施工量 
   不陸整正及び路盤工における日当り施工量は，次表とする。 
  

表3.2 日当り施工量 （１日・１層当り）

施工区分 工  種 単位 日当り施工量 

車 道 施 工 
不 陸 整 正 ｍ2 1,580 

路 盤 工 〃 1,110 

歩 道 施 工 路 盤 工 〃  180 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表3.1 機 種 の 選 定 （１日当り）

作業種別 機械名 規     格 単位 数量

車 道 施 工 
不 陸 整 正
及 び 路 盤 工

モータグレーダ
排出ガス対策型（第１次基準値）

3.1ｍ
台 １ 

ロ ー ド ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値）

マカダム10～12ｔ 
〃 １ 

タ イ ヤ ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値）

８～20ｔ 
〃 １ 

歩 道 施 工 路 盤 工

振 動 ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値）

搭乗式・コンバインド型 
３～４ｔ 

〃 １ 

小型バックホウ  

排出ガス対策型（第2次基準値）
クローラ型 山積0.11m3(平積0.08m3) 

〃 １ 

(注) 1.現道における車道での情報ボックス工事及びこれに類する工事は，歩道施工を適用する。

   2.振動ローラ及び小型バックホウは賃料とする。 

表3.2 日当り施工量 （１日・１層当り）

施工区分 工  種 単位 日当り施工量 

車 道 施 工
不 陸 整 正 ｍ2 580 1,

路 盤 工 〃 10 1,1

歩 道 施 工 路 盤 工 〃  268 
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とりまとめ工種（ 最終整備 ） 
路 盤 工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
３－３ 労務歩掛 ｐ．４９４   
   不陸整正及び路盤工における労務歩掛は，次表とする。    

  （100ｍ2・１層当り） （100ｍ2・１層当り）表3.3 労 務 歩 掛 表3.3 労 務 歩 掛 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施工区分 工  種 単位 普通作業員 特殊作業員 

車 道 施 工
不 陸 整 正 人 0.14  －

路 盤 工 〃 0.24 － 

歩 道 施 工 路 盤 工 〃 1.77 0.56 

(注) 1. 普通作業員は，車道における施工機械の補助的な作業及び歩道における路盤材の敷均し作業を

行う。 

2. 特殊作業員は，歩道における締固め作業の補助的な作業（タンパ）を行う。 

 
 ３－４ 諸雑費 

   諸雑費は，路盤工での散水及び歩道施工における補助機械に要する費用であり，労務費，機械損料及び運転経

費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。ただし，不陸整正には計上しない。 

表3.4 諸 雑 費 率 

施工区分 単位 諸雑費率 

車 道 施 工 ％ ９ 

歩 道 施 工 〃 ３ 

 

4. 路盤材料の使用量 

  路盤材料の使用量は，次式による。 
   使用量（ｍ3）＝設計量（ｍ3）×（１＋Ｋ）……式4.1 

          Ｋ：ロス率 

表4.1 ロ ス 率（Ｋ) 

ロ ス 率 ＋0.27 

２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施工区分 工  種 単位 普通作業員 特殊作業員  
 

不 陸 整 正 人 0.14 － 
車 道 施 工

 
 

路 盤 工 〃 0.24 － 
 

歩 道 施 工 路 盤 工 〃 1.00 0.41  
 
 (注) 1. 普通作業員は，車道における施工機械の補助的な作業及び歩道における路盤材の敷均し作業を

行う。  
 2. 特殊作業員は，歩道における締固め作業の補助的な作業（タンパ）を行う。 
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とりまとめ工種（ 最終整備 ） 
路 盤 工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
標準歩掛 
ｐ．４９５ 

5. 単 価 表 

 (１) 不陸整正又は路盤工（車道）100ｍ2・１層当り単価表 

名    称 規    格 単  位 数  量 摘   要 

普 通 作 業 員  人  表3.3 

路 盤  材 ｍ3  式4.1 

モータグレーダ運転 3.1ｍ 日 100／Ｄ 表3.1，表3.2 

ロ ー ド ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
マカダム10～12ｔ 

〃 100／Ｄ   〃   〃 

タ イ ヤ ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
８～20ｔ 

〃 100／Ｄ   〃   〃 

諸 雑 費  式 １ 表3.4 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 (２) 路盤工（歩道）100ｍ2・１層当り単価表 

名    称 規   格 単  位 数  量 摘   要 

特 殊 作 業 員     人 表3.3

普 通 作 業 員    〃   〃 

路 盤  材 ｍ  4.1 3 式

振 動 ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
搭乗式コンバインド型３～４ｔ 

日 100／Ｄ 表3.1，表3.2 

諸 雑 費  式 １ 表3.4 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 (３) 機械運転単価表 

機  械  名 規   格 適用単価表 指 定 事 項 

モ ー タ グ レ ー ダ 3.1ｍ 機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→54 
機械損料数量→1.45 

ロ ー ド ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
マカダム10～12ｔ 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→30 
機械損料数量→1.47 

タ イ ヤ ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
８～20ｔ 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→36 
機械損料数量→1.49 

振 動 ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
搭乗式コンバインド型３～４ｔ 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→11 
機械損料数量→1.52 

 

5. 単 価 表 

 (１) 不陸整正又は路盤工（車道）100ｍ2・１層当り単価表 

名    称 規    格 単  位 数  量 摘   要 

普 通 作 業 員  人   表3.3

路 盤 材  ｍ3  式4.1 

モータグレーダ運転
排出ガス対策型（第１次基準
値）3.1ｍ

日 100／Ｄ 表3.1，表3.2 

ロ ー ド ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）マ
カダム10～12ｔ 

〃 100／Ｄ   〃   〃 

タ イ ヤ ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）８
～20ｔ 

〃 100／Ｄ   〃   〃 

諸 雑 費  式 １ .4 表3

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

(２) 路盤工（歩道）100ｍ2・１層当り単価表 

名    称 規   格 単  位 数  量 摘   要 

特 殊 作 業 員  人   表3.3

普 通 作 業 員  〃    〃 

路 盤  材 ｍ3  式4.1 

振 動 ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値）
搭乗式コンバインド型３～４ｔ 

日 100／Ｄ 表3.1，表3.2 

小型バックホウ運転  

排出ガス対策型（第2次基準値）
ｸﾛー ﾗ型 山積0.11m3(平積0.08m3) 日 100／Ｄ 表3.1，表3.2 

諸 雑 費  式 １ 表3.4 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

とりまとめ工種（ 最終整備 ） 
路 盤 工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

(３) 機械運転単価表 

機  械  名 規   格 適用単価表 指 定 事 項 

モ ー タ グ レ ー ダ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
3.1ｍ 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→54 
機械損料数量→1.45 

ロ ー ド ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
マカダム10～12ｔ 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→30 
機械損料数量→1.47 

タ イ ヤ ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
８～20ｔ 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→36 
機械損料数量→1.49 

振 動 ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
搭乗式コンバインド型３～４ｔ 

機－28 

運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→11 
賃料数量→1.52 

小 型 バ ッ ク ホ ウ  

排出ガス対策型（第2次基準値） 
ｸﾛー ﾗ型 山積0.11m3(平積0.08m3) 

機－28 

運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→22 
賃料数量→1.80 

 

 



 

とりまとめ工種(最終整備) 
アスファルト舗装工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 
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1. 適用範囲 

 本資料は，アスファルト舗装工事に適用する。なお，アスファルト混合物の積算は，購入方式を標準とし，プラ

ント方式の場合は別途考慮する。 

 

2. 施工概要 

 施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

 

3. 施工歩掛(機械施工) 

 機械施工は，型枠の設置・撤去，瀝青材料散布，敷均し及び締固め作業であり，施工幅1.4m以上の舗設工に適

用する。ただし，機械施工が困難な場合は人力施工による。 

 

３－１ 機種の選定 

機械施工における機械・規格は，次表を標準とする。 
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とりまとめ工種(最終整備) 
アスファルト舗装工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

  
表3.1 機種の選定 (１日・１層当り) 表3.1 機種の選定 (１日・１層当り) 
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機 械 名 規    格 単 位 

施工幅ｂ(m) 

車道及び路肩 歩  道 

1.4≦ｂ≦3.0 3.0＜ｂ 1.4≦ｂ≦3.0 3.0＜ｂ

アスファルト

フィニッシャ
ホイール型 1.4～3.0m 台 １ － － － 

〃 ホイール型 2.4～6.0m 〃 － １ － － 

〃 クローラ型 1.4～3.0m 〃 － － １ － 

〃 クローラ型 2.4～4.5m 〃 － － － １ 

ロードローラ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

マカダム 10～12ｔ 

〃 － １ － － 

タイヤローラ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

８～20ｔ 

〃 － １ － － 

振 動 ロ ー ラ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

搭乗式コンバインド型 

３～４ｔ 

〃 １ － １ １ 

 
 
 
 
 
 

 

３－２ 日当り編成人員 

   舗設工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

      表3.2 日当り編成人員    (１日・１層当り) 

名   称 単 位 

施 工 幅 ｂ(m) 

車 道 及 び 路 肩 歩  道 

1.4≦ｂ≦3.0 3.0＜ｂ 1.4≦ｂ 

世 話 役 人 １ １ １ 

特殊作業員 〃 ３ ３ ３ 

普通作業員 〃 ５ ６ ５ 

 

 

 

 

 

機 械 名 規    格 単 位

施工幅ｂ(m)  

 

車道及び路肩 歩  道  

1.4≦ｂ≦3.0 3.0＜ｂ 1.4≦ｂ≦3.0 3.0＜ｂ

 

 

 
アスファルト

フィニッシャ
ホイール型 1.4～3.0m 台 １ － － －  

 

〃 ホイール型 2.4～6.0m 〃 － １ － －  

 

〃 クローラ型 1.4～3.0m 〃 － － １ －  

 
〃 クローラ型 2.4～4.5m 〃 － － － １  

 
排出ガス対策型 

ロードローラ(第１次基準値) 

マカダム 10～12ｔ 

〃 － １ － －  

 

 
排出ガス対策型 

タイヤローラ(第１次基準値) 

８～20ｔ 

〃 － １ － － 
 

 

 

振 動 ロ ー ラ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

搭乗式コンバインド型 

３～４ｔ 

〃 １ － １ １ 

 

 

 

 

  （注）振動ローラは、賃料とする。 
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とりまとめ工種(最終整備) 
アスファルト舗装工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

 ３－３ 日当り施工量   

    舗設工における日当り施工量は，次表を標準とする。 

表3.3 日当り施工量 (１日・１層当り)

施 工 幅 ｂ(m) 単   位 数   量 

車 道 及 び 路 肩
1.4≦ｂ≦3.0 m2 1,300 

3.0＜ｂ 〃 2,300 

歩 道
1.4≦ｂ≦3.0 〃 940 

3.0＜ｂ 〃 1,000 

 

３－４ 使用材料 

  

 ３－４－１ アスファルト混合物 

    アスファルト混合物の使用量は，次式による。 

    車道及び路肩・歩道： 

    使用量(ｔ)＝設計面積(m2)×仕上り厚さ(㎜)/1,000×締固め後の密度(ｔ/m3)×(１＋ロス率) 

    アスカーブ： 

    使用量(ｔ)=設計断面積(cm2)/10,000×施工延長(m)×締固め後の密度(ｔ/m3)×(１＋ロス率) 

表3.4 ロ ス 率 

種     別 歩 車 道 区 分 ロ  ス  率 

ア ス フ ァ ル ト 混 合 物

車道及び路肩 ＋0.07 

歩道 ＋0.10 

アスカーブ ＋0.09 

(注) 1. ロス率は，材料ロスに対する材料補正である。 

    2. すりつけに使用する混合物は，ロス率に含まないので別途計上する。

  

 ３－４－２ 瀝青材料 

    瀝青材料の散布量は，次表による。 

 

         表3.5 瀝青材料の散布量       (100m2当り) 

種        別 単 位 数 量 

タ ッ ク コ ー ト L 3 4

プ ラ イ ム コ ー ト 〃 126 

     (注) 1. 基層にグースアスファルト混合物を使用する場合の瀝青材料は，タックコート(ゴム入り) 

           を使用する。 

         2. 上記の散布量には，材料ロス分を含む。 

 

現行どおり 

 

 



 

とりまとめ工種(最終整備) 
アスファルト舗装工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

３－５ 砂散布費    
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 瀝青材料を散布後やむを得ず交通を解放する場合等，砂の散布が必要な場合は，砂散布の費用として，労務費，機

械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

表3.6 砂散布費率   (％)

タ ッ ク コ ー ト ９ 

プ ラ イ ム コ ー ト 10 

 

３－６ 諸雑費 

 諸雑費は，瀝青材料(プライムコート・タックコート)の散布，飛散防護，舗装用器具，補助機械及び型枠材料，加

熱燃料等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

             表3.7 諸雑費率            (％) 

施工幅ｂ(m) 諸 雑 費 率 

車 道 及 び 路 肩
1.4≦ｂ≦3.0 18(13) 

3.0＜ｂ 19(12) 

歩  道
1.4≦ｂ≦3.0 12(５) 

3.0＜ｂ 11(５) 

       (注) 1. 瀝青材料は，諸雑費率に含まないので別途計上する。 

           2. 瀝青材料の散布を行わない場合は，( )内の数値を使用する。 

 

4. 施工歩掛(人力施工) 

   人力施工は，施工幅1.4m未満の舗設作業及び機械施工が困難な場合における舗設作業に適用する。 

４－１ 機種の選定 

 人力施工における機械・規格は，次表を標準とする。 

        表4.1 機種の選定 (１日・１層当り)

機  械  名 規    格 単 位 

１層当り仕上り厚ｔ(㎜) 

車道及び路肩 歩  道 

ｔ≦50 50＜ｔ≦70(100) ｔ≦50 50＜ｔ≦70(100)

振 動 ロ ー ラ
ハンドガイド式， 

0.5～0.6ｔ 
台 １ １ １ １ 

振動コンパクタ40～60kg 〃 ２ ２ １ １ 

(注) １層当り仕上り厚ｔの( )内は，瀝青安定処理路盤に適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        表4.1 機種の選定 (１日・１層当り)

機  械  名 規    格 単 位

１層当り仕上り厚ｔ(㎜) 

車道及び路肩 歩  道 

ｔ≦50 50＜ｔ≦70(100) ｔ≦50 50＜ｔ≦70(100)

振 動 ロ ー ラ
ハンドガイド式，

0.5～0.6ｔ 
台 １ １ １ １ 

振動コンパクタ前進型 40～60kg 〃 ２ ２ １ １ 

(注) １層当り仕上り厚ｔの( )内は，瀝青安定処理路盤に適用する。 
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現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

４－２ 日当り編成人員    
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 人力施工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

        表4.2 日当り編成人員    (１日・１層当り)

名    称 単 位 

１層当り仕上り厚ｔ(㎜) 

車道及び路肩・歩道 

ｔ≦50 50＜ｔ≦70(100) 

世 話 役 人 １ １ 

特 殊 作 業 員 〃 ２ ３ 

普 通 作 業 員 〃 ４ ４ 

 

４－３ 日当り施工量 

   人力施工における日当り施工量は，次表を標準とする。 

       表4.3 日当り施工量   (１日・１層当り)

１層当り仕上り厚ｔ(㎜) 
単   位 数      量 

車道 及び 路肩・歩道 

ｔ≦50 m2 250 

50＜ｔ≦70(100) 〃 230 

 

４－４ 使用材料 

 ４－４－１ アスファルト混合物 

  「３－４－１ アスファルト混合物」による。 

 ４－４―２ 瀝青材料の散布量 

  「３－４－２ 瀝青材料」による。 

 

４－５ 砂散布費 

 瀝青材料を散布後やむを得ず交通を解放する場合等，砂の散布が必要な場合は，砂散布の費用として，労務費，機

械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

表4.4 砂散布費率  (％)

タ ッ ク コ ー ト ・ プ ラ イ ム コ ー ト ３ 
 

現行どおり 

 

 



 

とりまとめ工種(最終整備) 
アスファルト舗装工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

   ４－６ 諸 雑 費 

 諸雑費は，瀝青材料(プライムコート・タックコート)の散布，舗装用器具，補助機械及び型枠材料，加熱燃料等の

費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

            表4.5 諸雑費率            (％) 

歩 車 道 区 分
１層当り仕上り厚ｔ(㎜) 

ｔ≦50 50＜ｔ≦70(100) 

車 道 及 び 路 肩 17(６) 15(６) 

歩 道 19(７) 16(６) 

       (注)1. 瀝青材料は，諸雑費率に含まないので別途計上する。 

          2. 瀝青材料の散布を行わない場合は，( )内の数値を使用する。 

 

 

 

現行どおり 

 

 



 

とりまとめ工種(最終整備) 
アスファルト舗装工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

 P500 6. 単価表  

 (１) 舗装工 100m2・１層当り単価表 

名     称 規     格 単位 数       量 摘   要

世 話 役 人 表3.2×100／Ｄ 表3.2，表3.3

特 殊 作 業 員 〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

普 通 作 業 員 〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

ア ス フ ァ ル ト 混 合 物 ｔ 
100×厚さ(㎜)/1,000×締固め後

密度(t/m3)×(１＋ロス率) 
表3.4 

瀝 青 材 料 L  表3.5 

ア ス フ ァ ル ト

フ ィ ニ ッ シ ャ 運 転

ホイール型 

1.4～3.0m 
日 表3.1×100／Ｄ 表3.1，表3.3

〃 
ホイール型 

2.4～6.0m 
〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

〃 
クローラ型 

1.4～3.0m 
〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

〃 
クローラ型 

2.4～4.5m 
〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

ロ ー ド ロ ー ラ 運 転

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

マカダム10～12ｔ 

〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

タ イ ヤ ロ ー ラ 運 転

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

８～20ｔ 

〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

振 動 ロ ー ラ 運 転

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

搭乗式  

コンバインド型 

３～４ｔ 

〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

砂 散 布 費 式 １ 
表3.6 

必要に応じ計上

諸 雑 費 〃 １ 表3.7 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      現行どおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

とりまとめ工種(最終整備) 
アスファルト舗装工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

(２) 人力施工 舗装工 100m2・１層当り単価表  (２) 人力施工 舗装工 100m2・１層当り単価表  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名     称 規     格 単位 数       量 摘   要 

世 話 役 人 表4.2×100／Ｄ 表4.2，表4.3 

特 殊 作 業 員 〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

普 通 作 業 員 〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

アスファルト混合物 ｔ 
100×厚さ(㎜)/1,000×締固め後 

密度(t/m3)×(１＋ロス率) 
表3.4 

瀝 青 材 料 L  表3.5 

振 動 ロ ー ラ 運 転
ハンドガイド式 

0.5～0.6ｔ 
日 表4.1×100／Ｄ 表4.1，表4.3 

振動コンパクタ運転40～60kg 〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

砂 散 布 費 式 １ 
表4.4 

必要に応じ計上 

諸 雑 費 〃 １ 表4.5 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 

名     称 規     格 単位 数       量 摘   要 
 

 

世 話 役 人 表4.2×100／Ｄ 表4.2，表4.3  

 
特 殊 作 業 員 〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃  

 
普 通 作 業 員 〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 

 

アスファルト混合物 ｔ 
100×厚さ(㎜)/1,000×締固め後 

密度(t/m3)×(１＋ロス率) 
表3.4 

 

 

瀝 青 材 料 L  表3.5 
 

 

振 動 ロ ー ラ 運 転
ハンドガイド式 

0.5～0.6ｔ 
日 表4.1×100／Ｄ 表4.1，表4.3 

 

 

振動コンパクタ運転前進型 40～60kg 〃 〃 ×100／Ｄ 〃   〃 
 

砂 散 布 費 式 １ 
表4.4 

必要に応じ計上 

諸 雑 費 〃 １ 表4.5 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 
 

 

 



 

とりまとめ工種(最終整備) 
アスファルト舗装工 

 

現行基準 

のページ 現  行 改  正 摘 要 
P501 (４) 機械運転単価表 

機  械  名 規     格 
適用

単価表
指 定 事 項 

アスファルトフィニッシャ
ホイール型 

1.4～3.0m 
機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→23 

機械損料数量→1.75 

〃 
ホイール型 

2.4～6.0m 
機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→65 

機械損料数量→1.75 

〃 
クローラ型 

1.4～3.0m 
機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→21 

機械損料数量→1.75 

〃 
クローラ型 

2.4～4.5m 
機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→35 

機械損料数量→1.75 

ロ ー ド ロ ー ラ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

マカダム 

10～12ｔ 

機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→35 

機械損料数量→1.63 

タ イ ヤ ロ ー ラ
排出ガス対策型(第１次基準値) 

８～20ｔ 
機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→41 

機械損料数量→1.78 

振 動 ロ ー ラ搭乗式 

排出ガス対策型(第１次基準値) 

コンバインド型３～４ｔ 

機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→15 

機械損料数量→1.50 

振 動 ロ ー ラ
ハンドガイド式 

0.5～0.6ｔ 
機―23

燃料消費量→２ 

機械損料数量→1.23 

振 動 コ ン パ ク タ40～60kg 機―23
燃料消費量→３ 

機械損料数量→1.40 

ア ス フ ァ ル ト カ ー バ４～4.5m3／ｈ 機―23
燃料消費量→７ 

機械損料数量→1.67 

ダ ン プ ト ラ ッ ク２ｔ積 機―22

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→27 

機械損料数量→1.29 

 

 

 

機  械  名 規     格 
適用

単価表
指 定 事 項 

アスファルトフィニッシャ
ホイール型 

1.4～3.0m 
機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→23 

機械損料数量→1.75 

〃 
ホイール型 

2.4～6.0m 
機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→62 

機械損料数量→1.75 

〃 
クローラ型 

1.4～3.0m 
機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→21 

機械損料数量→1.75 

〃 
クローラ型 

2.4～4.5m 
機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→35 

機械損料数量→1.75 

ロ ー ド ロ ー ラ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

マカダム 

10～12ｔ 

機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→35 

機械損料数量→1.63 

タ イ ヤ ロ ー ラ
排出ガス対策型(第１次基準値) 

８～20ｔ 
機―18

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→41 

機械損料数量→1.78 

振 動 ロ ー ラ搭乗式 

排出ガス対策型(第１次基準値) 

コンバインド型３～４ｔ 

機―28 

運転労務数量→1.00 

燃料消費量→15 

賃料数量→1.50 

振 動 ロ ー ラ
ハンドガイド式 

0.5～0.6ｔ 
機―23

燃料消費量→２ 

機械損料数量→1.23 

振 動 コ ン パ ク タ前進型 40～60kg 機―23
燃料消費量→３ 

機械損料数量→1.40 

ア ス フ ァ ル ト カ ー バ４～4.5m3／ｈ 機―23
燃料消費量→７ 

機械損料数量→1.67 

ダ ン プ ト ラ ッ ク２ｔ積 機―22 燃料消費量→27 

運転労務数量→1.00 

機械損料数量→1.29 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式－１２ 

平成２１年度 土木工事標準歩掛の一部見直し 
半たわみ性（コンポジット）舗装工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

標準歩掛 

 

 

 

Ｐ５０５ 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
Ｐ５０６ 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

④ 半たわみ性（コンポジット）舗装工 

4. セメントミルク浸透作業 
 ４－１ セメントミルク浸透用機種の選定 
   機械・規格は次表を標準とする。 

表4.1 機種の選定 

機 械 名 規      格 単 位 数 量 摘      要 

散 水 車 3,800 ℓ  台 １ 水運搬用 

グラウ トミキサ 上下２槽式200ℓ ×２エンジン付 〃 １  

ト ラ ッ ク 
（クレーン装置付） 

４ｔ積２ｔ吊 〃 １ 
材料，グラウトミキサ運搬
用 

振 動 ロ ー ラ 
排出ガス対策型（第１次基準値) 
搭乗式 コンバインド型３～４ｔ 

〃 １  

(注) 散水車，グラウトミキサ，トラック，振動ローラは，組合せ機械として使用する。 

  
 
 
 
４－２ 注入材料 
   浸透用セメントの配合については，別途考慮する。 
  ４－２－１ 浸透用セメントミルクの使用量 
    浸透用セメントミルクの使用量は，次表を標準とする。 

表4.2 浸透用セメントミルクの使用量 （100ｍ
2
当り） 

舗 装 厚（mm） 単位 数     量 

 50 ℓ  1,260 

100 〃 2,520 

４－３ 施工歩掛 
  ４－３－１ 日当り編成人員 
    浸透作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

表4.3 日当り編成人員 (人）

世 話 役 特殊作業員 普通作業員 

１ ４ ８ 

(注) 1. 本歩掛は，セメントミルクの現場練り，混合，散布，敷き広げ，マスキングの設置・

撤去，養生作業を含む。 

2. 本歩掛は，設計施工厚５～10cmを標準とする。  

④ 半たわみ性（コンポジット）舗装工 

4. セメントミルク浸透作業 
 ４－１ セメントミルク浸透用機種の選定 
   機械・規格は次表を標準とする。 

表4.1 機種の選定 

機 械 名 規      格 単 位 数 量 摘      要 

散 水 車 3,800 ℓ  台 １ 水運搬用 

グラウ トミキサ 上下２槽式200ℓ ×２  〃 １  

ト ラ ッ ク 
（クレーン装置付） 

４ｔ積２ｔ吊 〃 １ 
材料，グラウトミキサ運搬
用 

振 動 ロ ー ラ 
排出ガス対策型（第１次基準値) 
搭乗式 コンバインド型３～４ｔ 

〃 １  

(注) 散水車，グラウトミキサ，トラック，振動ローラは，組合せ機械として使用する。 

 

 

現行どおり 



様式－１２ 

平成２１年度 土木工事標準歩掛の一部見直し 
半たわみ性（コンポジット）舗装工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
４－３－２ 日当り施工量 
    セメントミルク浸透作業の１層当りの日当り施工量は，次表を標準とする。 

表4.4 日当り施工量 （１日当り） 

作  業  区  分 単位 数     量 

浸 透 作 業 ｍ
2
 1,050 

 
４－４ 諸 雑 費 
   諸雑費は，マスキング，浸透用セメントミルク敷き広げ作業等に必要なビニルシート，ゴムレ

ーキ等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限と

して計上する。 

表4.5 諸 雑 費 率 （％） 

諸 雑 費 率 ６ 

 
 

 
5. 単  価  表 

 (１) セメントミルク浸透工 100ｍ2当り単価表 

名     称 規          格 単位 数   量 摘   要 

世 話 役  人 １×100／Ｄ 表4.3 

特 殊 作 業 員  〃 ４×100／Ｄ 〃 

普 通 作 業 員  〃 ８×100／Ｄ 〃 

浸透用セメントミルク  ℓ   表4.2 

散 水 車 運 転 3,800 ℓ  日 100／Ｄ 表4.1 

グラウトミキサ運転 上下２槽式200 ℓ ×２ エンジン付 〃 100／Ｄ 〃 

ト ラ ッ ク 運 転 
（クレーン装置付） 

４ｔ積２ｔ吊 〃 100／Ｄ 〃 

振 動 ロ ー ラ 運 転 
排出ガス対策型（第１次基準値) 
搭乗式コンバインド型３～４ｔ 

〃 100／Ｄ 〃 

諸 雑 費  式 １ 表4.5 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ
2
／日） 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 
 

 

 

 
5. 単  価  表 

 (１) セメントミルク浸透工 100ｍ2当り単価表 

名     称 規          格 単位 数   量 摘   要 

世 話 役  人 １×100／Ｄ 表4.3 

特 殊 作 業 員  〃 ４×100／Ｄ 〃 

普 通 作 業 員  〃 ８×100／Ｄ 〃 

浸透用セメントミルク  ℓ   表4.2 

散 水 車 運 転 3,800 ℓ  日 100／Ｄ 表4.1 

グラウトミキサ運転 上下２槽式200 ℓ ×２   〃 100／Ｄ 〃 

ト ラ ッ ク 運 転 
（クレーン装置付） 

４ｔ積２ｔ吊 〃 100／Ｄ 〃 

振 動 ロ ー ラ 運 転 
排出ガス対策型（第１次基準値) 
搭乗式コンバインド型３～４ｔ 

〃 100／Ｄ 〃 

諸 雑 費  式 １ 表4.5 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（ｍ
2
／日） 

 

 

 

現行どおり 



様式－１２ 

平成２１年度 土木工事標準歩掛の一部見直し 
半たわみ性（コンポジット）舗装工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

Ｐ５０７ 
(２) セメントミルク浸透用機械運転単価表 

機  械  名 規     格 適用単価表 指 定 事 項 

散 水 車 3,800 ℓ  機－19 
運転労務数量→0.95 
燃 料 消 費 量→18 
機械損料数量→1.00 

グ ラ ウ ト ミ キ サ 
上下２槽式200ℓ ×２ 
エンジン付 

機－24 
燃 料 消 費 量→２ 
機械損料数量→1.81 

ト ラ ッ ク 
（ クレ ーン装 置付 ） 

４ｔ積２ｔ吊 機－18 
運転労務数量→0.95 
燃 料 消 費 量→25 
機械損料数量→1.00 

振 動 ロ ー ラ 

排出ガス対策型 
（第１次基準値） 
搭乗式 
コンバインド型 
３～４ｔ 

機－18 
運転労務数量→0.95 
燃 料 消 費 量→11 
機械損料数量→1.30 

 

(２) セメントミルク浸透用機械運転単価表 

機  械  名 規     格 適用単価表 指 定 事 項 

散 水 車 3,800 ℓ  機－19 
運転労務数量→0.95 
燃 料 消 費 量→18 
機械損料数量→1.00 

グ ラ ウ ト ミ キ サ 上下２槽式200ℓ ×２  機－24 
燃 料 消 費 量→２ 
機械損料数量→1.81 

ト ラ ッ ク 
（ クレ ーン装 置付 ） 

４ｔ積２ｔ吊 機－18 
運転労務数量→0.95 
燃 料 消 費 量→25 
機械損料数量→1.00 

振 動 ロ ー ラ 

排出ガス対策型 
（第１次基準値） 
搭乗式 
コンバインド型 
３～４ｔ 

機－18 
運転労務数量→0.95 
燃 料 消 費 量→11 
機械損料数量→1.30 
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⑤ 排水性アスファルト舗装工 

4．施工歩掛（人力施工） 
 人力施工は，車道施工幅 1.4ｍ未満の舗設作業及び機械施工が困難な場所における舗設作業に適用

する。 

４－１ 機種の選定 
   人力施工における機械・規格は，次表を標準とする。 

表4.1 機種の選定 （１日・１層当り）

１層当り仕上り厚 t（㎜） 
機  械  名 規    格 単 位 

ｔ≦50 

振 動 ロ ー ラ 
ハンドガイド式 
0.5～0.6ｔ 

台 １ 

振 動 コ ン パ ク タ 40～60kg 〃 １ 

 

４－２ 日当り編成人員 
   人力施工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

表4.2 日当り編成人員 （１日・１層当り）

１層当り仕上り厚 ｔ（㎜） 
名     称 単   位 

ｔ≦50 

世 話 役 人 １ 

特 殊 作 業 員 〃 ２ 

普 通 作 業 員 〃 ４ 

 

４－３ 日当り施工量 
   人力施工における標準的な日当り施工量は，次表を標準とする。 

表4.3 日当り施工量 （１日・１層当り）

1層当り仕上り厚 ｔ(㎜) 単   位 数      量 

ｔ≦50 ｍ
2
 170 

 

４－４ 使用材料 

 ４－４－１ 排水性アスファルト混合物 

  「３－４－１ 排水性アスファルト混合物」による。 

 ４－４－２ 瀝青材料 

  「３－４－２ 瀝青材料」による。 

⑤ 排水性アスファルト舗装工 

4．施工歩掛（人力施工） 
 人力施工は，車道施工幅 1.4ｍ未満の舗設作業及び機械施工が困難な場所における舗設作業に適用

する。 

４－１ 機種の選定 
   人力施工における機械・規格は，次表を標準とする。 

表4.1 機種の選定 （１日・１層当り）

１層当り仕上り厚 t（㎜） 
機  械  名 規    格 単 位 

ｔ≦50 

振 動 ロ ー ラ 
ハンドガイド式 
0.5～0.6ｔ 

台 １ 

振 動 コ ン パ ク タ 前進型 40～60kg 〃 １ 
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４－５ 砂散布費 
   瀝青材料を散布後やむを得ず交通を解放する場合等，砂の散布が必要な場合は，砂散布の費用

として，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上す

る。 

表4.4 砂散布費率 （％）

タ ッ ク コ ー ト ２ 

４－６ 諸 雑 費 
   諸雑費は，瀝青材料の散布，舗装用器具，補助機械及び型枠材料，加熱燃料等の費用であり，

労務費，機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
表4.5 諸 雑 費 率 （％）

１層当り仕上り厚 ｔ(㎜) 諸雑費率 

ｔ≦50 ６（５） 

（注）１．瀝青材料は，別途計上する。 

２．瀝青材料の散布を行わない場合は，（ ）内の数値を使用する。 
 

5. 単 価 表 

 (１) 舗装工 100ｍ2・１層当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数   量 摘   要 

世 話 役  人 １×100／Ｄ 表3.2，表3.3 

特 殊 作 業 員  〃 ３×100／Ｄ 〃   〃 

普 通 作 業 員  〃 ６×100／Ｄ 〃   〃 

排水性アスファル
ト 混 合 物 

 ｔ 
100×厚さ(㎜)/1,000×締固め後密
度(ｔ/ｍ

3
)×(１＋ロス率) 

表3.4 

瀝 青 材 料  ℓ   表3.5 

導 水 パ イ プ  ｍ  必要長 

ア ス フ ァ ル ト 
フィニッシャ運

転

ホイール型 
2.4～6.0ｍ 

日 １×100／Ｄ 表3.1，表3.3 

ロードローラ運
転 

排出ガス対策型(第
１次基準値) 
マカダム 10～12ｔ 

〃 １×100／Ｄ 〃   〃 

タイヤローラ運
転 

排出ガス対策型(第１次

基準値) ８～20ｔ 
〃 １×100／Ｄ 〃   〃 

砂 散 布 費  式 １ 
表3.6 
必要 に応じ計
上

諸 雑 費  〃 １ 表3.7 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量  
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現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 
  

(２) 人 力 施 工 舗装工 100ｍ2・１層当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数   量 摘   要 

世 話 役  人 １×100／Ｄ 表4.2，表4.3 

特 殊 作 業 員  〃 ２×100／Ｄ 〃   〃 

普 通 作 業 員  〃 ４×100／Ｄ 〃   〃 

排水性アスファル
ト 混 合 物 

 ｔ 
100×厚さ(㎜)/1,000×締固め
後密度(ｔ/ｍ

3
)×(１＋ロス率) 

表3.4 

瀝 青 材 料  ℓ   表3.5 

導 水 パ イ プ  ｍ  必要長 

振動ローラ運転 
ハンドガイド式， 
0.5～0.6ｔ 

日 １×100／Ｄ 表4.1，表4.3 

振動コンパクタ運
転 

40～60kg 〃 １×100／Ｄ 〃   〃 

砂 散 布 費  式 １ 
表4.4 
必要 に応じ計
上

諸 雑 費  〃 １ 表4.5 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 (３) 機械運転単価表 

機 械 名 規    格 適用単価表 指 定 事 項 

ア ス フ ァ ル ト 
フ ィ ニ ッ シ ャ 

ホイール型 
2.4～6.0ｍ 

機―18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→61 
機械損料数量→1.75 

ロ ー ド ロ ー ラ 
排出ガス対策型(第１次基準
値) 
マカダム 10～12ｔ 

機―18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→30 
機械損料数量→1.63 

タ イ ヤ ロ ー ラ 
排出ガス対策型(第１次基準
値) 
８～20ｔ 

機―18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→37 
機械損料数量→1.78 

振 動 ロ ー ラ ハンドガイド式0.5～0.6ｔ 機―23 
燃 料 消 費 量→2 
機械損料数量→1.23 

振 動 コ ン パ ク タ 40～60㎏ 機―23 
燃 料 消 費 量→4 
機械損料数量→1.40 

 

 
(２) 人 力 施 工 舗装工 100ｍ2・１層当り単価表 

名     称 規     格 単 位 数   量 摘   要 

世 話 役  人 １×100／Ｄ 表4.2，表4.3 

特 殊 作 業 員  〃 ２×100／Ｄ 〃   〃 

普 通 作 業 員  〃 ４×100／Ｄ 〃   〃 

排水性アスファル
ト 混 合 物 

 ｔ 
100×厚さ(㎜)/1,000×締固め
後密度(ｔ/ｍ

3
)×(１＋ロス率) 

表3.4 

瀝 青 材 料  ℓ   表3.5 

導 水 パ イ プ  ｍ  必要長 

振動ローラ運転 
ハンドガイド式， 
0.5～0.6ｔ 

日 １×100／Ｄ 表4.1，表4.3 

振動コンパクタ運
転 

前進型 40～60kg 〃 １×100／Ｄ 〃   〃 

砂 散 布 費  式 １ 
表4.4 
必要 に応じ計
上

諸 雑 費  〃 １ 表4.5 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 (３) 機械運転単価表 

機 械 名 規    格 適用単価表 指 定 事 項 

ア ス フ ァ ル ト 
フ ィ ニ ッ シ ャ 

ホイール型 
2.4～6.0ｍ 

機―18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→61 
機械損料数量→1.75 

ロ ー ド ロ ー ラ 
排出ガス対策型(第１次基準
値) 
マカダム 10～12ｔ 

機―18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→30 
機械損料数量→1.63 

タ イ ヤ ロ ー ラ 
排出ガス対策型(第１次基準
値) 
８～20ｔ 

機―18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→37 
機械損料数量→1.78 

振 動 ロ ー ラ ハンドガイド式0.5～0.6ｔ 機―23 
燃 料 消 費 量→2 
機械損料数量→1.23 

振 動 コ ン パ ク タ 前進型 40～60㎏ 機―23 
燃 料 消 費 量→4 
機械損料数量→1.40 
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⑥ 透水性アスファルト舗装工 

5. 施工歩掛（人力施工） 
 人力施工は，歩道施工幅 1.4ｍ未満の舗設作業及び機械施工が困難な場所における舗設作業に適用す

る。 

 ５－１ 機種の選定 

  人力施工における機械・規格は，次表を標準とする。 

 
表5.1 機種の選定 （１日・１層当り）

１層当り仕上り厚ｔ（㎜） 
機 械 名 規    格 単 位 

ｔ≦50 

振 動 ロ ー ラ ハンドガイド式0.5～0.6ｔ 台 １ 

振 動 コ ン パ ク タ 40～60kg 〃 １ 

 
 ５－２ 日当り編成人員 

  人力施工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

表5.2 日当り編成人員 （１日・１層当り）

１層当り仕上り厚ｔ（㎜） 
名   称 単  位 

ｔ≦50 

世 話 役 人 １ 

特 殊 作 業 員 〃 ２ 

普 通 作 業 員 〃 ４ 

 
５－３ 日当り施工量 

  人力施工における日当り施工量は，次表を標準とする。 

 
表5.3 日当り施工量 （１日・１層当り）

１層当り仕上り厚ｔ（㎜） 単   位 数   量 

ｔ≦50 ｍ
2
 200 

 
５－４ 使用材料 

  ５－４－１ 透水性アスファルト混合物 
   「４－４－１ 透水性アスファルト混合物」による。 

⑥ 透水性アスファルト舗装工 

5. 施工歩掛（人力施工） 
 人力施工は，歩道施工幅 1.4ｍ未満の舗設作業及び機械施工が困難な場所における舗設作業に適用す

る。 

 ５－１ 機種の選定 

  人力施工における機械・規格は，次表を標準とする。 

 
表5.1 機種の選定 （１日・１層当り）

１層当り仕上り厚ｔ（㎜） 
機 械 名 規    格 単 位 

ｔ≦50 

振 動 ロ ー ラ ハンドガイド式0.5～0.6ｔ 台 １ 

振 動 コ ン パ ク タ 前進型 40～60kg 〃 １ 
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 ５－５ 諸 雑 費 

  諸雑費は，舗装用器具，補助機械及び型枠材料，加熱燃料等の費用であり，労務費，機械損料及

び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 

表5.4 諸 雑 費 率 （％） 

１層当り仕上り厚ｔ（㎜） 諸 雑 費 率 

ｔ≦50 ９ 

 

6. 単 価 表 
 (１) フィルター層 100ｍ2・１層当り単価表・機械施工 

 
名    称 規        格 単位 数      量 摘  要 

世 話 役  人 １×100／Ｄ 表3.2，表3.3 

特 殊 作 業 員  〃 ２×100／Ｄ 〃  〃 

普 通 作 業 員  〃 ４×100／Ｄ 〃  〃 

フ ィル ター 材  ｍ
3
 

100×厚さ(㎜)/1,000×(1＋ロス
率） 

表3.4 

振動ローラ運転 
排出ガス対策型(第１次基
準値)搭乗式・コンバイン
ド型３～４ｔ 

日 １×100／Ｄ 表3.1，表3.3 

諸 雑 費  式 １ 表3.5 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 
  
２) 舗装工 100ｍ2・１層当り単価表・機械施工 

名    称 規        格 単位 数      量 摘  要 

世 話 役  人 １×100／Ｄ 表4.2，表4.3 

特 殊 作 業 員  〃 ３×100／Ｄ 〃  〃 

普 通 作 業 員  〃 ５×100／Ｄ 〃  〃 

透水性アスファ
ル ト 混 合 物 

 ｔ 
100×厚さ(㎜)/1,000×締固
め後密度(t/ｍ

3
)×(1＋ロス

率） 
表4.4 

ア スファルト 
フィニッシャ運

転

クローラ型 
1.4～3.0ｍ 

日 １×100／Ｄ 表4.1，表4.3 

振動ローラ運転 
排出ガス対策型(第１次基
準値)搭乗式・コンバイン
ド型３～４ｔ 

〃 １×100／Ｄ 〃  〃 

諸 雑 費  式 １ 表4.5 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量  
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Ｐ５１６ (３) 舗装工 100ｍ2・１層当り単価表・人力施工 

 

名    称 規        格 単位 数      量 摘  要 

世 話 役  人 １×100／Ｄ 表 5.2 ，
表5.3 

特 殊 作 業 員  〃 ２×100／Ｄ 〃  
〃 

普 通 作 業 員  〃 ４×100／Ｄ 〃  
〃 

透水性アスファ
ル ト 混 合 物 

 ｔ 
100×厚さ(㎜)/1,00 0×締固め後
密度 
（ｔ／ｍ

3
）×（１＋ロス率） 

表4.4 

振動ローラ運転 
ハンドガイド式 
0.5～0.6ｔ 

日 １×100／Ｄ 
表 5.1 ，
表5.3 

振動コンパクタ
運転 

40～60kg 〃 １×100／Ｄ 
〃  

〃 

諸 雑 費  式 １ 表5.4 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 
 
 (４) 機械運転単価表 

 
１）フィルター層 

 
機 械 名 規      格 適用単価

表 
指 定 事 項 

振 動 ロ ー ラ 
排出ガス対策型(第１次基準値) 
搭乗式・コンバインド型３～４
ｔ 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→15 
機械損料数量→1.50 

 
 
２）舗装工 
 

機 械 名 規      格 適用単価表 指 定 事 項 

ア ス ファ ルト 
フ ィ ニッ シャ 

クローラ型 1.4～3.0ｍ 機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→21 
機械損料数量→1.75 

振 動 ロ ー ラ 
排出ガス対策型(第１次基準値) 
搭乗式・コンバインド型３～４
ｔ 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→15 
機械損料数量→1.50 

振 動 ロ ー ラ ハンドガイド式 0.5～0.6ｔ 機－23 
燃 料 消 費 量→3 
機械損料数量→1.44 

振動コンパクタ 40～60kg 機－23 
燃 料 消 費 量→4 
機械損料数量→1.40  

(３) 舗装工 100ｍ2・１層当り単価表・人力施工 

 
名    称 規        格 単位 数      量 摘  要 

世 話 役  人 １×100／Ｄ 表5.2，表
5.3 

特 殊 作 業 員  〃 ２×100／Ｄ 〃  
〃 

普 通 作 業 員  〃 ４×100／Ｄ 〃  
〃 

透水性アスファ
ル ト 混 合 物 

 ｔ 
100×厚さ(㎜)/1,000×締固め後密
度 
（ｔ／ｍ

3
）×（１＋ロス率） 

表4.4 

振動ローラ運転 
ハンドガイド式 
0.5～0.6ｔ 

日 １×100／Ｄ 
表5.1，表
5.3 

振動コンパクタ
運転 

前進型 40～60kg 〃 １×100／Ｄ 
〃  

〃 

諸 雑 費  式 １ 表5.4 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 
２）舗装工 
 

機 械 名 規      格 適用単価表 指 定 事 項 

ア スフ ァル ト 
フ ィニ ッシ ャ 

クローラ型 1.4～3.0ｍ 機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→21 
機械損料数量→1.75 

振 動 ロ ー ラ 
排出ガス対策型(第１次基準値) 
搭乗式・コンバインド型３～４ｔ 

機－18 
運転労務数量→1.00 
燃 料 消 費 量→15 
機械損料数量→1.50 

振 動 ロ ー ラ ハンドガイド式 0.5～0.6ｔ 機－23 
燃 料 消 費 量→3 
機械損料数量→1.44 

振動コンパクタ 前進型 40～60kg 機－23 
燃 料 消 費 量→4 
機械損料数量→1.40 

 
 

 

 

現行どおり 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
しゃ音壁設置工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ５４２  ３－２ 支柱アンカー及び支柱建込工（Ｂ型支柱） 

   穿孔アンカー方式による支柱アンカー及び支柱建込歩掛は，次表による。 
 

表3.2 支柱アンカー及び支柱建込歩掛（Ｂ型支柱） (100ｍ当り)

支柱間隔２ｍ 支柱間隔４ｍ 

支柱アンカー設置 支柱建込 支柱アンカー設置 支柱建込

支柱高さ 支柱高さ 支柱高さ 支柱高さ
名   称 規 格 単位 

４ｍ以下 ４ｍ以下 ４ｍ以下 ４ｍ以下

世 話 役  人 4.7 2.6 2.0 1.3 

特 殊 作 業 員  〃 10.0 － 4.4 － 

鉄 骨 工  〃 － 3.8 － 1.9 

普 通 作 業 員  〃 7.0 3.6 3.0 1.8 

トラック（クレーン 
装 置 付 ） 運 転 

４ｔ積 
2.9ｔ吊 ｈ － 19.1 － 9.5 

諸 雑 費 率  ％ 5 2 6 2 

(注) 1. アンカー設置は，コンクリートアンカーを標準とし，貫通ボルトによる施工の場合

は別途考慮する。 

2. 高さは，下部構造物等を含めない支柱のみの高さとする。 

3. 諸雑費は，支柱アンカーの施工足場の費用，ハンマードリル・インパクトレンチの

損料，ラチェットレンチの損耗費及び電力に関する経費等の費用であり，労務費，機

械損料及び運転経費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

 ３－２ 支柱アンカー及び支柱建込工（Ｂ型支柱） 

   穿孔アンカー方式による支柱アンカー及び支柱建込歩掛は，次表による。 
 

表3.2 支柱アンカー及び支柱建込歩掛（Ｂ型支柱） (100ｍ当り)

支柱間隔２ｍ 支柱間隔４ｍ 

支柱アンカー設置 支柱建込 支柱アンカー設置 支柱建込

支柱高さ 支柱高さ 支柱高さ 支柱高さ
名   称 規 格 単位

４ｍ以下 ４ｍ以下 ４ｍ以下 ４ｍ以下

世 話 役  人 4.7 2.6 2.0 1.3 

特 殊 作 業 員  〃 10.0 － 4.4 － 

鉄 骨 工  〃 － 3.8 － 1.9 

普 通 作 業 員  〃 7.0 3.6 3.0 1.8 

トラック（クレーン
装 置 付 ） 運 転

４ｔ積 
2.9ｔ吊 ｈ － 19.1 － 9.5 

諸 雑 費 率  ％ 5 2 7 2 

(注) 1. アンカー設置は，コンクリートアンカーを標準とし，貫通ボルトによる施工の場合

は別途考慮する。 

2. 高さは，下部構造物等を含めない支柱のみの高さとする。 

3. 諸雑費は，支柱アンカーの施工足場の費用，ハンマードリル・インパクトレンチの

損料，ラチェットレンチの損耗費及び電力に関する経費等の費用であり，労務費，機

械損料及び運転経費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

 
 

  
  
  
  

 

 



土木工事標準歩掛の一部見直し(最終整備) 
道路打換え工 

- 2 - 

 
現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘要 

P.577 
13･③･3 

   

表3.1 機種の選定 

作業種別 機械名 規    格 単 位 数 量 摘 要

直 接 掘 削 積 込

バックホウによる

掘 削 積 込

バ ッ ク ホ ウ 

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

クローラ型山積0.45ｍ3（平積0.35ｍ3）

台 １  

コ ン ク リ ー ト 圧 砕 機 
破砕力600kN級 

開口幅 715～740mm 
〃 １  

コンクリート圧砕機に

よ る と り こ わ し (コンクリート圧砕機ベースマ

シ ン ) バ ッ ク ホ ウ 

排出ガス対策型（第１次基準値） 

クローラ型山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3) 
〃 １  

大 型 ブ レ ー カ 
油圧ブレーカ・バケット容量0.25～0.3ｍ3

対応アタッチメント 
〃 １  

大型ブレーカによる

と り こ わ し (大型ブレーカベースマシン)

バ ッ ク ホ ウ 

排出ガス対策型（第１次基準値） 

クローラ型山積0.28ｍ3(平積0.2ｍ3) 
〃 １  

路床及び路盤の敷均し ブ ル ド ー ザ 
排出ガス対策型（第１次基準値） 

普通３ｔ級 
〃 １  

舗 装 の 敷 均 し
ア ス フ ァ ル ト 

フ ィ ニ ッ シ ャ 

排出ガス対策型（第１次基準値） 

ホイール型2.0～4.5ｍ 
〃 １  

路床及び路盤の転圧 〃 １  

舗 装 の 転 圧

タ イ ヤ ロ ー ラ 
排出ガス対策型（第１次基準値） 

８～20ｔ 〃 １  

路床及び路盤の転圧 〃 １  

舗 装 の 転 圧

ロ ー ド ロ ー ラ 
排出ガス対策型（第１次基準値） 

マカダム10～12ｔ 〃 １  

(注) バックホウ，(コンクリート圧砕機ベースマシン）バックホウ，大型ブレーカ，(大型ブレーカベースマシン）バックホウ，ブルド

ーザは賃料とする。 

 

表3.1 機種の選定 

作業種別 機械名 規    格 単 位 数 量 摘 要 

直 接 掘 削 積 込

バックホウによる

掘 削 積 込

バ ッ ク ホ ウ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

クローラ型山積0.45ｍ3（平積0.35ｍ3）

台 １  

コ ン ク リ ー ト 圧 砕 機
破砕力600kN級 

開口幅 715～740mm 
〃 １  

コンクリート圧砕機に

よ る と り こ わ し (コンクリート圧砕機ベースマ

シ ン ) バ ッ ク ホ ウ

排出ガス対策型（第１次基準値） 

クローラ型山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3) 
〃 １  

大 型 ブ レ ー カ
油圧ブレーカ・バケット容量0.2ｍ3対応

ベースマシン含む 
〃 １  

大型ブレーカによる

と り こ わ し (大型ブレーカベースマシン)

バ ッ ク ホ ウ

排出ガス対策型（第１次基準値） 

クローラ型山積0.28ｍ3(平積0.2ｍ3) 
〃 １  

路床及び路盤の敷均し ブ ル ド ー ザ
排出ガス対策型（第１次基準値） 

普通３ｔ級 
〃 １  

舗 装 の 敷 均 し
ア ス フ ァ ル ト

フ ィ ニ ッ シ ャ

排出ガス対策型（第１次基準値） 

ホイール型2.0～4.5ｍ 
〃 １  

路床及び路盤の転圧 〃 １  

舗 装 の 転 圧

タ イ ヤ ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値） 

８～20ｔ 〃 １  

路床及び路盤の転圧 〃 １  

舗 装 の 転 圧

ロ ー ド ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値） 

マカダム10～12ｔ 〃 １  

(注) バックホウ，(コンクリート圧砕機ベースマシン）バックホウ，大型ブレーカ，(大型ブレーカベースマシン）バックホウ，ブルド

ーザは賃料とする。 
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 ５－５ 道路打換え工事の損料補正〔参考〕 
   道路打換え工で使用する建設機械（コンクリート圧砕機（ベースマシン含まず)，アスファルトフィニッシャ）については，
次表の供用日当り運転時間（ｔ）により損料補正を行う。 

表5.6 供用日当り運転時間（ｔ）及び運転日当り運転時間（Ｔ） 

供用日当り運転時間 

ｔ（ｈ／（供）日） 
運転日当り運転時間 Ｔ(ｈ／日) 項 目 

 

 

機械名 
全層打換えの場

合 

舗装版のみの打

換えの場合 

全層打換えの場

合 

舗装版のみの打換えの場

合 

大 型 ブ レ ー カ 1.4 1.5 1.8 1.9 

コ ン ク リ ー ト 圧 砕 機 1.3 1.4 1.8 1.9 

バ ッ ク ホ ウ 3.0 2.1 3.8 2.6 

ブ ル ド ー ザ 2.5 1.8 2.9 2.1 

タ イ ヤ ロ ー ラ 標準値 標準値 4.6 4.7 

ロ ー ド ロ ー ラ 標準値 標準値 4.4 4.4 

アスファルトフィニッシャ 1.8 2.2 2.2 2.7 

(注) 1. タイヤローラ，ロードローラは，「建設機械等損料算定表」の標準の供用日当り

運転時間を使用する。 

2. 現場条件により，上表により難い場合は，別途考慮する。 

3. 運転時間Ｔは，運転労務算出に用いる。  

５－５ 道路打換え工事の供用日当りう運転時間及び運転日当り運転時間 
   道路打換え工で使用する建設機械（コンクリート圧砕機（ベースマシン含まず)，アスファルトフィ
ニッシャ）については，次表の供用日当り運転時間（ｔ）により損料補正を行う。 

表5.6 供用日当り運転時間（ｔ）及び運転日当り運転時間（Ｔ） 

供用日当り運転時間 

ｔ（ｈ／（供）日） 
運転日当り運転時間 Ｔ(ｈ／日) 項 目 

 

 

機械名 
全層打換えの場

合 

舗装版のみの打

換えの場合 

全層打換えの場

合 

舗装版のみの打換えの場

合 

大 型 ブ レ ー カ － － 1.8 1.9 

コ ン ク リ ー ト 圧 砕 機 － － 1.8 1.9 

バ ッ ク ホ ウ － － 3.8 2.6 

ブ ル ド ー ザ － － 2.9 2.1 

タ イ ヤ ロ ー ラ － － 4.6 4.7 

ロ ー ド ロ ー ラ － － 4.4 4.4 

アスファルトフィニッシャ 1.8 2.2 2.2 2.7 

(注)  1. タイヤローラ，ロードローラは，「建設機械等損料算定表」の標準の供用日当

り運転時間を使用する。 

2. 現場条件により，上表により難い場合は，別途考慮する。 

3. 運転時間Ｔは，運転労務算出に用いる。 

運転時間Ｔは，運転労務算出に用いる。 
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6. 単 価 表 
 (１) 100ｍ2当り単価表  大型ブレーカ又はコンクリート圧砕機＋機械施工 

名    
称 

規  格 単位 数量 摘         要 

世 話 役  人  １×１／８×Ｔ′ 「表4.1」（注）1 

特殊作業員  〃  ３×１／８×Ｔ′ 「 〃  」（注）1 

普通作業員  〃  ４×１／８×Ｔ′ 「 〃  」（注）1 

クラッシャラ
ン

 ｍ3 Ａ 100ｍ2×仕上り厚×(１＋ロス率)＝Ａ，(注）2 

粒度調整砕石  〃 Ｂ 100ｍ2×仕上り厚×(１＋ロス率)＝Ｂ，(注）2 

生アスファル
ト  ｔ Ｃ

100ｍ2×仕上り厚×設定密度（ｔ／ｍ3） 

         ×(１＋ロス率)＝Ｃ，(注）3 

バックホウ
（ベースマシ
ン ） 運 転

 日  
ＴH/Ｔ 

（注）4 

大型ブレーカ
賃 料

油圧ブレーカバケ
ット容量0.25～
0.3ｍ3対応アタッ
チメント 

〃  
ＴH/Ｔ 

（注）4 

コンクリート
圧砕機損料

破砕力600kN級 
開口幅715～740mm 

〃  ＴH/Ｔ 
（注）4 

バックホウ運
転 

排出ガス対策型 
(第１次基準値) 
クローラ型 山積
0.45ｍ3（平積0.35ｍ3） 

〃  （ＴB1 又はＴB2 ）/Ｔ 

ブルドーザ運
転 

排出ガス対策
型(第１次基
準値)3ｔ級 

〃  
「表5.3」 

ＴD/Ｔ×層数 

タイヤローラ
運 転

排出ガス対策型 
(第１次基準値) 
８～20ｔ 

ｈ  
「表5.3」「表5.4」 

ＴD×層数＋ＴF×層数 

ロードローラ
運 転

排出ガス対策型 
(第１次基準値） 
マカダム10～12ｔ 

〃  
「表5.3」「表5.4」 

ＴD×層数＋ＴF×層数 

アスファルト
フィニッシャ
運 転

排出ガス対策型 
(第１次基準値) 
ホイール型 
2.0～4.5ｍ 

〃  
「表5.4」 

ＴF×層数 

諸 雑 費  式 １ 表5.5 

計     

  

6. 単 価 表 
 (１) 100ｍ2当り単価表  大型ブレーカ又はコンクリート圧砕機＋機械施工 

名     称 規  格 単位 数量 摘         要 

世 話 役  人  １×１／８×Ｔ′ 「表4.1」（注）1 

特 殊 作 業 員  〃  ３×１／８×Ｔ′ 「 〃 」（注）1 

普 通 作 業 員  〃  ４×１／８×Ｔ′ 「 〃 」（注）1 

ク ラ ッ シ ャ ラ ン  ｍ3 Ａ 100ｍ2×仕上り厚×(１＋ロス率)＝Ａ，(注）2 

粒 度 調 整 砕 石  〃 Ｂ 100ｍ2×仕上り厚×(１＋ロス率)＝Ｂ，(注）2 

生 ア ス フ ァ ル ト  ｔ Ｃ
100ｍ2×仕上り厚×設定密度（ｔ／ｍ3） 
         ×(１＋ロス率)＝Ｃ，(注）3 

大型ブレーカ運転 

油圧ブレーカバケ
ット容量0.2ｍ3対
応 
ベースマシン含む

日  ＴH/Ｔ（注）4 

バックホウ(コンクリー
ト圧砕機ベースマシン)
運 転 

排出ガス対策型(第

１次基準値)クロー

ラ型山積0.45ｍ3

（平積0.35ｍ3） 

〃  ＴH/Ｔ（注）4 

コ ン ク リ ー ト 
圧 砕 機 損 料 

破砕力600kN級 

開口幅715～740mm 
〃  ＴH/Ｔ（注）4 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

クローラ型 山積0.45ｍ3（平

積0.35ｍ3） 

〃  （ＴB1 又はＴB2 ）/Ｔ 

ブ ル ド ー ザ 運 転 
排出ガス対策型(第

１次基準値)3ｔ級
〃  

「表5.3」 

ＴD/Ｔ×層数 

タイヤローラ運転 
排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

８～20ｔ 
ｈ  

「表5.3」「表5.4」 

ＴD×層数＋ＴF×層数 

ロードローラ運転 
排出ガス対策型 

(第１次基準値） 

マカダム10～12ｔ 
〃  

「表5.3」「表5.4」 

ＴD×層数＋ＴF×層数 

アスファルトフィニッ
シ ャ 運 転 

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

ホイール型 

2.0～4.5ｍ 

〃  
「表5.4」 

ＴF×層数 

諸 雑 費  式 １ 表5.5 

計     
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 (注) 1. Ｔ′：５－３労務歩掛による。 

2. ロス率は，「第11章 道路舗装①路盤工」3. 路盤材料の使用数量のロス率による。 

3. ロス率は，「第11章 道路舗装②アスファルト舗装工」３－１混合物の設計数量のロス率による。 

4. 大型ブレーカ又はコンクリート圧砕機は，図3-1，表3.1により必要な場合のみ計上する。 

5. 大型ブレーカ，コンクリート圧砕機ベースマシン，バックホウ及びブルドーザは，賃料とする。 

6. 大型ブレーカ，バックホウ（ベースマシン），バックホウ及びブルドーザは，賃料とする。 

(注) 1. Ｔ′：５－３労務歩掛による。 

2. ロス率は，「第11章 道路舗装①路盤工」3. 路盤材料の使用数量のロス率による。 

3. ロス率は，「第11章 道路舗装②アスファルト舗装工」３－１混合物の設計数量のロス率による。 

4. 大型ブレーカ又はコンクリート圧砕機は，図3-1，表3.1により必要な場合のみ計上する。 

5. 大型ブレーカ，コンクリート圧砕機ベースマシン，バックホウ及びブルドーザは，賃料とする。 

6. 大型ブレーカ，バックホウ（ベースマシン），バックホウ及びブルドーザは，賃料とする。 
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現行基準 
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 (２) 機械運転単価表 

機械名 規格 適用単価表 指定事項 

バ ッ ク ホ ウ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

クローラ型 山積

0.45㎥（平積0.35㎥） 

機－28 

運転労務数量→0.95（全層打換え） 

       0.65（舗装版のみ打換え） 

燃料消費量→42 （全層打換え） 

       29 （舗装版のみ打換え） 

賃 料 数 量→1.27（全層打換え） 

       1.24（舗装版のみ打換え） 

大型ブレーカ

排出ガス対策型(第１

次基準値)クローラ型

山積0.28ｍ3（平積0.20

ｍ3） 

機－28 

運転労務数量→0.45（全層打換え） 

       0.48（舗装版のみ打換え） 

燃料消費量→13 （全層打換え） 

       14 （舗装版のみ打換え） 

賃 料 数 量→1.29（全層打換え） 

       1.27（舗装版のみ打換え） 

コンクリート圧

砕 機

（ベースマシン）

バックホウ排出ガス

対策型(第１次基準

値) 

クローラ型 山積

0.45㎥（平積0.35㎥） 

機－28 

運転労務数量→0.45（全層打換え） 

       0.48（舗装版のみ打換え） 

燃料消費量→20 （全層打換え） 

       21（舗装版のみ打換え） 

賃 料 数 量→1.38（全層打換え） 

       1.36（舗装版のみ打換え） 

ブ ル ド ー ザ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

普通３ｔ 

機－28 

運転労務数量→0.73（全層打換え） 

       0.53（舗装版のみ打換え） 

燃料消費量→15 （全層打換え） 

       11 （舗装版のみ打換え） 

賃 料 数 量→1.16（全層打換え） 

       1.17（舗装版のみ打換え） 

タイヤローラ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

８～20ｔ 

機－１ 

運転労務数量→0.22（全層打換え） 

       0.21（舗装版のみ打 

          換え） 

ロードローラ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

マカダム10～12ｔ 

機－１ 運転労務数量→0.23 

アスファルトフィ

ニ ッ シ ャ

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

ホイール型2.0～4.5

ｍ 

機－１ 運転労務数量→0.25 

 

(２) 機械運転単価表 

機械名 規格 適用単価表 指定事項 

バ ッ ク ホ ウ 

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

クローラ型 山積

0.45㎥（平積0.35㎥）

機－28 

運転労務数量→0.95（全層打換え） 

       0.65（舗装版のみ打換え） 

燃料消費量→42 （全層打換え） 

       29 （舗装版のみ打換え） 

賃 料 数 量→1.27（全層打換え） 

       1.24（舗装版のみ打換え） 

大型ブレーカ 
油圧ブレーカバケット容量
0.2ｍ3対応 
ベースマシン含む 

機－28 

運転労務数量→0.45（全層打換え） 

       0.48（舗装版のみ打換え） 

燃料消費量→13 （全層打換え） 

       14 （舗装版のみ打換え） 

賃 料 数 量→1.29（全層打換え） 

       1.27（舗装版のみ打換え） 

コンクリート圧

砕 機 

（ベースマシン） 

バックホウ排出ガス

対策型(第１次基準

値) 

クローラ型 山積

0.45㎥（平積0.35㎥）

機－28 

運転労務数量→0.45（全層打換え） 

       0.48（舗装版のみ打換え） 

燃料消費量→20 （全層打換え） 

       21（舗装版のみ打換え） 

賃 料 数 量→1.38（全層打換え） 

       1.36（舗装版のみ打換え） 

ブ ル ド ー ザ 

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

普通３ｔ 

機－28 

運転労務数量→0.73（全層打換え） 

       0.53（舗装版のみ打換え） 

燃料消費量→15 （全層打換え） 

       11 （舗装版のみ打換え） 

賃 料 数 量→1.16（全層打換え） 

       1.17（舗装版のみ打換え） 

タイヤローラ 

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

８～20ｔ 

機－１ 
運転労務数量→0.22（全層打換え） 

0.21（舗装版のみ打換え） 

ロードローラ 

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

マカダム10～12ｔ 

機－１ 運転労務数量→0.23 

アスファルトフィ

ニ ッ シ ャ 

排出ガス対策型 

(第１次基準値) 

ホイール型2.0～4.5

ｍ 

機－１ 運転労務数量→0.25 
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表3.1 機種の選定 

機 械 名 規        格 単 位 

数      量 

摘   要 
リペーブ工

法 

リミックス

工 法

路 面 ヒ ー タ
加熱面積 20～23ｍ2 

発熱量502～586万kJ/h 台 ２ ２ 
路上表層再生機と

組合せとする 

路上表層再生機
リペーブ用 施工幅2.3～４ｍ 

かきおこし深さ ５cm 
〃 １ ―  

路上表層再生機
リミックス用 施工幅2.3～４ｍ 

かきおこし深さ ５cm 
〃 ― １  

振 動 ロ ー ラ
排出ガス対策型(第１次基準値) 

搭乗式 タンデム型６～7.5ｔ 
〃 １ １ 

路上表層再生機と

組合せとする 

タ イ ヤ ロ ー ラ
排出ガス対策型(第１次基準値)８～

20ｔ 
〃 １ １ 〃 

 

表4.1 路上表層再生工施工歩掛 

（リペーブ工法，リミックス工法） （100ｍ2当り）

名     称 規       格 単 位 数   量 

世 話 役  人 0.05 

特 殊 作 業 員  〃 0.16 

普 通 作 業 員  〃 0.38 

路 面 ヒ ー タ 運 転 加熱面積 20～23ｍ2 
発熱量502～586万kJ/h ｈ 0.72 

路上表層再生機運転
施工幅 2.3～４ｍ 
かきおこし深さ ５cm 〃 0.36 

振 動 ロ ー ラ 運 転 排出ガス対策型(第１次基準値) 
搭乗式 タンデム型 ６～7.5ｔ 

〃 0.36 

タイヤローラ運転 排出ガス対策型(第１次基準値)８～20ｔ 〃 0.36 

諸 雑 費 率  ％  13

(注) 1. 路面ヒーターは，２台の延運転時間である。 

2. 運転労務は「第１章①建設機械運転労務」による。 

3. 諸雑費は，舗装用器具（スムーサ，レーキ，スコップ，コテ，カッタ等)，加熱用燃料

及びビット損耗費等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に上表の諸雑

費率を乗じた金額を上限として計上する。 
 

表3.1 機種の選定 

機 械 名 規        格 単 位 

数      量 

摘   要 
リペーブ工

法 

リミックス

工 法

路 面 ヒ ー タ 

間接加熱方式 

加熱面積 20～23ｍ2 

発熱量502～586万kJ/h 
台 ２ ２ 

路上表層再生機と

組合せとする 

路上表層再生機 
リペーブ用 施工幅2.3～４ｍ 

かきおこし深さ ５cm 
〃 １ ―  

路上表層再生機 
リミックス用 施工幅2.3～４ｍ 

かきおこし深さ ５cm 
〃 ― １  

振 動 ロ ー ラ 
排出ガス対策型(第１次基準値) 

搭乗式 タンデム型６～7.5ｔ 
〃 １ １ 

路上表層再生機と

組合せとする 

タ イ ヤ ロ ー ラ 
排出ガス対策型(第１次基準値)８～

20ｔ 
〃 １ １ 〃 

 

表4.1 路上表層再生工施工歩掛 

（リペーブ工法，リミックス工法） （100ｍ2当り）

名     称 規       格 単 位 数   量 

世 話 役  人 0.05 

特 殊 作 業 員  〃 0.16 

普 通 作 業 員  〃 0.38 

路 面 ヒ ー タ 運 転
間接加熱方式 
加熱面積 20～23ｍ2 
発熱量502～586万kJ/h 

ｈ 0.72 

路上表層再生機運転
施工幅 2.3～４ｍ 
かきおこし深さ ５cm 

〃 0.36 

振 動 ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型(第１次基準値) 
搭乗式 タンデム型 ６～7.5ｔ 〃 0.36 

タイヤローラ運転 排出ガス対策型(第１次基準値)８～20ｔ 〃 0.36 

諸 雑 費 率    ％ 13

(注) 1. 路面ヒーターは，２台の延運転時間である。 

2. 運転労務は「第１章①建設機械運転労務」による。 

3. 諸雑費は，舗装用器具（スムーサ，レーキ，スコップ，コテ，カッタ等)，加熱用燃料及

びビット損耗費等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に上表の諸雑費

率を乗じた金額を上限として計上する。 
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(１) 路上表層再生工100ｍ2当り単価表 

名      称 規        格 単 位 数 量 摘    要 

世 話 役  人  表4.1 

特 殊 作 業 員  〃   〃

普 通 作 業 員  〃   〃

新 規 合 材    1 ｔ 式4.

添 加  剤 kg  必要量を計上する 

路 面 ヒ ー タ 運 転
加熱面積 20～23ｍ2 

発熱量502～586万kJ/h ｈ  表4.1 

路上表層再生機運転
○○用 施工幅 2.3～４ｍ 

かきおこし深さ ５cm 
〃  〃 

振 動 ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 

搭乗式 タンデム型 ６～7.5ｔ 
〃  〃 

タ イ ヤ ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型(第１次基準値)８～20

ｔ 
〃  〃 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     

 
 

(２) 機械運転単価表 

機 械 名 規       格 適用単価表 指  定  事  項 

路 面 ヒ ー タ
加熱面積 20～23ｍ2 

発熱量502～586万kJ/h 機－１  

路上表層再生機
施工幅 2.3～４ｍ 

かきおこし深さ ５cm 
機－１ 

工法によって（リペーブ用）又は（リミッ

クス用）を選択する 

振 動 ロ ー ラ
排出ガス対策型(第１次基準値) 

搭乗式 タンデム型 ６～7.5ｔ 
機－１  

タ イ ヤ ロ ー ラ 排出ガス対策型(第１次基準値)８～20ｔ 機－１  

 

(１) 路上表層再生工100ｍ2当り単価表 

名      称 規        格 単 位 数 量 摘    要 

世 話 役  人  .1 表4

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

新 規 合 材     ｔ 式4.1

添 加 剤  kg  必要量を計上する 

路 面 ヒ ー タ 運 転

間接加熱方式 

加熱面積 20～23ｍ2 

発熱量502～586万kJ/h 
ｈ  表4.1 

路上表層再生機運転
○○用 施工幅 2.3～４ｍ 

かきおこし深さ ５cm 
〃  〃 

振 動 ロ ー ラ 運 転
排出ガス対策型（第１次基準値） 

搭乗式 タンデム型 ６～7.5ｔ 
〃  〃 

タイヤローラ運転
排出ガス対策型(第１次基準値)８～

20ｔ 
〃  〃 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     

 
 

(２) 機械運転単価表 

機 械 名 規       格 適用単価表 指  定  事  項 

路 面 ヒ ー タ 

間接加熱方式 

加熱面積 20～23ｍ2 

発熱量502～586万kJ/h 
機－１  

路上表層再生機 
施工幅 2.3～４ｍ 

かきおこし深さ ５cm 
機－１ 

工法によって（リペーブ用）又は（リミッ

クス用）を選択する 

振 動 ロ ー ラ 
排出ガス対策型(第１次基準値) 

搭乗式 タンデム型 ６～7.5ｔ 
機－１  

タ イ ヤ ロ ー ラ 排出ガス対策型(第１次基準値)８～20ｔ 機－１  
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⑤ 路上再生路盤工 
 
 

5. 日当り施工量 
  路上再生路盤工の標準的な日当り施工量は，次のとおりとする。 
 
 
７－１ 路上再生路盤100ｍ2当り単価表 

⑤ 路上路盤再生工 
 
 

5. 日当り施工量 
  路上路盤再生工の標準的な日当り施工量は，次のとおりとする。 
 
 
７－１ 路上路盤再生100ｍ2当り単価表 

 

 



 

一部改正工種 
目地補修工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  13章 道路維持修繕  

Ｐ５９２  ⑦ 目地補修工  

1. 適 用 範 囲  

  コンクリート舗装版の目地及びクラックの補修に適用する。  

  

2. 施 工 概 要  

  施工フローは，下記を標準とする。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 
図 2-1 施工フロー 

 

3. 施 工 歩 掛 

３－１ 補 修 歩 掛 
補修歩掛は，次表とする。 

表3.1 補 修 歩 掛 （1,000ｍ当り）

名     称 規     格 単位

補  修  箇  所 

目  地 クラック
クラック防止

シ ー ト 張

世 話 役  人 1.3 1.3 1.2 

特 殊 作 業 員  〃 2.5 1.2 0.6 

普 通 作 業 員  〃 5.8 7.7 3.8 

ジョイントクリーナカッタ損耗量 ６枚／組 組 1.4  －  － 

諸 雑 費 率  ％ 16 12 17 

(注) 1. 目地補修の諸雑費は，空気圧縮機(排出ガス対策型（第１次基準値）)，ジョイントクリーナ，ジョ

イントシーラ，アスファルトケットルの各機械損料・運転経費及びほうき，ハケ，プライマ等の費用

であり，労務費，損耗費，材料費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

2. クラック補修の諸雑費は，空気圧縮機(排出ガス対策型（第１次基準値）)，アスファルトケットル

の各機械損料・運転経費及びほうき，ハケ，プライマ等の費用であり，労務費，材料費の合計額に上

表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

3. クラック防止シート張の諸雑費は，空気圧縮機（排出ガス対策型（第１次基準値））の損料・運転

経費及びほうき，ハケ，プライマ，クラック防止シート等の割増しの費用であり，労務費，材料費の

合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 

 

      現行どおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 施 工 歩 掛 

３－１ 補 修 歩 掛 
補修歩掛は，次表を標準とする。 

表3.1 補 修 歩 掛 （1,000ｍ当り）

名     称 規     格 単位

補  修  箇  所 

目  地 クラック
クラック防止 

シ ー ト 張 

世 話 役  人 1.3 1.3 1.2 

特 殊 作 業 員  〃 2.5 1.2 0.6 

普 通 作 業 員  〃 5.8 7.7 3.8 

ジョイントクリーナカッタ  ６枚／組 組 1.4  －  － 

諸 雑 費 率  ％ 16 12 17 

(注) 1. 目地補修の諸雑費は，空気圧縮機(排出ガス対策型（第１次基準値）)，ジョイントクリーナ，ジョ

イントシーラ，アスファルトケットルの各機械損料・運転経費及びほうき，ハケ，プライマ等の費用

であり，労務費，損耗費，材料費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

2. クラック補修の諸雑費は，空気圧縮機(排出ガス対策型（第１次基準値）)，アスファルトケットル

の各機械損料・運転経費及びほうき，ハケ，プライマ等の費用であり，労務費，材料費の合計額に上

表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

3. クラック防止シート張の諸雑費は，空気圧縮機（排出ガス対策型（第１次基準値））の損料・運転

経費及びほうき，ハケ，プライマ，クラック防止シート等の割増しの費用であり，労務費，材料費の

合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
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一部改正工種 
目地補修工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  材料使用量３－２ 填充材料の使用量 ３－２ 

Ｐ５９２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ５９３ 

   填充材料の使用量は，次式による。 

     Ｇ＝100×ｇ×Ｗ×Ｄ×（１＋Ｋ）……式3.1 

      Ｇ：補修長1,000ｍ当り数量（kg） 

      ｇ：填充材の単位質量（kg／ℓ） 

      Ｗ：補 修 幅（cm） 

      Ｄ：補修深さ（〃） 

      Ｋ：補修箇所によるロス率 

表3.2 ロ ス 率（Ｋ） 

補 修 箇 所 目   地 ク ラ ッ ク 

ロ  ス  率 ＋0.10 

 
 
4. 単 価 表 

  (１) 目地補修（目地）1,000ｍ当り単価表 

名     称 規     格 単位 数量 摘     要 

世 話 役  人  3.1 表

特 殊 作 業 員     〃 〃

普 通 作 業 員     〃 〃

填     充     材 加熱式 kg  式3.1 

ジ ョ イ ント クリ ー ナ

カ ッ タ 損 耗 量
６枚／組 組  表3.1 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     

  

 (２) 目地補修（クラック）1,000ｍ当り単価表 

名     称 規     格 単位 数量 摘     要 

世 話 役  人  3.1 表

特 殊 作 業 員     〃 〃

普 通 作 業 員     〃 〃

填     充     材 加熱式 kg  式3.1 

諸 雑 費  式 １ 3.1 表

計     
 

 

    填充材料の使用量は，次式による。 

     Ｇ＝100×ｇ×Ｗ×Ｄ×（１＋Ｋ）……式3.1 

      Ｇ：補修長1,000ｍ当り数量（kg） 

      ｇ：填充材の単位質量（kg／ℓ） 

      Ｗ：補 修 幅（cm） 

      Ｄ：補修深さ（〃） 

      Ｋ：ロス率 

表3.2 ロ ス 率（Ｋ） 

補 修 箇 所 目   地 ク ラ ッ ク 

ロ  ス  率 ＋0.10 

 
 

4. 単 価 表 

  (１) 目地補修（目地）1,000ｍ当り単価表 

名     称 規     格 単位 数量 摘     要 

世 話 役  人  3.1 表

特 殊 作 業 員     〃 〃

普 通 作 業 員     〃 〃

填     充     材 加熱式 kg  式3.1 

ジョイントクリーナカッタ ６枚／組 組  表3.1  

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     

  

 
 
 
 
 
 

   現行どおり 

 

 



 

一部改正工種 
目地補修工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 
 

標準歩掛 
Ｐ５９３ 

  

 (３) クラック防止シート張1,000ｍ当り単価表 

名     称 規     格 単位 数量 摘     要 

世 話 役  人  表3.1 

特 殊 作 業 員     〃 〃

普 通 作 業 員     〃 〃

ク ラ ッ ク防 止シ ー ト 各 種 ｍ   

諸 雑 費  式 １ 表3.1 

計     
 

 
 
 
 
 
 
 
      現行どおり 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
床版補強工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ５９６ 

7. 足 場 工 

 ７－１ 床版補強工における足場工費の算定は，次式による（橋種は，プレートガータ，ボックス，トラス，アー

チ等各橋種共通)。 

  (１) 足場 

    桁高1.5ｍ以上の場合 

      足場工費＝（470Ｘ＋0.153ｙ）×Ａ 式７－１ 

    桁高1.5ｍ未満の場合 

      足場工費＝（425Ｘ＋0.130ｙ）×Ａ 式７－２ 

     Ｘ：主体足場を架設している供用月数 

       （供用月数は小数第１位とし，第２位を四捨五入とする） 

     Ａ：足場工の必要橋面積（ｍ2） 

     ｙ：橋梁特殊工単価（円／人） 

7. 足 場 工 

 ７－１ 床版補強工における足場工費の算定は，次式による（橋種は，プレートガータ，ボックス，トラス，アー

チ等各橋種共通)。 

  (１) 足場 

    桁高1.5ｍ以上の場合 

      足場工費＝（465Ｘ＋0.153ｙ）×Ａ 式７－１ 

    桁高1.5ｍ未満の場合 

      足場工費＝（420Ｘ＋0.130ｙ）×Ａ 式７－２ 

     Ｘ：主体足場を架設している供用月数 

       （供用月数は小数第１位とし，第２位を四捨五入とする） 

     Ａ：足場工の必要橋面積（ｍ2） 

     ｙ：橋梁特殊工単価（円／人） 

 
 

  
  
  
  

 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
橋梁補修工（支承取替工） 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ６１５  (１) 足場工費 

     足場工費の積算は次式による。 

     足場工費＝（Ｍ＋Ｓｘ＋Ｎｙ）×Ａ  （円） 

      Ｍ：損耗係数（表2.3） 

      Ｓ：損料係数（表2.3） 

      ｘ：足場供用日数（日） 

      Ｎ：設置・撤去歩掛係数（表2.3） 

      ｙ：橋梁特殊工単価（円／人） 

      Ａ：足場面積（ｍ2） 

表2.3 足場各係数 

記   号 Ｍ Ｓ Ｎ 

係    数 708 18 0.26 

 

 (１) 足場工費 

     足場工費の積算は次式による。 

     足場工費＝（Ｍ＋Ｓｘ＋Ｎｙ）×Ａ  （円） 

      Ｍ：損耗係数（表2.3） 

      Ｓ：損料係数（表2.3） 

      ｘ：足場供用日数（日） 

      Ｎ：設置・撤去歩掛係数（表2.3） 

      ｙ：橋梁特殊工単価（円／人） 

      Ａ：足場面積（ｍ2） 

表2.3 足場各係数 

記   号 Ｍ Ｓ Ｎ 

係    数 708 17 0.26 

 

 
 

  
  
  

  

 

 



 

一部改正工種 
落橋防止装置工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛   13章 道路舗装 

Ｐ６１７   ⑪ 落橋防止工装置工 
 

1. 適 用 範 囲 
 

  本資料は，落橋防止装置設置（けたかかり長，落橋防止構造，変位制限構造及び段差防止構造）に伴う，橋台・

橋脚のコンクリート削孔，アンカー施工及び充填補修作業に適用する。なお，橋梁補強工には適用しない。 
 

 
 

 

2. 施 工 概 要  

  施工フローは下記を標準とする。  

  

 
 
 
 
 
 
 
 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 
図2-1 施工フロー 

3. 機種の選定 

  コンクリート削孔機種の選定は下図による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）現場条件とは，作業スペース，騒音・振動による制限及び既設配筋間隔等による施工障害とする。 

図 3-1  機種の選定 

      現行どおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 機種の選定 

  コンクリート削孔機種の選定は下図による。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）現場条件とは，作業スペース，騒音・振動による制限及び既設配筋間隔等による施工障害とする。 

図 3-1  機種の選定 
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 ハンマドリル 削岩機  

落橋防止 
システム 

鋼製ブラケット用 
アンカーまたは 
中間貫通孔 

D＜20 

20≦D≦30 
かつ 

ℓ≦200 

上方向の削孔

現場条件※により
削岩機による 
施工が可能か 

D≦110
かつ 

ℓ≦1300

20≦D≦50
かつ 

200＜ℓ≦800 

上方向の削孔 

Ｄ：削孔径(単位：㎜)
ℓ：削孔深(単位：㎜)
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別途考慮 コアボーリングマシン
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 ハンマドリル 削岩機  

落橋防止
システム 

鋼製ブラケット用
アンカーまたは 
中間貫通孔 

D＜20

20≦D≦30
かつ 

ℓ≦200

20≦D≦50
かつ 

200＜ℓ≦800 

現場条件※により
による 

施工が可能か 

上方向の削孔

削岩機

D≦110
かつ 

ℓ≦1300

上方向の削孔

Ｄ：削孔径(単位：㎜) 
ℓ：削孔深(単位：㎜) 
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No
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No

No

No

Yes

Yes Yes

No

Yes

Yes

No No 

Yes

別途考慮 コアボーリングマシン

No

さく岩機

さく岩機による

 



 

一部改正工種 
落橋防止装置工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  
4. 施 工 歩 掛 4. 施 工 歩 掛 

Ｐ６１８  
 ４－１ コンクリート削孔工（コアボーリングマシン）  ４－１ コンクリート削孔工（コアボーリングマシン） 
   コアボーリングマシン１台当りの削孔歩掛は次表とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 1. 上記歩掛には不達孔（削孔ロス）を含み，不達孔の有無に関わらず適用できるものとする。 

   2. コアボーリングマシンの諸雑費は削孔機損料，水中ポンプ損料，コアボーリングマシン固定

用アンカー打込みに必要な費用及び電力に関する経費であり，労務費の合計額に上表の率を乗

じた金額を上限として計上する。 

   3. コアボーリングマシンの施工に伴う泥水処理(産業廃棄物の運搬，処理費)が必要な場合は,別

途計上する。 

   4. 足場が必要な場合は，別途計上する。 

 

４－２ コアボーリングマシンの使用ビット径 
   コアボーリングマシンの適用削孔径に対する使用ビット径は次表を標準とする。 

表4.2 適用削孔径と使用ビット径

適用削孔径 

(㎜) 
27以下 

27を超え 

33以下 

33を超え 

40以下 

40を超え

53以下

53を超え

64以下

64を超え

77以下

77を超え

90以下

90を超え

110以下

使用ビット径 

(㎜) 
27.6 33.1 40.0 53.1 64.7 77.4 90.8 110 

 
４－３ コンクリート削孔工（ハンマドリル，削岩機） 
   沓座拡幅，コンクリートブロックによる落橋防止等のさし筋におけるコンクリート削孔に適用するものとし，

削孔機械１台当りの施工歩掛は次表とする。 
 

   コアボーリングマシン１台当りの削孔歩掛は次表を標準とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 1. 上記歩掛には不達孔（削孔ロス）を含み，不達孔の有無にかかわらず適用出来るものとする。 

   2. コアボーリングマシンの諸雑費は削孔機損料，水中ポンプ損料，コアボーリングマシン固定

用アンカー打込みに必要な費用及び電力に関する経費であり，労務費の合計額に上表の率を乗

じた金額を上限として計上する。 

   3. コアボーリングマシンの施工に伴う泥水処理(産業廃棄物の運搬，処理費)が必要な場合は,別

途計上する。 

   4. 足場が必要な場合は，別途計上する。 

 

 

 

 

 

      現行どおり 

 

 

 

 

 

 

４－３ コンクリート削孔工（ハンマドリル，さく岩機） 
   沓座拡幅，コンクリートブロックによる落橋防止等のさし筋におけるコンクリート削孔に適用するものとし，

削孔機械１台当りの施工歩掛は次表を標準とする。 
 

 表4.1 コンクリート削孔歩掛 (１日当り)

 削孔機械名 コアボーリングマシン 

 表4.1 コンクリート削孔歩掛 (１日当り)

 削孔機械名 コアボーリングマシン 

 削孔径(㎜) 50以下 50を超え110以下 

 

名称  
削孔深(㎜) 

500以下 500超え1000以下 500以下 500超え1000以下 1000超え1300以下

世 話 役 人 1 

特 殊 作 業 員 〃 1 

ダイヤモンドビット(N) 個 2.2 1.8 1.3 1.3 1.3 

諸 雑 費 率 ％ 13 11 11 11 11 

日 当り施 工量 ( D ) 孔 20 12 11 9 6 

 

 削孔径(㎜) 50以下 50を超え110以下 

 

単位

 表4.3 コンクリート削孔歩掛 (１日当り)

 削孔機械名 ハンマドリル 削岩機（ハンドハンマ） 

 削孔径(㎜) 20以上30以下 20以上50以下 

 

名称  
削孔深(㎜) 

200以下 200を超え500以下 500を超え800以下

世 話 役 人 1 1 

特 殊 作 業 員 〃 1 2 

諸 雑 費 率 ％ 15 19 20 

日当り施工量(D) 孔 84 48 38 

 

単位

 表4.3 コンクリート削孔歩掛 (１日当り)

 削孔機械名 ハンマドリル 機（ハンドハンマ） 削岩

 削孔径(㎜) 20以上30以下 20以上50以下 

 

名称  
削孔深(㎜)

200以下 200を超え500以下 500を超え800以下

世 話 役 人 1 1 

特 殊 作 業 員 〃 1 2 

諸 雑 費 率 ％ 15 19 20 

日当り施工量(D) 孔 84 48 38 

 

単位 

さく岩機

 

名称  
削孔深(㎜)

500以下 500超え1000以下 500以下 500超え1000以下 1000超え1300以下

世 話 役 人 1 

単位 

特 殊 作 業 員 〃 1 

ダイヤモンドビット(N) 個 2.2 1.8 1.3 1.3 1.3 

諸 雑 費 率 ％ 13 11 11 11 11 

日 当り施 工量 ( D ) 孔 20 12 11 9 6 

 

 



 

一部改正工種 
落橋防止装置工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛  (注) 1. 上記歩掛には不達孔（削孔ロス）を含み，不達孔の有無に関わらず適用できるものとする。 (注) 1. 上記歩掛には不達孔（削孔ロス）を含み，不達孔の有無にかかわらず
Ｐ６１８ 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ６１９ 

   2. 上方向のコンクリート削孔には適用しない。 

   3. ハンマドリルの諸雑費はビット，ハンマドリル損料及び電力に関する経費であり,労務費の合計額に上表の

率を乗じた金額を上限として計上する。 

   4. 削岩機の諸雑費はロッド，ビット，削岩機損料及び空気圧縮機の費用であり，労務費の合計額に上表の率

を乗じた金額を上限として計上する。 

   5. 足場が必要な場合は，別途計上する。 
 
４－４ アンカー工 
  (１) アンカー工は，孔内清掃，エポキシ樹脂系注入材（現場調合式）によるアンカー定着までの作業を含み，歩

掛は次表とする。なお，PC中間貫通鋼材や沓座拡幅のアンカーボルト挿入工，注入材が不要なアンカー材及

びその他の注入材には適用しない。 
 

    表4.4 アンカー工歩掛 (１日当り)

適用アンカー径(㎜) 
編成人員（人） 諸雑費率

（％） 

日当り施工量Ｄ(本／日)

世 話 役 特殊作業員 普通作業員 下方向 横方向 

アンカー径25以下 

１ ２ １ 0.1(１)

68 53 

アンカー径 25を超え 40以下 51 36 

アンカー径 40を超え 55以下 37 24 

アンカー径 55を超え 70以下 26 15 

アンカー径 70を超え 85以下 18 9 

(注) 1. 諸雑費は，集塵機損料及びエポキシ樹脂系シール材の費用とし，労務費の合計額に上表の率を乗じ

た金額を上限として計上する。なお，横方向におけるアンカー施工の場合は（ ）内の率とする。 

   2. 上方向のアンカー打込みの場合は，別途考慮する。 
 

(２) 注入材使用量 
     エポキシ樹脂系注入材を標準とし，100箇所当りの注入材使用量は次式による。 

      使用量(kg)＝{(Ｄ2－ｄ2)×π×1/4×ℓ×100本}×Ｍ×(1＋Ｋ)（kg／100本）････････式4.1 

       Ｄ：削孔径(ｍ) 

       ｄ：アンカー材径(ｍ) 

       ℓ ：削孔深(ｍ) 

       Ｍ：単位質量は1,200kg／ｍ3とする。 

       Ｋ：ロス率は＋0.15とする。 

 
 

適用出来るものとする。  
   2. 上方向のコンクリート削孔には適用しない。 

   3. ハンマドリルの諸雑費はビット，ハンマドリル損料及び電力に関する経費であり,労務費の合計額に上表の

率を乗じた金額を上限として計上する。 

   4. さく岩機の諸雑費はロッド，ビット，さく岩機損料及び空気圧縮機の費用であり，労務費の合計額に上表

の率を乗じた金額を上限として計上する。 

   5. 足場が必要な場合は，別途計上する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      現行どおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(２) 注入材使用量 
     エポキシ樹脂系注入材を標準とし，100本当りの注入材使用量は次式による。 

      使用量(kg)＝{(Ｄ2－ｄ2)×π×1/4×ℓ×100本}×Ｍ×(1＋Ｋ)（kg／100本）････････式4.1 

       Ｄ：削孔径(ｍ) 

       ｄ：アンカー材径(ｍ) 

       ℓ ：削孔深(ｍ) 

       Ｍ：単位質量は1,200kg／ｍ3とする。 

       Ｋ：ロス率は＋0.15とする。 

 
 

 

 



 

一部改正工種 
落橋防止装置工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    

Ｐ６１９ ４－５ 充填補修 
  (１) 不達孔の充填補修歩掛は次表とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(２) 補修材使用量 

      セメント系グラウト材を標準とし，100箇所当りの注入材使用量は次式による。 

      使用量(kg)＝{Ｄ2×π×1/4×ℓ×100本}×Ｍ×(1＋Ｋ)（kg／100孔）･････････式4.2 

       Ｄ：削孔径(ｍ) 

       ℓ ：削孔深(ｍ) 

       Ｍ：単位質量は1,875kg／ｍ3とする。 

       Ｋ：ロス率は＋0.15とする。 

 表4.5 充填補修歩掛 (１日当り)

充 填 補 修 

編成人員（人） 
日当り施工量 

Ｄ（孔／日） 
世話役 普通作業員 

１ １ 59 

 

 

 

 

 

 現行どおり 

 

 
 
 
 

(２) 補修材使用量 

      セメント系グラウト材を標準とし，100孔当りの注入材使用量は次式による。 

      使用量(kg)＝{Ｄ2×π×1/4×ℓ×100本}×Ｍ×(1＋Ｋ)（kg／100孔）･････････式4.2 

       Ｄ：削孔径(ｍ) 

       ℓ ：削孔深(ｍ) 

       Ｍ：単位質量は1,875kg／ｍ3とする。 

       Ｋ：ロス率は＋0.15とする。 

 

 

 



 

一部改正工種 
落橋防止装置工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    

Ｐ６２０   
5. 単 価 表 

  (１) コアボーリングマシン100孔当り単価表 

名     称 規    格 単 数   量 摘   要 

世 話 役  人 100／Ｄ×１ 表4.1 

特 殊 作 業 員  〃 100／Ｄ×１  〃 

コアボーリングマシ
ン 用 ビ ッ ト

ダイヤモンドビット 個 100／Ｄ×Ｎ  〃 

諸 雑 費  式 1   〃

計     

(注) 1. Ｄ：日当り施工量（孔／日） 

   2. Ｎ：日当りビット使用量（個／日） 

  (２) ハンマドリル100孔当り単価表 

名     称 規    格 単 数   量 摘   要 

世 話 役  人 100／Ｄ×１ 表4.3 

特 殊 作 業 員  〃 100／Ｄ×１  〃 

諸 雑 費  式 1   〃

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（孔／日） 

  (３) 削岩機100孔当り単価表 

名     称 規    格 単
位

数   量 摘   要 

世 話 役  人 100／Ｄ×１ 表4.3 

特 殊 作 業 員  〃 100／Ｄ×２  〃 

諸 雑 費  式 1   〃

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（孔／日） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       現行どおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (３) さく岩機100孔当り単価表 

名     称 規    格 単
位

数   量 摘   要 

世 話 役  人 100／Ｄ×１ 表4.3 

特 殊 作 業 員  〃 100／Ｄ×２  〃 

諸 雑 費  式 1   〃

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（孔／日） 
 

 

 



 

一部改正工種 
落橋防止装置工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 
 

       現行どおり 

 標準歩掛 
Ｐ６２０ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準歩掛 
Ｐ６２１ 

(４) アンカー工100本当り単価表 

名     称 規    格 単
位

数   量 摘   要 

世 話 役  人 100／Ｄ×１ 表4.4 

特 殊 作 業 員  〃 100／Ｄ×２  〃 

普 通 作 業 員  〃 100／Ｄ×１  〃 

アンカー材材料費  本 100  

注 入 材 エポキシ樹脂材 kg  式4.1 

諸 雑 費  式 1 表4.4 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（本／日） 

   

(５) 充填補修100孔当り単価表 

名     称 規    格 単
位

数   量 摘   要 

世 話 役  人 100／Ｄ×１ 表4.5 

普 通 作 業 員  〃 100／Ｄ×１  〃 

充 填 材 セメント系 kg  式4.2 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量（孔／日） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事標準歩掛の一部見直し（最終整備） 
道路清掃工(標識清掃工) 

 
現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

P659 
13･⑮･9 

表6.1 機種及び規格 

機 械 名 規         格 

高 所 作 業 車 
トラック架装リフト・ブーム型 

作業床高さ12ｍ 

 
 
 

６－６ 単 価 表 

  (１) 標識清掃10枚当り単価表 

名     称 規    格 単 位 数 量 摘   要 

世 話 役  人 1.0×10／Ｄ 表6.2,6.3 

普 通 作 業 員  〃 2.0×10／Ｄ  〃 

高 所 作 業 車 運 転
トラック架装リフト 
ブーム型 
作業床高さ12ｍ 

日 10／Ｄ 
表6.3 
（片持式・門型式の場
合のみ計上） 

諸 雑 費  式 １ .4 表6

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 
 

表6.1 機種及び規格 

機 械 名 規         格 

高 所 作 業 車
トラック架装リフト・ブーム型（直
伸式）  作業床高さ12ｍ 
積載荷重200kg 定員2名 

 

６－６ 単 価 表 

  (１) 標識清掃10枚当り単価表 

名     称 規    格 単 位 数 量 摘   要 

世 話 役  人 1.0×10／Ｄ 表6.2,6.3 

普 通 作 業 員  〃 2.0×10／Ｄ  〃 

高 所 作 業 車 運 転

トラック架装リフト 
ブーム型（直伸式） 
作業床高さ12ｍ 
積載荷重200kg 
定員2名 

日 10／Ｄ 
表6.3 
（片持式・門型式の場
合のみ計上） 

諸 雑 費  式 １ .4 表6

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 
 

 

 



 

平成２１年度 土木工事標準歩掛の一部見直し 
共同溝工 

 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

 標準歩掛 
 

 

 

Ｐ７０４ 

 

 

① 共 同 溝 工 

13－10 機械運転単価表 

機  械  名 規    格 適用単価表 指 定 事 項 

ブ ル ド ー ザ
排出ガス対策型（第１次基準値) 
普通３ｔ級 

機－１  

振 動 ロ ー ラ ハンドガイド式 0.8～1.1ｔ 機－９  

タ イ ヤ ロ ー ラ
排出ガス対策型（第１次基準値） 
８～20ｔ 

機－１  

タ ン パ 60～80kg 機－８ 運転時間６ｈ／日 

ク ラ ム シ ェ ル
テレスコピック式・クローラ型・ 
平積0.4ｍ3 

機－１  

小 型 バ ッ ク ホ ウ
排出ガス対策型・クローラ型（第1
次基準値）山積0.08ｍ3（平積0.06
ｍ3） 

機－23 
燃料消費量→９ 
機械損料数量→1.67 

コンクリートポンプ
車 

ブーム式 90～110ｍ3／ｈ 機－３ 

機械損料１→ 
コンクリートポンプ車

（ブーム式 90～110ｍ3

／ｈ） 

機械損料２→ 
コンクリート圧送管（径

125㎜）
単位→ｍ・ｈ 
数量→Ｌ×１ｈ 

コンクリートポンプ
車 

ブーム式 65～85ｍ3／ｈ 機－３ 

機械損料１→ 
コンクリートポンプ車

（ブーム式 65～85ｍ3

／ｈ） 

機械損料２→ 
コンクリート圧送管（径
125㎜） 
単位→ｍ・ｈ 
数量→Ｌ２×１ｈ 

(注) 1. Ｌは，コンクリートポンプ車から作業範囲30ｍを超えた部分の圧送管延長とする。 

2. Ｌ２は，圧送管の延長とする。 
 

 

① 共 同 溝 工 

13－10 機械運転単価表 

機  械  名 規    格 適用単価表 指 定 事 項 

ブ ル ド ー ザ 
排出ガス対策型（第１次基準値) 
普通３ｔ級 

機－１  

振 動 ロ ー ラ ハンドガイド式 0.8～1.1ｔ 機－９  

タ イ ヤ ロ ー ラ 
排出ガス対策型（第１次基準値）
８～20ｔ 

機－１  

タ ン パ 60～80kg 機－８ 運転時間６ｈ／日 

ク ラ ム シ ェ ル 
テレスコピック式・クローラ型・
平積0.4ｍ3 

機－１  

小 型 バ ッ ク ホ ウ 
排出ガス対策型(第１次基準値)・
クローラ型  山積0.08ｍ3 

（平積0.06ｍ3） 
機－23 

燃料消費量→９ 
機械損料数量→1.67 

コンクリートポンプ車 ブーム式 90～110ｍ3／ｈ 機－３ 

機械損料１→ 
コンクリートポンプ車 

（ブーム式 90～110ｍ3／
ｈ） 

機械損料２→ 
コンクリート圧送管（径

125㎜） 
単位→ｍ・ｈ 
数量→Ｌ×１ｈ 

コンクリートポンプ車 ブーム式 65～85ｍ3／ｈ 機－３ 

機械損料１→ 
コンクリートポンプ車 

（ブーム式 65～85ｍ3／
ｈ） 

機械損料２→ 
コンクリート圧送管（径
125㎜） 
単位→ｍ・ｈ 
数量→Ｌ２×１ｈ 

(注) 1. Ｌは，コンクリートポンプ車から作業範囲30ｍを超えた部分の圧送管延長とする。 

2. Ｌ２は，圧送管の延長とする。 
 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
トンネル工・小断面トンネル工 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

P.723 
15-①-1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

P.730 
15-①-8 

 
 
 
 

P.740 
15-①-18 

 

 

1. 適 用 範 囲 
  本資料は，施工計画編と施工歩掛編に分かれている。 
  なお，本資料は，トンネル工（ＮＡＴＭ）における片押し延長 2,500ｍ以下，設計掘削断面積 50ｍ2 以上 95ｍ2

以下のトンネルに適用するものとし，適用にあたっては下記事項に留意し実施するものとする。 
 ① 掘削工法は，発破工法に適用する。 
 ② 発破工法は，普通一般地質における補助ベンチ付全断面掘削工法及び上半先進ベンチカット工法に適用する。 
 ③ 隣接トンネルや住居近接トンネルで標準の工法が採用できない場合は，別途考慮する。 
 ④ 片押し延長が2,500ｍを超えるもの，設計掘削断面積50ｍ2未満のものは，別途考慮する。また，設計掘削断面

積 95ｍ2 を超える大断面トンネルについても,支保工及び覆工等について検討し,本基準により難い場合は,別途

考慮する。 
 ⑤ ずり搬出方式は，タイヤ方式とする。 
 ⑥ 掘削区分Ａ，Ｅについては，別途考慮する。 
 ⑦ 標準的な加背割りは，下図のとおりとする。 
 
 
 
 
 
  ３－７－３ 照明設備 
    坑内照明は，40Ｗ蛍光灯を片側５ｍ間隔に設置するのを標準とする。 
    又，切羽照明は500Ｗ投光器とし，切羽部６個（上半４個，下半２個)，覆工４個を標準とする。 
 

  

   (３) 設計吹付厚及び補正係数 
     設計吹付厚及び補正係数は，次表を標準とする。 

表4.15 設計吹付厚及び補正係数 

加背
名 

掘削区
分

設計吹付厚(cm) 余吹厚(cm) はね返り率 ロ ス 率 

上下
半 

Ｂ 5 4 25％ 2.4 

ＣⅠ 10 5 25％ 2.0 

ＣⅡ 10 7 25％ 2.3 

上 
半 

ＤⅠ 15 7 30％ 2.1 

ＤⅡ 20 7 30％ 1.9 

下 
半 

ＤⅠ 15 7 20％ 1.8 

ＤⅡ 20 7 20％ 1.7 

(注) 1. 補正係数には，材料ロス，はねかえり損失，余吹等によるロスを含む。 

2. 坑口部,大断面等で標準と異なる場合のロス率については,次式によるものとす

る。 

ロス率(Ｋ)＝(設計吹付厚＋余吹厚)／(設計吹付厚×(1－はね返り率)) 

 

 

 

1. 適 用 範 囲 
  本資料は，施工計画編と施工歩掛編に分かれている。 
  なお，本資料は，トンネル工（ＮＡＴＭ）における片押し延長 2,500ｍ以下，設計掘削断面積 50ｍ2 以上 95ｍ2

以下のトンネルに適用するものとし，適用にあたっては下記事項に留意し実施するものとする。 
 ① 掘削工法は，発破工法に適用する。 
 ② 発破工法は，普通一般地質における補助ベンチ付全断面掘削工法及び上半先進ベンチカット工法に適用する。 
 ③ 隣接トンネルや住居近接トンネルで標準の工法が採用できない場合は，別途考慮する。 
 ④ 片押し延長が2,500ｍを超えるもの，設計掘削断面積50ｍ2未満のものは，別途考慮する。また，設計掘削断面

積 95ｍ2 を超える大断面トンネルについても,支保工及び覆工等について検討し,本基準により難い場合は,別途

考慮する。 
 ⑤ ずり搬出方式は，タイヤ方式とする。 
 ⑥ 掘削区分Ａ，ＣⅡ－ａ，ＤⅠ－ａ，Ｅについては，別途考慮する。 
 ⑦ 標準的な加背割りは，下図のとおりとする。 
 
 
 
 
 
  ３－７－３ 照明設備 
    坑内照明は，40Ｗ蛍光灯を５ｍ間隔に片側のみ設置するのを標準とする。 
    又，切羽照明は500Ｗ投光器とし，切羽部６個（上半４個，下半２個)，覆工４個を標準とする。 
 

 

   (３) 設計吹付厚及びロス率 
     設計吹付厚及びロス率は，次表を標準とする。 

表4.15 設計吹付厚及び補正係数 

加背
名

掘削区
分 

設計吹付厚(cm) 余吹厚(cm) はね返り率 ロ ス 率 

上下
半 

Ｂ 5 4 25％ 2.4 

ＣⅠ 10 5 25％ 2.0 

ＣⅡ 10 7 25％ 2.3 

上 
半 

ＤⅠ 15 7 30％ 2.1 

ＤⅡ 20 7 30％ 1.9 

下 
半 

ＤⅠ 15 7 20％ 1.8 

ＤⅡ 20 7 20％ 1.7 

(注) 1. ロス率には，材料ロス，はねかえり損失，余吹等によるロスを含む。 

2. 坑口部,大断面等で標準と異なる場合のロス率については,次式によるものとす

る。 

ロス率(Ｋ)＝(設計吹付厚＋余吹厚)／(設計吹付厚×(1－はね返り率)) 

 
   

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
トンネル工・小断面トンネル工 

 
現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

P.750 
15-①-28 

 
 

P.751 
15-①-29 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

P.753 
15-①-31 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

P.761 
15-①-39 

 
 
 

 
 
 
 
４－６ 工事用仮設備 
  ４－６－１ 空気圧縮機 
   (１) 空気圧縮機容量 
     空気圧縮機の容量は，次表を標準とする。 

表4.47 空気圧縮機容量 

機   種 規       格 単 位 台 数 

空 気 圧 縮 機
定置式スクリュ型 
12.0～12.3ｍ3/min×O.7MPa(7kgf/cm2)×75kW 台 ２ 

 
 
 
  ４－６－７ 仮設備保守 
   (２) 仮設備保守歩掛 
     仮設備保守歩掛は，次表とする。 

表4.55 仮設備保守歩掛 (１月当り)

職    種 単位 数   量 摘  要 

普 通 作 業 員 人 ｎ×41.8 ｎ＝編成人員 

機 械 工 〃    〃

電 工 〃   〃  

 

 

 

(23) 空気圧縮機設備運転１月当り単価表 

名     称 規    格 単位 数量 摘   要 

電 力 料  kWh   

特 殊 作 業 員  人  表4.48 

空気圧縮機設備損料
定置式スクリュ型 
12.0～12.3ｍ3/min ｈ  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     

 
 

 

 
(6) コンクリートの打設 
型枠工及びコンクリート工における１打設長は、2日で10.5mを標準とする。 
 
４－６ 工事用仮設備 
  ４－６－１ 空気圧縮機 
   (１) 空気圧縮機容量 
     空気圧縮機の容量は，次表を標準とする。 

表4.47 空気圧縮機容量 

機   種 規       格 単 位 台 数 

空 気 圧 縮 機
定置式スクリュ型 
11.0～12.4ｍ3/min×O.7～0.85MPa×75kW 台 ２ 

 
 
 
  ４－６－７ 仮設備保守 
   (２) 仮設備保守歩掛 
     仮設備保守歩掛は，次表とする。 

表4.55 仮設備保守歩掛 (１月当り)

職    種 単位 数   量 摘  要 

普 通 作 業 員 人 ｎ×41.8 ｎ＝編成人員 

機 械 工 〃    〃

電 工 〃  〃  

     (注) 坑内作業において、支保工作業後は、上表の数量を「ｎ×41.8×1／2」とする。 
 
 
(23) 空気圧縮機設備運転１月当り単価表 

名     称 規    格 単位 数量 摘 要 

電 力 料  kWh   

特 殊 作 業 員  人  表4.48 

空気圧縮機設備損料
定置式スクリュ型 
11.0～12.4ｍ3/min ｈ  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     

 
 
 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
トンネル工・小断面トンネル工 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

P.764 
15-①-42 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

P.768 
15-①-46 

 
 
 

P.772 
15-①-50 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. 適 用 範 囲 
  本資料は，施工計画編と施工歩掛編に分かれている。 
  なお，本資料は，トンネル工（ＮＡＴＭ）における片押し延長2,500ｍ以下，設計掘削断面積50ｍ2以上95ｍ2以下

のトンネルに適用するものとし，適用にあたっては下記事項に留意し実施するものとする。 
 ① 掘削工法は，機械掘削方式（自由断面掘削機）に適用する。 
 ② 機械掘削工法は，岩石の一軸圧縮強度が，49Ｎ／㎜ 2（500kfg／cm2）程度以下とする。 
 ③ 隣接トンネルや住居近接トンネルで標準の工法が採用できない場合は，別途考慮する。 
 
 ④ 片押し延長が2,500ｍを超えるもの，掘削断面積50ｍ2未満のものは，別途考慮する。また，掘削断面積95ｍ2を

超える大断面トンネルについても，支保工及び覆工等について検討し，本基準により難い場合は，別途考慮する。

 ⑤ ずり搬出方式は，タイヤ方式とする。 
 ⑥ 掘削区分Ａ，Ｅについては，別途考慮する。 
 ⑦ 標準的な加背割りは，下図のとおりとする。 
 
  ３－７－３ 照明設備 
    坑内照明は，40Ｗ蛍光灯を片側５ｍ間隔に設置するのを標準とする。 
    又，切羽照明は500Ｗ投光器とし，切羽部６個（上半４個，下半２個)，覆工４個を標準とする。 
 
 
  (２) 掘削機械の機種・規格は，次表を標準とする。 

表4.2 機種の選定 

施工区分 加背 機    種 規        格 単位 数量 摘  要

掘 削 
ずり出し 

上半

自由断面 
トンネル掘削
機 

最大掘削高 6.0ｍ 
掘削幅 6.4ｍ 
カッタヘッド出力200～240kW 

台 １  

ホイールロー
ダ 

トンネル工事用排出ガス対策型 
サイドダンプ式 山積2.3ｍ3 

〃 １ ずり積込

下半

大型ブレーカ 油圧式1,300kg級 〃 １  

バックホウ 
トンネル工事用排出ガス対策型 
・クローラ型 
山積0.8ｍ3(平積0.6ｍ3) 

〃 １ ずり積込

上半
下半

ダンプトラッ
ク 

坑内用普通ディーゼル10ｔ積 〃 ｎ ずり運搬

吹付 
上半
下半

コンクリート
吹付機 

トンネル工事用排出ガス対策型 
湿式 一体型 吹付範囲7ｍ級 

〃 1  

(注) 1. 大型ブレーカのベースマシンは，トンネル工事用排出ガス対策型のバックホウ・クロ

ーラ型山積0.8ｍ3(平積0.6ｍ3)とする。 

2. 上半・下半各々でダンプトラックの使用台数を算出する。 

 
 

1. 適 用 範 囲 
  本資料は，施工計画編と施工歩掛編に分かれている。 
  なお，本資料は，トンネル工（ＮＡＴＭ）における片押し延長 2,500ｍ以下，設計掘削断面積 50ｍ2以上 95ｍ2

以下のトンネルに適用するものとし，適用にあたっては下記事項に留意し実施するものとする。 
 ① 掘削工法は，機械掘削方式（自由断面掘削機）に適用する。 
 ② 機械掘削工法は，岩石の一軸圧縮強度が，49Ｎ／㎜ 2（500kfg／cm2）程度以下とする。 
 ③ 隣接トンネルや住居近接トンネルで標準の工法が採用できない場合は，別途考慮する。 
 
 ④ 片押し延長が2,500ｍを超えるもの，掘削断面積50ｍ2未満のものは，別途考慮する。また，掘削断面積95ｍ

2 を超える大断面トンネルについても，支保工及び覆工等について検討し，本基準により難い場合は，別途考

慮する。 
 ⑤ ずり搬出方式は，タイヤ方式とする。 
 ⑥ 掘削区分Ａ，ＣⅡ－ａ，ＤⅠ－ａ，Ｅについては，別途考慮する。 
 ⑦ 標準的な加背割りは，下図のとおりとする。 
 
  ３－７－３ 照明設備 
    坑内照明は，40Ｗ蛍光灯を５ｍ間隔に片側のみ設置するのを標準とする。 
    又，切羽照明は500Ｗ投光器とし，切羽部６個（上半４個，下半２個)，覆工４個を標準とする。 
 
 
  (２) 掘削機械の機種・規格は，次表を標準とする。 

表4.2 機種の選定 

施工区分 加背 機    種 規        格 単位 数量 摘  要 

掘 削 
ずり出し 

上半 

自由断面 
トンネル掘削
機 

最大掘削高 6.0ｍ 
掘削幅 6.4ｍ 
カッタヘッド出力200～240kW 

台 １  

ホイールロー
ダ 

トンネル工事用排出ガス対策型 
サイドダンプ式 山積2.3ｍ3 

〃 １ ずり積込 

下半 

大型ブレーカ トンネル工事用油圧式1,300kg級 〃 １  

バックホウ 
トンネル工事用排出ガス対策型 
・クローラ型 
山積0.8ｍ3(平積0.6ｍ3) 

〃 １ ずり積込 

上半
下半 

ダンプトラッ
ク 

坑内用普通ディーゼル10ｔ積 〃 ｎ ずり運搬 

吹付 
上半 
下半 

コンクリート
吹付機 

トンネル工事用排出ガス対策型 
湿式 一体型 吹付範囲7ｍ級 

〃 1  

(注) 1. 大型ブレーカのベースマシンは，トンネル工事用排出ガス対策型のバックホウ・クロ

ーラ型山積0.8ｍ3(平積0.6ｍ3)とする。 

2. 上半・下半各々でダンプトラックの使用台数を算出する。 
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   (３) 設計吹付厚及び補正係数 
     設計吹付厚及び補正係数は，次表を標準とする。 

表4.17 設計吹付厚及び補正係数 

加背名 掘削

区分

設計吹付厚 
(cm) 余吹厚(cm) はね返り率 ロス率 

上半 

ＣⅠ 10 5 30％ 2.1 
ＣⅡ 10 5 30％ 2.1 
ＤⅠ 15 5 30％ 1.9 
ＤⅡ 20 5 30％ 1.8 

下半 

ＣⅠ 10 5 20％ 1.9 
ＣⅡ 10 5 20％ 1.9 
ＤⅠ 15 5 20％ 1.7 
ＤⅡ 20 5 20％ 1.6 

(注) 1. 補正係数には，材料ロス，はねかえり損失，余吹等によるロスを含む。 
   2. 坑口部，大断面等で標準と異なる場合のロス率については，次式によるものとする。 
     ロス率(Ｋ)＝(設計吹付厚＋余吹厚)/(設計吹付厚×(１－はね返り率) 

 
４－４－３ インバート掘削工 
   (１) インバート掘削工の施工歩掛は，次表とする。 

表4.30 インバート掘削工施工歩掛 (10ｍ3当り)

名     称 規     格 単
位

数  量

ト ン ネ ル 世 話 役  人 0.16 

ト ン ネ ル 特 殊 工  〃 0.39 

ト ン ネ ル 作 業 員  〃 0.20 

大 型 ブ レ ー カ 運 転 油圧式600～800kg級 日 0.15 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 
トンネル工事用排出ガス対策
型・クローラ型 
山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3) 

ｈ 1.30 

チ ゼ ル 損 耗 費 600～800kg級用 本 0.01 

(注) 1. 機械の運転労務は，上表労務人員で行う。 

2. 上表には，破砕片除去，掘削面整形及びずり積込作業が含まれる。 

 

  

   (３) 設計吹付厚及びロス率 
     設計吹付厚及びロス率は，次表を標準とする。 

表4.17 設計吹付厚及び補正係数 

加背名 掘削

区分

設計吹付厚 
(cm) 余吹厚(cm) はね返り率 ロス率 

上半 

ＣⅠ 10 5 30％ 2.1 
ＣⅡ 10 5 30％ 2.1 
ＤⅠ 15 5 30％ 1.9 
ＤⅡ 20 5 30％ 1.8 

下半 

ＣⅠ 10 5 20％ 1.9 
ＣⅡ 10 5 20％ 1.9 
ＤⅠ 15 5 20％ 1.7 
ＤⅡ 20 5 20％ 1.6 

(注) 1. ロス率には，材料ロス，はねかえり損失，余吹等によるロスを含む。 
   2. 坑口部，大断面等で標準と異なる場合のロス率については，次式によるものとする。 
     ロス率(Ｋ)＝(設計吹付厚＋余吹厚)/(設計吹付厚×(１－はね返り率) 

 
  ４－４－３ インバート掘削工 
   (１) インバート掘削工の施工歩掛は，次表とする。 

表4.30 インバート掘削工施工歩掛 (10ｍ3当り)

名     称 規     格 単
位

数  量

ト ン ネ ル 世 話 役  人 0.16 

ト ン ネ ル 特 殊 工  〃 0.39 

ト ン ネ ル 作 業 員  〃 0.20 

大 型 ブ レ ー カ 運 転 トンネル工事用油圧式600～
800kg級 

日 0.15 

バ ッ ク ホ ウ 運 転
トンネル工事用排出ガス対策
型・クローラ型 
山積0.45ｍ3(平積0.35ｍ3) 

ｈ 1.30 

チ ゼ ル 損 耗 費 600～800kg級用 本 0.01 

(注) 1. 機械の運転労務は，上表労務人員で行う。 

2. 上表には，破砕片除去，掘削面整形及びずり積込作業が含まれる。 
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４－６ 工事用仮設備 
  ４－６－１ 空気圧縮機 
   (１) 空気圧縮機容量 
     空気圧縮機の容量は，次表を標準とする。 

表4.50 空気圧縮機容量 

機   種 規       格 単 位 台 数 

空 気 圧 縮 機
定置式スクリュ型 
12.0～12.3ｍ3/min×O.7MPa(7kgf/cm2)×75kW 

台 ２ 

 

 

  ４－６－５ 工事用換気設備 
   (１) 換気装置の坑内配置で，切羽の掘進に伴い，送風機を増設する場合の送風機間隔は 100ｍ以上を標準とす

る。 
   (２) 切羽からの控え長さは，40ｍを標準とする。 
   (３) 送風機の１日当り運転時間は，18時間を標準とする。 
 
 
  ４－６－７ 仮設備保守 
   (２) 仮設備保守歩掛 
     仮設備保守歩掛は，次表とする。 

表4.55 仮設備保守歩掛 (１月当り)

職    種 単位 数   量 摘  要 

普 通 作 業 員 人 ｎ×41.8 ｎ＝編成人員 

機 械 工 〃    〃

電 工 〃   〃  

 

 

(21) 空気圧縮機設備運転１月当り単価表 

名     称 規    格 単位 数量 摘      要 

電 力 料  kWh   

特 殊 作 業 員  人  表4.51 

空気圧縮機設備損料
定置式スクリュ型 
12.0～12.3ｍ3/min ｈ  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     
 

４－６ 工事用仮設備 
  ４－６－１ 空気圧縮機 
   (１) 空気圧縮機容量 
     空気圧縮機の容量は，次表を標準とする。 

表4.50 空気圧縮機容量 

機   種 規       格 単 位 台 数 

空 気 圧 縮 機 
定置式スクリュ型 
11.0～12.4ｍ3/min×O.7～0.85MPa×75kW 

台 ２ 

 

 

  ４－６－５ 工事用換気設備 
   (１) 換気装置の坑内配置で，切羽の掘進に伴い，送風機を増設する場合の送風機間隔は100ｍ以上を標準とす

る。 
   (２) 切羽からの控え長さは，40ｍを標準とする。 
   削除 
 
 
  ４－６－７ 仮設備保守 
   (２) 仮設備保守歩掛 
     仮設備保守歩掛は，次表とする。 

表4.55 仮設備保守歩掛 (１月当り)

職    種 単位 数   量 摘  要 

普 通 作 業 員 人 ｎ×41.8 ｎ＝編成人員 

機 械 工 〃    〃

電 工 〃  〃  

     (注)  坑内作業において、支保工作業後は、上表の数量を「ｎ×41.8×1／2」とする。 

 

(21) 空気圧縮機設備運転１月当り単価表 

名     称 規    格 単位 数量 摘      要 

電 力 料  kWh   

特 殊 作 業 員  人  表4.51 

空気圧縮機設備損料
定置式スクリュ型 
11.0～12.4ｍ3/min ｈ  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     
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  (28) 機械運転単価表 

機  械  
名

規         格 適用単価
表

指  定  事  項 

自由断面トン
ネ ル 掘 削 機

カッターヘッド出力200～
240kW 

機－24 燃料消費量 →617 
機械損料数量→  1.40 

ドリルジャン
ボ 

トンネル工事用排出ガス対
策型ホイール式2ブーム 
ドリフタ質量150kg級 

機－25 
燃料消費量 →201 
機械損料数量→  1.40 

コンクリート吹
付 機 湿式 一体型 

トンネル工事用排出ガス対
策型 

吐出量６～20ｍ3級 半径
７ｍ 

機－25 
燃料消費量 → 63 
機械損料数量→  1.40 

ホイールロー
ダ 

トンネル工事用排出ガス対
策型サイドダンプ式 山積
2 3 3

機－24 
燃料消費量 → 68 
機械損料数量→  1.40 

バ ッ ク ホ ウ
トンネル工事用排出ガス対策型・クロ
ーラ型 
山積0 8 3(平積0 6 3)

機－24 
燃料消費量 → 40 
機械損料数量→  1.40 

吹付プラント
設 備 （バッチ型）定置式25ｍ3/h 機－25 

燃料消費量 → 19 
機械損料数量→  1.40 

大型ブレーカ トンネル工事用油圧式
1,300kg級 

機－12 燃料消費量 → 40 

ダンプトラッ
ク 

坑内用普通ディーゼル10ｔ
積 機－32 

燃料消費量 →121 
機械損料数量→  1.40 
タイヤの損耗費も計上 

コンクリートポンプ車
黒煙浄化装置付 
配管式圧送能力90～100ｍ
3/h

機－24 
燃料消費量 → 57 
機械損料数量→  1.40 

集 塵 機 定格風量○○○ｍ3/min級 機－14 
燃料消費量 →必要分計
上する 
機械損料数量 1 00

バ ッ ク ホ ウ
トンネル工事用排出ガス対策型・クロ
ーラ型 
山積0 45 3(平積0 35 3)

機－13 インバート掘削工 

〃 
排出ガス対策型・クローラ
型 
山積0 45 3(平積0 35 3)

機－１ インバート埋戻し材積
込作業 

ブ ル ド ー ザ
排出ガス対策型，黒煙浄化
装置付普通15ｔ級（13～16
）

機－13 インバート埋戻工 

タイヤローラ
排出ガス対策型黒煙浄化装
置付 
８ 20

機－16 燃料消費量 → 30 
賃料数量  →  1.60 

ダンプトラッ
ク 

坑内用普通ディーゼル10ｔ
種 

機－13 インバート用タイヤの
損耗費も計上 

コンクリートポン
プ 車 ブーム式圧送能力90～110

黒煙浄化装置付 

3/ｈ

機－13 インバート用 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (28) 機械運転単価表 

機  械  
名

規         格 適用単価
表

指  定  事  項 

自由断面トン
ネ ル 掘 削 機

カッターヘッド出力200～
240kW 機－25 

燃料消費量 →617 
機械損料数量→  1.40 

ドリルジャン
ボ 

トンネル工事用排出ガス対
策型ホイール式2ブーム 
ドリフタ質量150kg級

機－25 
燃料消費量 →201 
機械損料数量→  1.40 

コンクリート吹
付 機

湿式 一体型 

トンネル工事用排出ガス対
策型 

吐出量６～20ｍ3級 半径
７ｍ

機－25 燃料消費量 → 63 
機械損料数量→  1.40 

ホイールロー
ダ 

トンネル工事用排出ガス対
策型サイドダンプ式 山積
2 3 3

機－24 燃料消費量 → 68 
機械損料数量→  1.40 

バ ッ ク ホ ウ
トンネル工事用排出ガス対策型・クロー
ラ型 
山積0 8 3(平積0 6 3)

機－24 燃料消費量 → 40 
機械損料数量→  1.40 

吹付プラント
設 備

（バッチ型）定置式25ｍ3/h 機－25 燃料消費量 → 19 
機械損料数量→  1.40 

大型ブレーカ
トンネル工事用油圧式
1,300kg級 

機－12 燃料消費量 → 40 

ダンプトラッ
ク 

坑内用普通ディーゼル10ｔ
積 

機－32 
燃料消費量 →121 
機械損料数量→  1.40 
タイヤの損耗費も計上 

コンクリートポンプ車
黒煙浄化装置付 
配管式圧送能力90～100ｍ
3/h

機－24 
燃料消費量 → 57 
機械損料数量→  1.40 

集 塵 機 定格風量○○○ｍ3/min級 機－14 
燃料消費量 →必要分計
上する 
機械損料数量 1 00

バ ッ ク ホ ウ
トンネル工事用排出ガス対策型・クロー
ラ型 
山積0 45 3(平積0 35 3)

機－13 インバート掘削工 

〃 
排出ガス対策型・クローラ
型 
山積0 45 3(平積0 35 3)

機－１ 
インバート埋戻し材積
込作業 

ブ ル ド ー ザ
排出ガス対策型，黒煙浄化
装置付普通15ｔ級（13～16
）

機－13 インバート埋戻工 

タイヤローラ
排出ガス対策型黒煙浄化装
置付 
８ 20

機－16 燃料消費量 → 30 
賃料数量  →  1.60 

ダンプトラッ
ク 

坑内用普通ディーゼル10ｔ
種 

機－13 インバート用タイヤの
損耗費も計上 

コンクリートポン
プ 車 ブーム式圧送能力90～110

黒煙浄化装置付 

3/ｈ

機－13 インバート用 
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土木工事標準歩掛の一部見直し 
トンネル工・小断面トンネル工 

 
現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

P.804 
15-②-4 

 
 
 

P.810 
15-②-10 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

P.821 
16-③-5  

 
 

P.826 
15-②-26 

  ３－７－３ 照明設備 
    坑内照明は，40Ｗ蛍光灯を片側５ｍ間隔に設置するのを標準とする。 
    又，切羽照明は500Ｗ投光器とし，切羽部６個（上半４個，下半２個)，覆工４個を標準とする。 
 

(４) コンクリート吹付機の運転時間 

     掘削１ｍ当りのコンクリート吹付機運転時間は，次表を標準とする。 

表4.12 コンクリート吹付機 

規格：トンネル工事用排出ガス対策型 

   湿式ホイール型吹付範囲 

   半径7ｍ級吐出量 6～20ｍ3級 

週/（トンネル延長）1ｍ当り

掘削方法 岩区分 
設計掘削断面積(㎡) 

摘要 
35 40 45 

 Ｂ 0.061 0.063 0.072  

 ＣⅠ 0.089 0.098 0.100  

全 断 面 工 法 ＣⅡ 0.113 0.115 0.124  

 ＤⅠ 0.165 0.174 0.178  

 ＤⅡ 0.172 0.183 0.191  

 
 
 
 
 
 
 
４－５ 工事用仮設備 
  ４－５－１ 空気圧縮機 
   (１) 空気圧縮機容量 
     空気圧縮機の容量は，次表を標準とする。 

表4.63 空気圧縮機容量 

機   種 規      格 単 位 台 数

空 気 圧 縮 機
定置式スクリュ型 
12.0～12.3ｍ3／min×0.7MPa(7㎏f／cm2)×
75kW

台 ２ 

 

 
  

  ３－７－３ 照明設備 
    坑内照明は，40Ｗ蛍光灯を５ｍ間隔に片側のみ設置するのを標準とする。 
    又，切羽照明は500Ｗ投光器とし，切羽部６個（上半４個，下半２個)，覆工４個を標準とする。 

 

(４) コンクリート吹付機の運転時間 

     掘削１ｍ当りのコンクリート吹付機運転時間は，次表を標準とする。 

表4.12 コンクリート吹付機 

規格：トンネル工事用排出ガス対策型 

   湿式一体型吹付範囲 

   半径7ｍ級吐出量 6～20ｍ3級 

週/（トンネル延長）1ｍ当り

掘削方法 岩区分 
設計掘削断面積(㎡) 

摘要 
35 40 45 

 Ｂ 0.061 0.063 0.072  

 ＣⅠ 0.089 0.098 0.100  

全 断 面 工 法 ＣⅡ 0.113 0.115 0.124  

 ＤⅠ 0.165 0.174 0.178  

 ＤⅡ 0.172 0.183 0.191  

 

 
③ 鋼製支保工労務 
鋼製支保工労務は、掘削作業の編成人員で行う。 
 
 
４－５ 工事用仮設備 
  ４－５－１ 空気圧縮機 
   (１) 空気圧縮機容量 
     空気圧縮機の容量は，次表を標準とする。 

表4.63 空気圧縮機容量 

機   種 規      格 単 位 台 数

空 気 圧 縮 機
定置式スクリュ型 
11.0～12.4ｍ3/min×O.7～0.85MPa×75kW 
75kW

台 ２ 

 
 

 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
トンネル工・小断面トンネル工 

 
現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

P.828 
16-③-5 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

P.833 
15-②-33 

 

 ４－５－７ 仮設備保守 
   (２) 仮設備保守歩掛 
     仮設備保守歩掛は，次表とする。 

表4.55 仮設備保守歩掛 (１月当り)

職    種 単位 数   量 摘  要 

普 通 作 業 員 人 ｎ×41.8 ｎ＝編成人員 

機 械 工 〃    〃

電 工 〃   〃  

 

 

 

(14) 空気圧縮機設備運転１月当り単価表 

名     称 規    格 単位 数量 摘      要 

電 力 料  kWh   

特 殊 作 業 員  人  表4.64 

空気圧縮機設備損料
定置式スクリュ型 
12.0～12.3ｍ3/min ｈ  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     
 

  ４－５－７ 仮設備保守 
   (２) 仮設備保守歩掛 
     仮設備保守歩掛は，次表とする。 

表4.55 仮設備保守歩掛 (１月当り)

職    種 単位 数   量 摘  要 

普 通 作 業 員 人 ｎ×41.8 ｎ＝編成人員 

機 械 工 〃    〃

電 工 〃  〃  

     (注)  坑内作業において、支保工作業後は、上表の数量を「ｎ×41.8×1／2」とする。 
 
 

(14) 空気圧縮機設備運転１月当り単価表 

名     称 規    格 単位 数量 摘      要 

電 力 料  kWh   

特 殊 作 業 員  人  表4.64 

空気圧縮機設備損料 
定置式スクリュ型 
11.0～12.4ｍ3/min ｈ  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     
 

 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
鋼橋架設工 

現行基準 
のページ 現  行 改  正 摘 要 

P.859 
16-②-10 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

表1.16 主体足場各係数 

種   類 
パイプ吊足場 ワイヤーブリッジ転用足場 

Ｌ1       Ｌ2 Ｎ1 Ｎ2 Ｌ1 Ｌ2 Ｎ1 Ｎ2 

プレートガーダボ
ッ ク ス ガ ー ダ

120 98 0.027 0.019 269 87 0.045 0.028

ラ ー メ ン 177 142 0.036 0.023 － － － － 

トラス，アーチ 281 227 0.053 0.032 446 216 0.068 0.040

(注) 1. ワイヤーブリッジ転用足場を使用する場合，πラーメン，上路式アーチには適用しない。

又，単独発注する場合は設置のみしか適用しない。 

2. ワイヤーブリッジ転用足場でトラス，アーチについて，上側足場はパイプ足場としての

複合単価である。 
 

 
 

表1.16 主体足場各係数 

種   類 
パイプ吊足場 ワイヤーブリッジ転用足場 

Ｌ1       Ｌ2 Ｎ1 Ｎ2 Ｌ1 Ｌ2 Ｎ1 Ｎ2 

プレートガーダボ
ッ ク ス ガ ー ダ 

120 98 0.027 0.019 269 87 0.045 0.028 

ラ ー メ ン 177 142 0.036 0.023 － － － － 

トラス，アーチ 281 227 0.053 0.032 446 216 0.068 0.040 

(注) 1. ワイヤーブリッジ転用足場を使用する場合，πラーメン，上路式アーチには適用しない。

又，単独発注する場合は架設のみしか適用しない。 

2. ワイヤーブリッジ転用足場でトラス，アーチについて，上側足場はパイプ足場としての

複合単価である。 
 

 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
鋼橋架設工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ８５９ 表1.16 主体足場各係数 

パイプ吊足場 ワイヤーブリッジ転用足場 
種   類 

Ｌ1 Ｌ2 Ｎ1 Ｎ2 Ｌ1 Ｌ2 Ｎ1 Ｎ2 

プレートガーダ
ボックスガーダ

120 98 0.027 0.019 269 87 0.045 0.028

ラ ー メ ン 177 142 0.036 0.023 － － － － 

トラス，アーチ 281 227 0.053 0.032 452 222 0.068 0.040

(注) 1. ワイヤーブリッジ転用足場を使用する場合，πラーメン，上路式アーチには適用し

ない。又，単独発注する場合は設置のみしか適用しない。 

2. ワイヤーブリッジ転用足場でトラス，アーチについて，上側足場はパイプ足場とし

ての複合単価である。 

 

表1.16 主体足場各係数 

パイプ吊足場 ワイヤーブリッジ転用足場 
種   類 

Ｌ1 Ｌ2 Ｎ1 Ｎ2 Ｌ1 Ｌ2 Ｎ1 Ｎ2 

プレートガーダ
ボックスガーダ

120 98 0.027 0.019 269 87 0.045 0.028

ラ ー メ ン 177 142 0.036 0.023 － － － － 

トラス，アーチ 281 227 0.053 0.032 446 216 0.068 0.040

(注) 1. ワイヤーブリッジ転用足場を使用する場合，πラーメン，上路式アーチには適用し

ない。又，単独発注する場合は設置のみしか適用しない。 

2. ワイヤーブリッジ転用足場でトラス，アーチについて，上側足場はパイプ足場とし

 
 

ての複合単価である。 

  

表1.18 安全通路各係数 

種   類 Ｌ1 Ｌ2 Ｎ1 Ｎ2 

  

表1.18 安全通路各係数 

種   類 Ｌ1 Ｌ2 Ｎ1 Ｎ2 

プレートガーダボ
ッ ク ス ガ ー ダ 

25 20 0.008 0.005 

ラ ー メ ン 40 35 0.015 0.009 

トラス，アーチ 241 117 0.016 0.009 

 

プレートガーダボ
ッ ク ス ガ ー ダ 

22 18 0.008 0.005 

ラ ー メ ン 38 33 0.015 0.009 

トラス，アーチ 239 115 0.016 0.009 

  

  

 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
プレキャストセグメント主桁組立工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

  P.885  
16-⑤-1 3. 機 種 の 選 定 3. 機 種 の 選 定 

 
  機種・規格は，次表を標準とする。   機械・規格は，次表を標準とする。 

 
 表3.1 機種・規格 表3.1 機械・規格 
 
 
 
 ト 

ラ 

ッ 

ク 

ク 

レ 

ー 

ン 

セ グ メ ン ト 質 量 （ｔ） ト ラ ッ ク ク レ ー ン の 規 格 セ グ メ ン ト 質 量 （ｔ） ト ラ ッ ク ク レ ー ン の 規 格 

～11.0 油圧伸縮ジブ型 16ｔ吊 ト 

ラ 

ッ 

ク 

ク 

レ 

ー 

ン 

～11.0 油圧伸縮ジブ型 16ｔ吊 

11.1～12.0 油圧伸縮ジブ型 20ｔ吊 11.1～12.0 油圧伸縮ジブ型 20ｔ吊 

12.1～15.0 油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 12.1～15.0 油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 

15.1～17.0 油圧伸縮ジブ型 30ｔ吊 15.1～17.0 油圧伸縮ジブ型 30ｔ吊 

17.1～19.0 油圧伸縮ジブ型 45ｔ吊 17.1～19.0 油圧伸縮ジブ型 45ｔ吊 

19.1～21.0 油圧伸縮ジブ型 50ｔ吊 19.1～21.0 油圧伸縮ジブ型 50ｔ吊 

21.1～24.0 油圧伸縮ジブ型100ｔ吊 21.1～24.0 油圧伸縮ジブ型100ｔ吊 

24.1～33.0 油圧伸縮ジブ型120ｔ吊 24.1～33.0 油圧伸縮ジブ型120ｔ吊 

(注) 1. トラッククレーン規格は，取卸用の標準であり，上表以外の場合は別途選定できる。 (注) 1. トラッククレーン規格は，取卸用の標準であり，上表以外の場合は別途選定できる。 

2. トラッククレーンは，賃料とする。 2. トラッククレーンは，賃料とする。 

3. トラッククレーンの選定について，トラッククレーンが，トレーラと並列に配置される

現場，もしくは，架設桁の背後にトラッククレーン回転部のすぐ側まで寄れる現場を標準

としている。作動現場が上記により難い場合は，別途考慮する。 

3. トラッククレーンの選定について，トラッククレーンが，トレーラと並列に配置される

現場，もしくは，架設桁の背後にトラッククレーン回転部のすぐ側まで寄れる現場を標準

としている。作動現場が上記により難い場合は，別途考慮する。 

4. セグメント質量が均一でない場合，セグメントの最大質量でトラッククレーンを選定す

る。 

4. セグメント質量が均一でない場合，セグメントの最大質量でトラッククレーンを選定す

る。 
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土木工事標準歩掛の一部見直し 
ＰＣ橋架設工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ８９６  ５－５ 足場工及び防護工 

  ５－５－１ 足 場 工 

   (１) 桁下足場 

     桁下足場工は，パイプ吊足場を標準とし，足場工費は，次式による。 

     なお，工費には側部（朝顔）などの費用も含まれている。 

        足場工費＝（ＳＸ＋Ｎｙ）×Ａ（円） 

Ｓ：損料係数        （表5.9）（表5.10） 

Ｘ：足場を設置している月数 （月） 

桁下足場の設置月数は，２箇月を標準とする。 

Ｎ：歩掛係数        （表5.9）（表5.10） 

ｙ：橋梁特殊工単価     （円／人） 

Ａ：橋面積         （ｍ2） 

 Ａ＝Ｗ×Ｌ（ｍ2） 

Ｗ：全幅員で地覆外縁間距離，壁高欄の場合は壁高欄外縁間距離（ｍ） 

Ｌ：橋長（ｍ） 

    損料係数（Ｓ)，歩掛係数（Ｎ） 

    各係数は，次表を標準とする。 

 

表5.9 ポストテンション桁用足場損料係数（Ｓ），歩掛係数（Ｎ） 

Ｓ Ｎ 係 数

桁高（ｍ） 両 側 朝 顔 片 側 朝 顔 両 側 朝 顔 片 側 朝 顔

1.1≦Ｈ＜1.5 350 330 0.10 0.09 

1.5≦Ｈ 370 345 0.12 0.11 

 

表5.10 プレテンション桁用足場損料係数(Ｓ)，歩掛係数(Ｎ)

 Ｓ Ｎ 

両 側 朝 顔 320 0.098 

片 側 朝 顔 310 0.094 

 

 ５－５ 足場工及び防護工 

  ５－５－１ 足 場 工 

   (１) 桁下足場 

     桁下足場工は，パイプ吊足場を標準とし，足場工費は，次式による。 

     なお，工費には側部（朝顔）などの費用も含まれている。 

        足場工費＝（ＳＸ＋Ｎｙ）×Ａ（円） 

Ｓ：損料係数        （表5.9）（表5.10） 

Ｘ：足場を設置している月数 （月） 

桁下足場の設置月数は，２箇月を標準とする。 

Ｎ：歩掛係数        （表5.9）（表5.10） 

ｙ：橋梁特殊工単価     （円／人） 

Ａ：橋面積         （ｍ2） 

 Ａ＝Ｗ×Ｌ（ｍ2） 

Ｗ：全幅員で地覆外縁間距離，壁高欄の場合は壁高欄外縁間距離（ｍ） 

Ｌ：橋長（ｍ） 

    損料係数（Ｓ)，歩掛係数（Ｎ） 

    各係数は，次表を標準とする。 

 

表5.9 ポストテンション桁用足場損料係数（Ｓ），歩掛係数（Ｎ） 

Ｓ Ｎ 係 数 
 

桁高（ｍ） 両 側 朝 顔 片 側 朝 顔 両 側 朝 顔 片 側 朝 顔

1.1≦Ｈ＜1.5 345 325 0.10 0.09 

1.5≦Ｈ 365 345 0.12 0.11 

 

表5.10 プレテンション桁用足場損料係数(Ｓ)，歩掛係数(Ｎ)

 Ｓ Ｎ 

両 側 朝 顔 315 0.098 

片 側 朝 顔 305 0.094 

 

 
 

 
  
  

  

 

 



 

土木工事標準歩掛の一部見直し 
歩道橋（側道橋）架設工 

現行基準 
現  行 改  正 摘 要 のページ 

標準歩掛    
Ｐ９５４    (２) 足場工費 

足場工費は，次表を標準とする。 

表4.5 足場工費 

種 類 単 位 足 場 工 費 摘  要 

枠 組 足 場 円／箇所 2.91Ｙ＋10,190＋219Ｄ  

吊 足 場 円 (0.015Ａ＋10.95)Ｙ＋(207＋６Ｄ)Ａ （注） 

 Ｄ：足場使用日数（日）＝架設工日数＋床版工日数＋塗装工日数＋４ 
Ａ：足場面積＝（全幅員＋１）×必要長さ（ｍ）  

全幅員とは，地覆外縁間距離とする。 

Ｙ：橋梁特殊工単価（円／人） 

(注) 1. 枠組足場は，手摺先行型とする。 

   2. 吊足場は，架設工・床版工・塗装工に適用する。 

   3. 足場工費は設置・撤去の労務費及び足場材に関わる費用を含む。 

   4. 吊足場において，防護工を必要とする場合は，「第16章橋梁②鋼橋架設工」による。 

   5. 吊足場には，安全ネットを含む。 

 

   (２) 足場工費 

足場工費は，次表を標準とする。 

表4.5 足場工費 

種 類 単 位 足 場 工 費 摘  要 

枠 組 足 場 円／箇所 2.91Ｙ＋10,190＋219Ｄ  

吊 足 場 円 (0.015Ａ＋10.95)Ｙ＋(218＋６Ｄ)Ａ （注） 

 Ｄ：足場使用日数（日）＝架設工日数＋床版工日数＋塗装工日数＋４ 
Ａ：足場面積＝（全幅員＋１）×必要長さ（ｍ）  

全幅員とは，地覆外縁間距離とする。 

Ｙ：橋梁特殊工単価（円／人） 

(注) 1. 枠組足場は，手摺先行型とする。 

   2. 吊足場は，架設工・床版工・塗装工に適用する。 

   3. 足場工費は設置・撤去の労務費及び足場材に関わる費用を含む。 

   4. 吊足場において，防護工を必要とする場合は，「第16章橋梁②鋼橋架設工」による。 

   5. 吊足場には，安全ネットを含む。 

 

 
 

  
  
  
  

 

 


